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第１章 監査の概要 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37第 1項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件 

（１）監査する事件（監査テーマ） 

産業振興に関する施策に係る事務の執行について 

 

（２）監査する事件（監査テーマ）の選定理由 

市は「第 3 次静岡市総合計画」において「平成 37 年に総人口 70 万人を維持」を掲

げており、その対策として社会移動による人口を△2,120 人（平成 22～26 年）から＋

6,010人(平成 27～31 年)にすることを目標としている。 

また、市は移住を働きかける先として、現在首都圏に住んでいる人などを「未来市民」

と名付けてターゲットとし、市の魅力と地域資源を高めることにより転入者を増加さ

せることを目指している。また、転出者抑制のために、魅力あふれる雇用の場を生み出

すことを進めている。 

このような状況の中、市は「第 2次静岡市産業振興プラン」を策定し、市内総生産額

の増加と雇用の創出のための政策を実施することとしている。 

以上に基づき、主に経済局が実施する産業・経済の振興に関する事業の有効性及び効

率性については、市民の関心も高いものと考えられることから、合規性のみならず経済

性、効率性及び有効性の観点から総合的に検証することに意義があると判断し、特定の

事件として選定した。 

 

（３）監査の対象とした部局等 

経済局 

 

（４）監査対象年度 

原則として平成 28年度であるが、必要に応じて他の年度についても監査対象とする。 

 

３．監査の方法 

（１）監査の視点 

産業振興に関する施策に係る事務の執行について、関係法令や諸規則に準拠して実

施されていること又は地方自治法第 2条第 14項の「最小の経費で最大の効果を挙げる

ようにしなければならない」とする観点に基づき、行政運営の経済性、効率性及び有効

性について確認するため、主に以下の項目を対象に監査を実施した。 
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（２）主な監査手続 

主な監査手続は以下のとおりである。 

 監査の実施対象について、関係法令、条例、規則及び要綱等の確認を実施した。 

 制度の概要及び運営に関する行政計画及び予算の執行状況等の確認を実施した。 

 上記に基づき所管部署からの聴取、担当者への質問及び関係書類の閲覧並びにデ

ータ分析を実施した。 

 施設の使用状況、管理状況及び老朽化等を把握するために現場視察並びに質問な

どを実施した。 

 指定管理者及び委託業者の管理活動の合理性を検討するため、関係資料の閲覧及

び質問などを実施した。 

 資金の貸付及び債権の回収業務の合理性を検討するため、関係資料の閲覧、質問

などを実施した。 

 

なお、市では事業所管課自らの「業務達成度（仕事の進捗状況）」、「事業達成度（仕

事の成果）」の 2つの視点から点検を行う「事務事業総点検」（以下、「事業評価」とい

う。）を実施している。監査に当たっては、当該事業評価の結果にも留意したうえで手

続を実施するものとする。 

事業評価では、「成果指標」及び「活動指標」を設定し、その実績等を総合的に判断

して総合評価を行っている。特に成果指標の設定と総合評価についての主な考え方は

以下のとおりである。 

 

＜成果指標設定の注意点＞ 

◎目的と関係・関連した指標になっているか。 

◎市が実施する活動の結果と事業の成果に因果関係のある指標になっているか。 

◎事務事業の評価を行う上で、1つの成果指標で十分か。 

（1つの事務事業に複数の成果指標を設定することも可能。） 

（出典：「平成 28年度 事務事業総点検表作成の留意点 ―指標、目標値設定の考え方―」より監査人が編集） 

 

＜総合評価基準＞ 

評価区分 

（成果指標の達成度の目安） 
内容 評価の視点 

S（105%以上） 期待を上回る 目標以上の成果があがっている。 

A（90%以上 105%未満） 期待通り 
さらなる向上又は適正水準の維持が期待

できる。 

B（70%以上 90%未満） 期待を下回る 事業内容等の改善が必要。 

C（70%未満） 期待を大きく下回る 事業そのものの見直しが必要。 

（出典：「事務事業総点検表の見方」より監査人が編集） 
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（３）監査結果の記載方法 

監査結果の記載方法は、関連する事実の後に、（指摘事項）又は（監査意見）として

記載している。 

 

（指摘事項） 

法令、条例、規則等の形式的又は実質的な違反がある場合、もしくは、実質的な違反

とまでは言えないものの、社会通念上適切でないものであり、是正すべきもの又はそれ

に準じるもの 

 

（監査意見） 

必ず是正しなければならないとするほどのものではないが、事務の執行について考

慮すべき事項として監査人が提言するもの 

 

４．外部監査実施期間 

平成 29年 4月 3日から平成 30年 3月 31 日まで 

 

５．外部監査人補助者 

公認会計士        勝又  康博 

公認会計士        早崎  大三 

公認会計士        松島  孝浩 

公認会計士        村本  大輔 

公認会計士        奥津  晶奈 

公認会計士        石川  温子 

公認会計士        杉本  貴紀 

日本公認会計士協会準会員 石川   築 

 

６．利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252条の 29 の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

（注）金額は単位未満を切捨てし、また％は小数点以下第 2位を四捨五入している。 

なお、報告書中の金額は、端数処理の関係で総数と内訳の合計とが一致しない場合がある。 
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第２章 監査対象の概要 

１．産業振興に関わる市の現状 

（１）産業別の就業人口、市内総生産額 

就業人口及び市内総生産額の産業別構成比では「サービス業」及び「製造業」が、そ

れぞれ全体の約 20%と大きなウエートを占めている。 

 

＜市就業人口の産業別構成比＞ 

 

（出典：「平成 27年国勢調査 就業状態等基本集計」より監査人が集計） 

 

＜市内総生産額の産業別構成比＞ 

 

（注）輸入品に課される税・関税や消費税は加減していない。 

（出典：「平成 26年度しずおかけんの地域経済計算」より監査人が集計） 
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以下は特化係数（※）を用いて市の産業の特徴を表したものである。他の政令指定都

市と比べて、就業人口及び市内総生産額における「農林水産業」の特化係数が突出して

いる。また、全国及び他の政令指定都市と比べて、市内総生産額における「金融・保険

業」の特化係数も高い。これらは市の特徴的な産業といえる。 

（※）特化係数とは、市の各産業の構成比を全国及び政令指定都市の構成比で除したもので、産業

構造等の偏りを表す。値が 1を超えるほど特徴的といえるが、構成比自体の大きさとは無関

係のため規模を表すものではない。 

 

＜産業別就業人口の特化係数＞ 

 

（出典：「平成 27年国勢調査 就業状態等基本集計」より監査人が集計） 

＜産業別市内総生産額の特化係数＞ 

 

（注）対政令指定都市の特化係数は、市民経済計算を作成している「札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜

市、川崎市、新潟市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市」の 15市の

市内総生産額をもとに算出している。 

（出典：「平成 26年度しずおかけんの地域経済計算」、「平成 26年度県民経済計算」より監査人が集計 
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（２）将来推計人口 

平成 22 年度に 71 万 6 千人あった市の人口は、平成 52 年度には 55 万 9 千人になる

と推計されている。 

年齢別構成比でも、15～64歳の生産年齢人口は減少を続ける一方である。 

 

＜静岡市の人口の推移＞ 

 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 
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（３）市内総生産額 

市内総生産額は、全国と同様にリーマン・ショックや東日本大震災の影響を受けて低

下傾向にある。その後、全国的には回復がみられるが、市では低下傾向が続いている。 

 

＜全国及び静岡市の市内総生産額推移＞ 

 （平成 18年度）  （平成 22年度）  （平成 26年度） 

全国 ： 532兆 5,089 億円  496 兆 9,179億円  514兆 2,962億円 

  (△6.7%)  (＋3.5%)  

静岡市： 3兆 2,177億円  3兆 1,060億円  3兆 451億円 

  (△3.5%)  (△2.0%)  

（出典：「平成 26年度県民経済計算」より監査人が集計 

    「平成 26年度しずおかけんの地域経済計算」より監査人が集計） 

 

（４）企業の転入数及び転出数 

下表は、帝国データバンク静岡支店「静岡本社「転入転出企業」の実態調査」（平成

24年 4月）における調査結果であり、調査期間は平成 14年度から 23年度までの 10年

間である。「転入数」は市外から転入した企業数を、「転出数」は市外へ転出した企業数

をそれぞれ表している。 

本市は転出超過数が 93社であり、県内トップとなっている。 

 

＜静岡県において企業の転出超過が多い都市＞ 

順位 市郡名 転入数 転出数 増減数 

1 静岡市 111 社 204 社 △93社 

2 浜松市 100 社 169 社 △69社 

3 三島市 87 社 104 社 △17社 

4 島田市 24 社 29 社 △5社 

4 下田市 3社 8 社 △5社 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 
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（５）第 3 次静岡市総合計画 

市は、「第 3 次静岡市総合計画」（以下、「3次総」という。）の最大の目標として、「平

成 37年に総人口 70 万人の維持」を掲げている。 

総合計画とは、長期的な視野に立ってまちづくりの方向性を示すもので、市政運営の

最も基本となる計画である。 

3 次総においては、4 か年を計画期間とする実施計画（前期：平成 27年度から 30年

度、後期：平成 31年度から 34年度）を策定し、実施計画の見直しを毎期実施すること

としている。 

また、3次総と市の将来人口展望を提示する「静岡市人口ビジョン」を踏まえ、平成

27年度から 31 年度の 5年間を計画期間として、「静岡市総合戦略」（以下、「総合戦略」

という。）を策定している。 

総合戦略の概要を示すと、次のとおりである。 

 

＜総合戦略の概要＞ 

目標：平成 37年に総人口 70 万人を維持 

合計特殊出生率 平成 52年に 2.07 

社会移動 △2,120 人（平成 22～26年） 

⇒＋6,010人（平成 27～31 年） 

① 「まち」の存在感を高め、交流人口を増やす 

② 「ひと」を育て、まちを活性化する 

③ 「しごと」を産み出し、雇用を増やす 

④ 移住者を呼び込み、定住を促進する 

⑤ 女性・若者の活躍を支え、子育ての希望をかなえる 

⑥ 時代に合った「まち」をつくり、圏域の連携を深める 
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２．第 2次静岡市産業振興プラン 

（１）プラン策定の経緯・概要 

3 次総では、「平成 37年に総人口 70万人の維持」を目標にするとともに、「都市の発

展（産業・経済の振興）」と「暮らしの充実（安心・安全の確保）」の両立を図っている。 

そこで、市は「第 2次静岡市産業振興プラン」（以下、「振興プラン」という。）にお

いて、人口 70万人の維持に必要な市内総生産額の増加と雇用の創出のために、時代の

要請に応える産業への転換を促す施策と中小零細企業の活動を下支えする各種施策を

位置付けていくこととしている。 

以下の図は、振興プランとそれに関係する計画等との関係を表したものである。 

 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 
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振興プランでは、「市内総生産額」と「市内就業者数」に関して、次の目標を設定し

ている。 

市内経済の活性化 （平成 26年度）  （平成 34年度） 

→市内総生産額： 3兆 880億円（※）  3 兆 2,140 億円 

  (＋4.1%)  

雇用の創出 （平成 26年度）  （平成 34年度） 

→市内就業者数： 34万 3,090人  34万 3,100人 

  (維持)  

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」より監査人が編集） 

（※）振興プラン策定時点における速報値であるため、７頁に記載の金額とは異なる。 

 

上記の目標を達成するために、次のような産業振興の方向を定めている。 

 

① 本市の強みを活かし、社会経済環境の変化に対応しうる「戦略産業」を選び、ヒト・

モノ・カネを集中的に投入したプロジェクトにより更なる成長を促す。 

② 職員や支援施設スタッフ等が支援対象企業に積極的に関わり、「戦略産業振興プラッ

トフォーム」を活用し、あらゆる事業・制度を駆使することにより効果的な支援を

行う。 

③ 生涯にわたる人材育成、企業側の受入体制の整備促進、人材と企業のマッチングを

進めることにより、「人材の育成・確保」を行う。 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 
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（２）5つの戦略産業 

次の 5つの産業を「戦略産業」として選定している。各戦略産業については、第 3章

において監査対象部局の実施する事業について監査結果を記載しているため、ここで

は成果目標や具体的な事業内容に関する記載は省略する。 

 

① 海洋・エネルギー産業 

駿河湾に面し豊かな海洋資源と研究機関、清水港を有する本市の立地を活かした海

洋産業に、今後の成長が見込まれるエネルギー産業を、海洋資源と立地ポテンシャルの

活用という接点を持たせて産業化を進めていこうとするものです。 

 

② 清水港・ロジスティクス産業 

清水港に集積する物流産業を中心として、高速道路などの社会基盤の活用と内陸拠

点の整備・連携により、効率的で強いロジスティクス産業として育てていこうとするも

のです。 

 

③ 食品・ヘルスケア産業 

有力メーカーや研究機関が集積している食品産業を基盤として、医療、介護など成長

著しいヘルスケア産業の育成につなげることで産業化を進めていこうとするもので

す。 

 

④ 観光・ブランド産業 

外国人観光客の急増を背景に成長が著しい観光産業の成長の流れに乗るために、文

化的・歴史的な資源を活用するとともに、茶やホビーなどのそれ自体は観光資源ではな

いが世界的なブランド力を持つ産業の聖地化と観光的な活用を進めようとするもので

す。 

 

⑤ 文化・クリエイティブ産業 

家康時代に駿府へ集積した職人に始まったクリエイティビティの歴史を受けて、ク

ール・ジャパンなどのコンテンツ産業や、工業製品の高付加価値化に寄与するプロダク

トデザインなどを手掛けるクリエーターの集積に取り組もうとするものです。 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 
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（３）戦略産業振興プラットフォーム 

大きな成長可能性のある中小企業に密着して、あらゆる手段を活用した徹底的な支

援を行うための仕組みとして、次のような「戦略産業振興プラットフォーム（以下、「プ

ラットフォーム」という。）」を設けている。 

 

 

＜成果目標＞ 

指標 目標 
平成 28 年度 

（実績値） 

平成 34年度 

（目標値） 

活動指標 
戦略産業振興プラットフォームによる新商

品開発・新分野進出等件数 
延べ 9件 延べ 38 件 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」より監査人が編集（平成 28年度実績値は市提供資料より）） 
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プラットフォームが通常の中小企業支援と違う点は、前頁の図にある通り、市・金融

機関・産業支援機関等が連携して情報収集及び支援に取り組む点にあると考えられる。

つまり、プラットフォームを通してより多くの「事業の芽」を見つけ、支援に力を入れ

るべきものを選別し、徹底的な支援を行っていくことこそがプラットフォームの目指

す姿であるといえる。 

プラットフォームの概念は、振興プランの策定により生まれたものであり、まだまだ

土台作りの段階にあるといえる。市としては、職員の知識や能力を向上させるとともに

関係機関とのネットワークを広げ強固にしていくことでプラットフォームの理念を体

現していくことが強く望まれる。 

 

（４）人材の育成・確保 

国内の人口が減少すると見込まれる中、これからの経済発展、産業振興の基盤を支え

る人材の育成・確保は重要度を増している。 

 

＜成果目標＞ 

指標 目標 
平成 28 年度 

（実績値） 

平成 34年度 

（目標値） 

活動指標 

新規開業者数 
2,273件/年

（※1） 

798 件/年 

（※2） 

地域産業・大学等交流会 

①参加企業数 

②参加大学数 

 

①134社/年 

②100校/年 

 

①80社/年 

②80校/年 

女性の活躍表彰事業所数 延べ 17社 延べ 45 社 

（※1）平成 24～26年の開業者数から算出した 1年間の開業者数（平成 26年経済センサス基礎調査より） 

（※2）平成 31年経済センサス基礎調査において平成 28～31年の開業者数から算出した 1年間の開業者数 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」より監査人が編集（平成 28年度実績値は市提供資料より）） 

 

「新規開業者数」については、実績値と比較して目標値の水準が著しく低くなってい

る。振興プラン策定の際に目標値を算出する根拠としたのは平成 21～24 年の実績値

（737 件/年）であったが、これは米国のサブプライムローン問題等の影響を受けた数

値であったためと考えられる。目標値は、振興プランの後期計画策定のための総合的な

見直しを行う中で実態に即した目標値に変更される予定である。 
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（５）分野別計画 

3 次総では、「分野別の基本的な方向性」として、10の分野に係る施策を規定してい

る。振興プランでは、このうち産業振興に関わる分野として、「商工・物流」「観光・交

流」「農林水産」の 3 つの分野別計画を位置づけている。以下にその概要を記載する。 

 

＜商工・物流＞ 

政策１：次代を担う本市を代表する産業を生み出します 

施策 主な事業 

戦略産業の育成・集積を推進 海洋産業クラスター創造事業、健康・食品産業クラスター形

成事業 

都市型産業の新規企業立地 世界にはばたくクリエーター支援事業 

企業の誘致と留置の推進 企業立地促進事業補助金、企業立地用地検討調査事業、企業

誘致推進事業 

政策２：世界・全国に挑戦する中小企業の振興を図ります 

施策 主な事業 

新市場・販路開拓に対する支援 大規模展示会出展等事業補助金 

新製品・技術開発等に対する支援 静岡市新商品等開発事業補助金 

中小企業の経営基盤・競争力の強化 中小企業融資制度事業（利子・保証料補給事業）、事業高度

化機械設備設置事業補助金 

個店、商店街、まちの維持・成長支援 中心市街地活性化基本計画の推進、（中央卸売市場）施設整

備事業 

政策３：陸・海・空の社会基盤を活かしたロジスティクス産業の拡大を推進します 

施策 主な事業 

ロジスティクス産業の振興 ロジスティクス産業立地促進事業（戦略産業） 

清水港を中心とした広域物流の促進 清水港コンテナ航路誘致事業の推進 

ロジスティクスを支える社会資本整備の推進 清水港の整備、港湾会館清水日の出センター運営費 

政策４：次世代を担う優れた人材の育成と、多様な人材が活躍する雇用の場の創出を図ります 

施策 主な事業 

次世代を担う優れた人材の育成 こどもクリエイティブタウン管理運営事業 

若者や女性、高齢者、障がい者の雇用機会の創出 地元就職・Ｕターン就職の促進 

良質な就労環境の創出 勤労者福祉サービスセンター支援、勤労者福祉センター管理

運営事業 
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＜観光・交流＞ 

政策１：静岡のブランド力ある地域資源を活用した観光を推進します 

施策 主な事業 

模型の世界首都・静岡を活かした魅力づくり 「ホビーのまち静岡」推進事業 

世界に認められた地域資源のみがきあげ 南アルプス登山道整備事業費 

徳川家康公をはじめとした歴史に触れ親しむ観光

振興 

 

お茶、しずまえブランドなど食の魅力のみがきあ

げ 

水産業振興事業 

オクシズの魅力を活かす交流促進 おらんとこのこれ一番事業、オクシズ在来作物活用事業 

スポーツを通した魅力づくりの推進   

政策２：国内外からの誘客と交流を推進します 

施策 主な事業 

静岡市ならではの資源を活用したシティプロモー

ションの推進 

  

静岡市の特徴を活かした MICE の誘致   

多様なネットワークを通じた世界の人々との交流

促進 

  

政策３：来訪者が再び訪れたくなる受入態勢づくりを推進します 

施策 主な事業 

来訪者の満足度を高める受入環境の充実   

来訪者に安らぎを与えるおもてなしの向上   

政策４：まちなかの魅力向上により賑わい創出を推進します 

施策 主な事業 

まちなかの賑わいを生み出すイベントの推進   

まちづくり人材、組織の活動支援 

 

清水港ウォーターフロントの賑わいづくり 清水港客船誘致の推進 
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＜農林水産＞ 

政策１：新たな価値や需要を掘り起こし、市民が自慢できる農林水産の静岡市ブランドを推進します 

施策 主な事業 

需要創出による「お茶のまち静岡市」の推進 「お茶のまち静岡」推進経費、茶園地再編対策事業補助金 

みかん、わさびなど強みのある産物の強化 静岡県果樹研究センター誘致事業費 

食文化としての「しずまえ」ブランドの普及 水産業振興事業 

市産材の活用促進による地域経済の活性化 静岡地域材活用促進事業補助金 

6次産業化の推進等による新たな価値の創出 水産業振興事業、おらんとこのこれ一番事業 

政策２：産業・産地を担う人材・組織の育成を推進します 

施策 主な事業 

次世代を担うビジネス感覚豊かで多様な担い手の

育成・確保 

青年就農促進事業補助金 

農林水産業を成長産業にする新しい経営体の育成

支援 

農地中間管理事業費補助金 

経営規模の拡大を目指す農林業者の育成支援 農地流動化総合対策事業補助金、農地中間管理事業費補助金 

政策３：次世代へ自信を持って継承できる生産基盤の確保を推進します 

施策 主な事業 

効率的な農林業経営のための基盤整備 農道等新設改良事業費 

安心・安全な漁港・漁港海岸の整備 漁港施設機能強化事業費、海岸保全施設整備事業費 

既存の生産基盤の安定的な運用 林道整備事業費 

政策４：多彩な地域資源を磨きあげ、オクシズ等の地域の活力強化を推進します 

施策 主な事業 

地域資源を活かした新しい産業の創出 おらんとこのこれ一番事業、オクシズ在来作物活用事業 

地域資源を活かした交流の促進 農山村振興施設管理経費（中山間地域トイレ整備事業）、リ

バウェル井川管理運営経費 

安心・安全な地域環境の整備 野生鳥獣被害対策の推進 

豊かな農林水産資源保護の推進 多面的機能支払交付金 

（出典：「第 3次静岡市総合計画」より監査人が編集） 

（注）「主な事業」は、監査対象部局（経済局）が実施する事業のうち、事業内容及び規模等を考慮のうえ監査人が

選定して記載している。そのため、「主な事業」に該当がない場合は空欄としている。 
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３．監査対象部局及び施設について 

（１）監査対象部局概要 

監査対象部局は経済局であり、商工部と農林水産部で構成されている。商工部は、産

業政策課、産業振興課、商業労政課、清水港振興課、中央卸売市場の 5つであり、農林

水産部は、農業政策課、農地整備課、治山林道課、水産漁港課、中山間地振興課、経済

事務所の 6つである。 

 

＜商工部組織図＞        （平成 28 年 4月 1日時点） 

 

 

  

課　長 １人

調整係 ４人

企画係 ５人

新産業係 ７人

課　長 ２人

海洋産業イノベーション推進係 ４人（うち非常勤１人）

工業振興係 ６人（うち非常勤１人）

企業立地係 ８人（うち非常勤２人）

地場産業係 ４人

課　長 ２人

商業・まちなか活性化係 ９人（うち非常勤１人）

雇用労働政策係 ６人（うち非常勤１人）

課　長 １人

企画係 ５人（うち非常勤１人）

施設整備係 ５人（うち非常勤１人）

（株式会社清水銀行へ派遣） １人

市場長 １人※総務係長事務取扱

総務係 ４人（うち非常勤１人）

業務係 ７人（うち非常勤３人）

施設係 ４人

産業政策課　17人

産業振興課 24人

商工部 商業労政課 17人

清水港振興課 12人

中央卸売市場 16人
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＜農林水産部組織図＞        （平成 28 年 4月 1日時点） 

  

  

課　長 ２人

総務係 ７人（うち非常勤１人）

農業支援係 ９人（うち非常勤２人）

お茶のまち推進係 ７人

みかん・園芸・畜産係 ６人

課　長 １人

総務係 ５人（うち非常勤１人）

管理係 ７人（うち非常勤１、再任用１人）

農道水路係 ７人

農業集落排水係 ４人（うち非常勤２人）

課　長 １人

管理係 ８人（うち非常勤４人）

治山係 ５人

林道第1係 ４人

林道第2係 ５人

課　長 １人

しずまえ振興係 ４人

管理係 ３人（うち非常勤１人）

（広野海岸公園管理棟） ２人（うち非常勤２人）

漁港整備係 ４人
（宮城県気仙沼市産業部水産基盤整備課へ派遣） １人

課　長 １人

企画係 14人（うち非常勤８人）

施設運営係 ８人（うち非常勤２人）

森林・林業係 ５人

鳥獣対策係 ４人（うち非常勤１人）
（静岡県中部農林事務所森林整備課へ派遣） １人

所　長 １人

経済係 ６人（うち非常勤２人、再任用１人）

水産漁港課 15人

中山間地振興課 33人

経済事務所 ７人

農林水産部

農業政策課　31人

農地整備課 24人

治山林道課 23人
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事務分掌は以下のとおりである。 

 

商工部 

 

＜産業政策課＞ 

係名など 主な業務 

調整係 
局における政策立案の調整等に関すること、局内の連絡調整及びとり

まとめに関すること、局間の連絡調整に関することなどを扱う。 

企画係 各種経済団体との連絡・調整、中小企業の制度融資などを扱う。 

新産業係 中小企業の経営支援、新産業の育成、産学連携などを扱う。 

 

＜産業振興課＞ 

係名など 主な業務 

海洋産業イノベーション

推進係 

海洋産業クラスター協議会に関すること、静岡市ブランドに関するこ

と、ものづくり産業振興審議会に関することなどを扱う。 

工業振興係 

中小製造事業者向けの新商品開発、産業財産権出願、販路開拓、機械

設備設置等の支援、プラスチックモデルを核とした「ホビーのまち静

岡」の推進、（公財）静岡産業振興協会に関すること、産業振興基金

に関することなどを扱う。 

企業立地係 
企業の市内への新規進出や市内企業の規模拡大に対する助成、工場立

地法に関する届出などを扱う。 

地場産業係 

駿河竹千筋細工、漆器、蒔絵、家具、サンダル等の地場産業の振興、

静岡駅の駿府楽市特産品展示コーナー、駿河区丸子の体験施設「駿府

匠宿」に関することなどを扱う。 

 

＜商業労政課＞ 

係名など 主な業務 

商業・まちなか活性化係 
商業・商店街の振興、中心市街地（静岡地区・清水地区）の活性化に関

することなどを扱う。 

雇用労働政策係 雇用の促進、勤労者の福祉などを扱う。 

 

＜清水港振興課＞ 

係名など 主な業務 

企画係 清水港の賑わい創出、港湾の利用促進などを扱う。 

施設整備係 港湾関連施設の管理、港湾整備などを扱う。 
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＜中央卸売市場＞ 

係名など 主な業務 

総務係 予算・決算や財産の管理など、市場の運営に関係した業務を扱う。 

業務係 
市場内業者の指導・監督及び育成、市況の公表、市場見学の実施、市

場取引関係の業務を扱う。 

施設係 市場施設の整備及び維持管理などを扱う。 

 

農林水産部 

 

＜農業政策課＞ 

係名など 主な業務 

総務係 
農業振興地域整備計画の策定・森林組合・水産業協同組合への指導・検

査などを扱う。 

農業支援係 
認定農業者等担い手の育成、青年等の新規就農促進に関することなど

を扱う。 

お茶のまち推進係 茶の生産振興に関すること、茶文化振興に関することなどを扱う。 

みかん・園芸・畜産係 
果樹・そ菜・花き・畜産の振興に関すること、動物病院の開設に関す

ることなどを扱う。 

 

＜農地整備課＞ 

係名など 主な業務 

総務係 課の予算に関すること、農業用施設の占用に関することを扱う。 

管理係 土地改良事業に関すること、農業用施設の管理に関することを扱う。 

農道水路係 
農道や農業用水路の整備に関すること、農業用施設の災害復旧に関す

ることを扱う。 

農業集落排水係 
農業集落排水処理施設の維持管理、農業集落排水処理施設使用料に関

することを扱う。 

 

＜治山林道課＞ 

係名など 主な業務 

管理係 林道施設の維持管理、林道施設の使用や占用に関する許可などを扱う。 

治山係 
山地災害の防止と森林機能を維持する治山ダム等の設置工事、森林の

開発許可、保安林に係る届出・許可、松くい虫被害対策を扱う。 

林道第 1 係・第 2係 森林整備に必要な林道工事や林道の維持修繕を扱う。 
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＜水産漁港課＞ 

係名など 主な業務 

しずまえ振興係 
静岡市における水産業の振興及び水産物の消費拡大に関する業務を扱

う。 

管理係 
漁港区域内における漁港施設及び海岸保全施設の維持管理に関する業

務を扱う。 

漁港整備係 
用宗・由比・西倉沢漁港及び漁港海岸背後地の安全性向上のため、漁

港施設及び海岸保全施設等の整備を扱う。 

 

＜中山間地振興課＞  

係名など 主な業務 

企画係 中山間地の振興、都市と山村の交流に関することを扱う。 

施設運営係 地域振興施設の管理運営に関することを扱う。 

森林・林業係 
森林環境及び森林保全、市有林管理、林業の振興に関することを扱

う。 

鳥獣対策係 野生鳥獣被害対策に関することを扱う。 

 

＜経済事務所＞  

係名など 主な業務 

経済係 農林業施設の管理業務を扱う。 

 

  



22 

 

（２）経済局事業費について 

経済局事業費の状況は以下のとおりである。 

 

＜一般会計に対する経済局事業費の割合＞ （単位：千円） 

  一般会計歳出決算額 経済局歳出額 
一般会計に占める 

経済局歳出額の割合 

平成 26年度 273,667,037 7,317,634 2.7% 

平成 27年度 279,104,100 7,431,646 2.7% 

平成 28年度 279,011,646 6,024,728 2.2% 

 

＜経済局 各課における一般会計歳出額の内訳＞ （単位：千円） 

課名 平成 28年度 構成比 

産業政策課 682,844 11.3% 

産業振興課 1,002,685 16.6% 

商業労政課 399,773 6.6% 

清水港振興課 553,452 9.2% 

中央卸売市場 112,252 1.9% 

農業政策課 260,817 4.3% 

農地整備課 733,614 12.2% 

治山林道課 876,943 14.6% 

水産漁港課 472,121 7.8% 

中山間地振興課 930,223 15.4% 

経済局合計 6,024,728 100.0% 

 

＜特別会計歳出決算額＞ （単位：千円） 

  
中央卸売市場 

事業会計 

農業集落排水 

事業会計（※1） 

平成 26年度 694,694 543,996 

平成 27年度 1,024,564 248,819 

平成 28年度 765,338 245,387 

（※1）所管課は農地整備課である。 
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（３）視察対象施設一覧 

監査対象部局が所管する施設について、その具体的な事業及び施設の管理運営状況

を確認する観点から、施設規模、設置目的及び実施事業の内容等に着目して、以下を視

察対象に選定した。これらの施設に対し、関係法令、条例、規則、指定管理に関する協

定及び委託契約等に従った施設の使用状況、管理状況を検討するために必要と判断し

た質問、資料の閲覧及び現物の保管状況の確認などの手続を実施した。 

 

視察対象施設名 所在地 運営方法 
指定管理者 

又は委託事業者 
施設所管課 

静岡市清水産業・情

報プラザ 
清水区相生町 6-17 

指定管理者

制度 
静岡商工会議所 産業政策課 

静岡市工芸と歴史の

体験施設「駿府匠

宿」 

駿河区丸子 3240-1 
指定管理者

制度 
株式会社 駿府楽市 産業振興課 

東部勤労者福祉セン

ター 
清水区島崎町 223 

指定管理者

制度 

清水テルサ管理運営

共同事業体 
商業労政課 

港湾会館清水日の出

センター 

清水区日の出町 9-

25 

指定管理者

制度 

清水港振興グループ 

代表 清水港振興株

式会社 

清水港振興課 

静岡市中央卸売市場 
葵区流通センター

1-1 
直営 - 中央卸売市場 

用宗漁港施設 
駿河区広野海岸通

1 

指定管理者

制度 
清水漁業協同組合 水産漁港課 

林業センター 葵区千代 538-11 業務委託 静岡市森林組合 中山間地振興課 

（注）平成 29年 4月 1日時点 

 

また、清水港客船誘致の推進（清水港振興課）に係る事業の実施状況を確認するため、

客船寄港日に清水港日の出埠頭の視察を行った。 
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第３章 監査の結果及び意見 

Ⅰ．産業政策課 
１．事務事業の概要 

産業政策課は、市の産業の活性化を図ることを目的に、産業振興政策の企画調整、中

小企業の経営支援、新産業の育成、産学官の連携など、以下の事業を実施している。監

査に当たっては、特に財務事務の適正な執行の観点から各種事業の実施状況に加え、施

設及び財産管理状況に着目した。 

 

＜産業政策課 一般会計＞                               （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

中小企業融資制度

事業（利子・保証料

補給事業） 

市内の中小企業者が経営上必

要な資金を円滑に調達できる

よう、支援を実施する。 

中小企業者が経営上必要な資

金について金融機関からの融

資を受ける際、利子及び保証料

の一部を助成する。 

395,125 159,630 

清水産業・情報プラ

ザ管理運営事業 

創業者の育成、産学連携を通じ

た産業振興を図るとともに、情

報通信網を活用した市民生活

の利便向上を図る。 

①施設の維持管理 

②創業者育成室の運営 

③産学官講演会、情報化講演会

等の実施 

④製造現場改善支援事業 

77,744 77,291 

文化・クリエイティ

ブ産業振興センタ

ー管理運営事業 

文化・クリエイティブ産業の活

性化を通じ、新産業の創出や地

域の賑わいづくりを行う。 

①施設の管理・運営 

②セミナー、展示会等によるク

リエーター支援 

③産業界とクリエーターとの

連携づくり 

④立地を活かした地域の賑わ

いづくり 

84,072 80,249 

世界にはばたくク

リエーター支援事

業 

クリエーターの創作意欲を高

めるため、海外展示会等への出

展や、海外での創作活動を支援

し、クリエイティブ産業の創出

につなげる。 

海外等展示会への出展者に対

する補助金交付事務 

1,500 98 

ＳＯＨＯしずおか

運営費補助金 

起業家精神あふれる人材の発

掘及び育成を行い、「日本で一

番創業しやすいまち」の実現を

図る。 

SOHO 推進協議会への補助金交

付事務 
18,500 17,500 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

産学交流センター

管理運営事業 

大学等研究機関との連携によ

り、創業希望者、中小企業等の

創造的な事業活動を支援し、次

世代を担う産業人材の育成を

図る。 

①施設の維持管理 

②マーケティング支援講座の実

施 

③おみやプロジェクトの実施 

④地域課題に係る産学共同研究

事業の実施 

122,332 120,528 

こどもクリエイテ

ィブタウン管理運

営事業 

こどもたちを対象にした仕事

体験やものづくり体験を通じ

て、自主性や創造性を育み、社

会・経済の仕組みや地域産業を

学ぶ。 

①講座形式のものづくり体験等 

②模擬店舗形式での仕事体験等 

③商店街、企業との連携による

仕事体験等 

107,746 107,742 

戦略産業推進事業 

産業振興プランに基づき、市内

経済の活性化と雇用の創出を

図る。 

①産業振興プランの進捗管理 

②戦略産業振興プラットフォー

ムの推進 

2,920 930 

ＣＳＲ活動表彰事

業 

事業活動の維持拡大と社会的

健全性のある経営を実践する

中小企業を表彰することで、当

該企業の企業価値の向上、経営

基盤や競争力の強化を図る。 

CSR 経営に積極的に取り組み、

一定要件や評価基準を満たす市

内中小企業を表彰する。 1,371 1,149 

産学官連携推進事

業（お茶漬けプロジ

ェクト） 

お茶漬けの聖地化を図ること

により、茶の振興・地域活性化

につなげる。 

お茶漬けプロジェクトの推進 

3,050 1,884 

エネルギー関連産

業立地促進事業 

清水港周辺へのエネルギー関

連産業の立地促進を図る。 

LNG 冷熱の利活用意向ヒアリン

グの実施 
2,500 150 

健康・食品産業クラ

スター形成事業（フ

ーズ・サイエンスヒ

ルズプロジェクト） 

産学連携による機能性食品の

開発等を通じ、食品関連産業の

振興と集積を図る。 

①（公財）静岡県産業振興財団

への負担金交付 

②担当者会議への参加 
2,000 2,000 

健康・食品産業クラ

スター形成事業（地

域結集型研究開発

プログラム地域事

業化） 

地域産学官の連携により、開発

された新世代茶系飲料・素材の

事業化を目指す。 

①（公財）静岡県産業振興財団

への負担金交付 

②定例会への参加 5,680 5,680 

その他の事業 － － 118,360 108,013 

産業政策課合計 942,900 682,844 
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２．第 2次静岡市産業振興プランの推進 

（１）第 2 次静岡市産業振興プランの推進に係る行動と目標 

振興プランの推進に当たっては、①産業振興に携わる職員の能力向上、②産業振興に

係る知識やノウハウの組織的な蓄積、③商工会議所や商工会、県中小企業団体中央会等

の産業支援組織との連携を強化などの取組みにより、産業支援機能の向上に努めるこ

ととしている。振興プランの推進に係る具体的な行動と目標は以下のとおりである。 

 

＜推進に係る行動と目標＞ 

行動 目標 

企業訪問の実施 年間 10社/人（最低目標） 

講習会等への参加回数 年間 4回/人（複数日の場合は 1日＝1 回） 

所管する経済団体との 

情報交換会等の実施 
年間 2回/課 

（出典：「第 2次静岡市産業振興プラン」） 

 

この目標について、振興プラン推進における事務局である産業政策課に平成 28 年度

の実績値の提出を求めたところ、回答は以下のとおりである。 

 

・企業訪問の実施：職員 1 人あたり約 19 件 

・講習会等への参加回数：職員 1人あたり約 1.2回（※1） 

・情報交換会等の実施：1課あたり 4.5回（※2） 

 

（※1）把握できる数字についてです。職員の参加状況等について、商工部全体で一括して管理・把

握をしていない状況のため、実際にはさらに多くの出席があると思われます。 

（※2）実際には、産業振興プラットフォームの振興等、何度も情報交換や協議を行う機会がありま

すので、実数はさらに多くなると思われます。 

 

（指摘事項 1）目標に対する実績値の把握について 

第 2 次静岡市産業振興プランの推進に係る行動と目標である「講習会等への参加回

数」と「所管する経済団体との情報交換会等の実施」について、実績値の把握が十分に

できていなかった。 

この目標は、職員の知識や能力を高めること及び関係団体との連携を強化すること

により産業支援機能の向上を図るものであり、振興プランの推進に当たって基礎とな

る重要なものである。しかし、実績値の把握が正確にできない場合、目標の達成度合い

を正確に測定できず目標が形骸化してしまうおそれがある。 

したがって、目標に対する実績値の集計方法をあらかじめ定め、把握できる体制を整

えておくことが必要である。 
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３．中小企業融資制度事業（利子・保証料補給事業） 

 

事務事業名 中小企業融資制度事業（利子・保証料補給事業） 

事業目的 市内の中小企業者が経営上必要な資金を円滑に調達できるよう、支援を実施する。 

事業内容 中小企業者が経営上必要な資金について金融機関からの融資を受ける際、利子及

び保証料の一部を助成する。 

事業予算 395,125 千円 

決算額 159,630 千円 

 

（１）中小企業融資制度の概要 

市では、地域を支える中小企業への支援の一環で、資金面からの支援として市内の中

小企業者が経営上必要な資金を円滑に調達できるように種々の融資制度を設けている。 

本制度は、市・金融機関・信用保証協会が協力して実施するものであり、制度融資に

対する利子の一部を補給することで、中小企業者が低利率の融資を受けられるように

するものである。これにより、中小企業者の積極的な営業活動や設備投資の一助とな

る。 

また、平成 28年度からは、利子補給に加えて保証料の補助を開始している。これは、

原則として融資に係る保証料の 25％を市が補助するものである。ただし、特定の市制

度に係る被表彰者等は、一定の期間内であれば 75％の補助を受けることができる。 
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（２）資金別の利用状況 

直近 3年度分における資金別の利子補給額の推移は以下のとおりである。 

 

＜利子補給額の推移＞ （単位：千円） 

制度名 平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 前年度比 

小口資金 2,950 2,288 1,814 △473 

短期経営改善資金 6,014 5,130 4,529 △600 

高度化資金 170 77 10 △67 

産業振興資金 152,733 120,506 95,840 △24,666 

創業支援資金 630 831 868 36 

景気変動対策資金 34,631 27,027 20,164 △6,862 

小規模事業者経営改善資金 13,021 14,712 15,585 873 

災害対策資金 32,170 16,208 3,199 △13,008 

中小企業災害対策資金 15,078 12,226 9,509 △2,716 

経営力強化支援資金 - - - - 

事業承継支援資金 233 207 181 △26 

設備投資強化資金 289 711 1,206 494 

合計（※） 257,924 199,928 152,910 △47,017 

（※）保証料補助額を含めていないため、平成 28年度の合計金額は前頁の決算額と一致しない。 

 

年々、制度全体の利用が減少していることがわかる。資金別にみると、「景気変動対

策資金」、「災害対策資金」、「中小企業災害対策資金」及び「産業振興資金」の減少が大

きい。このうち前三者はリーマン・ショックや東日本大震災といった特別な事態に対す

る対策であるため、返済による融資残高の減少とともに利子補給額も減少している。他

方、「産業振興資金」はこのような特別な事情のない資金であり、その減少は純粋な制

度利用の減少を表しているといえる。低金利化が進み、市の制度を利用しない融資が増

えたことがその主な要因である。 

また、利子補給額全体に占めるそれぞれの資金の割合をみると、「産業振興資金」の

利用が過半を占めており、一方で「高度化資金」、「経営力強化支援資金」、「事業承継支

援資金」については利用度が特に低くなっている。これらの資金について、以下にその

概要を示す。 
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＜産業振興資金＞ 

融資（利子補給）対象者 ・資本の額若しくは出資の総額が 3億円（小売、サービス業は

5,000万円、卸売業は 1億円）以下、又は、従業員数 300人（小

売は 50人、卸売、サービス業は 100人）以下の中小企業者（組

合、医療法人等は除く） 

・市内に事務所、又は事業所を有し 1年以上同一事業を営んで

いること。 

・納期の到来した市民税を完納していること。 

資金使途 運転資金・設備資金 

※運転資金でのみ借換可 

融資額 3,000万円以内 

融資期間及び返済方法 7年以内 

（1年以内据置可能） 

元金均等月賦返済 

利率 年 1.5%（基準金利：年 2.07%、市利子補給率：0.57%） 

融資額に対する保証料率 0.12～1.43%（保証協会の定めによる） 

（出典：「静岡市中小企業融資制度のご案内」より監査人が編集） 

 

他の資金と比較して融資（利子補給）対象者に特別な要件が設けられておらず、利用

しやすい資金であることから利用度が高くなっている。 

「産業振興資金」の趣旨は以下のとおりである。 

 

＜静岡市産業振興資金利子補給金交付要綱（抜粋）＞ 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、中小企業者の資金調達を支援し、もって市内の中小企業者の健全な育成に寄与

するため、中小企業者に対して事業に必要な資金の融資を行う取扱金融機関に対して、予算の範囲

内において利子補給金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成

15年静岡市規則第 44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 
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＜高度化資金＞ 

融資（利子補給）対象者 市内中小企業等協同組合又はその組合員であること。（中小企

業団体の組織に関する法律第 3条第 1項に規定する事業協同組

合、企業組合、協業組合及び商工組合、又は商店街振興組合法

に基づく商店街振興組合） 

資金使途 運転資金・設備資金 

融資額 組合：1億円以内 

転貸資金：1 億円以内 

組合員：2,000万円以内 

融資期間及び返済方法 短期資金：1 年以内 

長期資金：7 年以内 

一時払い又は元金均等月賦返済 

（1年以内据置可能） 

利率 組合貸 

 短期 1.7% 長期 1.8% 

組合員貸 

 短期 1.9% 長期 2.0% 

（市利子補給後） 

融資額に対する保証料率 保証付融資の場合は、保証協会の定めによる 

（出典：「静岡市中小企業融資制度のご案内」より監査人が編集） 

 

「高度化資金」は、工業団地における設備投資需要が落ちついてきたことにより年々

利用が減少し、平成 21 年度末に約 9 億円あった融資残高は平成 28 年度末にはゼロに

なっている。 

当該資金の趣旨は以下のとおりである。 

 

＜静岡市中小企業高度化資金融資制度要綱（抜粋）＞ 

（趣旨） 

第 1 条 この制度は、静岡市における中小企業の事業運転資金並びに事業の共同化又は設備の合理

化に要する資金を融資することにより、事業の円滑化、経営の合理化及び中小企業構造の高度化に

寄与することを目的とし、当該中小企業者に対する融資のあっせん及びその資金の融資に対し、予

算の範囲内において利子補給を行うものとし、その実施については、静岡市補助金等交付規則（平

成 15年静岡市規則第 44号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 

  



31 

 

＜経営力強化支援資金＞ 

融資（利子補給）対象者 ・資本の額若しくは出資の総額が 3億円（小売、サービス業は

5,000万円、卸売業は 1億円）以下、又は、従業員数 300人（小

売は 50人、卸売、サービス業は 100人）以下の中小企業者（組

合、医療法人等は除く） 

・市内に事務所、又は事業所を有し 1年以上同一事業を営んで

いること。 

・納期の到来した市民税を完納していること。 

・金融機関及び「認定経営革新等支援機関」の支援を受けつつ、

自ら事業計画を策定並びに計画の実行と進捗の報告を行うこ

と。 

資金使途 運転資金・設備資金 

※借換資金（小口、産業、景気変動、創業、災害対策、経営力

強化のみ） 

融資額 8,000万円以内 

融資期間及び返済方法 運転資金：5 年以内、設備資金：7年以内、 

借換資金：10年以内 

（1年以内据置可能） 

元金均等月賦返済 

利率 年 1.5%（基準金利：年 2.07%、市利子補給率：0.57%） 

融資額に対する保証料率 経営力強化保証のみ対応 

責任共有対象 0.12～1.32%、責任共有対象外 0.13～1.5% 

（保証協会の定めによる） 

（出典：「静岡市中小企業融資制度のご案内」より監査人が編集） 

 

「経営力強化支援資金」は、「中小企業経営力強化支援法」に対応して平成 25年度に

開始している。保証協会に対する事業計画の提出や実行報告が煩雑なこともあり、制度

開始当初から利用実績はゼロである。 

当該資金の趣旨は以下のとおりである。 

 

＜静岡市経営力強化支援資金利子補給金交付要綱（抜粋）＞ 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、市内の中小企業者の経営力を強化する取組を支援し、もって本市経済の活性化

と活力の維持を図ることを目的として、経営改善に取り組む中小企業者に融資を行う取扱金融機関

に対し、予算の範囲内において利子補給金を交付する制度（以下「経営力強化支援資金融資制度」

という。）を創設するものとし、その利子補給金の交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成

15年静岡市規則第 44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 
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＜事業承継支援資金＞ 

融資（利子補給）対象者 ・資本の額若しくは出資の総額が 3億円（小売、サービス業は

5,000万円、卸売業は 1億円）以下、又は、従業員数 300人（小

売は 50人、卸売、サービス業は 100人）以下の中小企業者（組

合、医療法人等は除く） 

・市内に事務所、又は事業所を有し、事業を営んでいること。 

◎上記の条件を満たした中小企業者が「静岡県事業引継ぎ支援

センター」又は「認定経営革新等支援機関」の支援を受けて事

業を譲渡する予定であること、又は、その事業を譲り受け、引

き続き市内において事業を営むこと（市内に本店を置き事業を

営む者が、市外で事業を営む者から事業を譲り受ける場合も含

む（ただし、貸付期間内に本社機能を移転する場合は利子補給

を終了する。））。 

・納期の到来した市民税を完納していること。 

※事業承継の契約締結後 5年までを対象とする。 

資金使途 事業承継に係る資金 

融資額 3,000万円以内 

融資期間及び返済方法 10年以内 

（1年以内据置可能） 

元金均等月賦返済 

利率 年 1.1%（基準金利：年 1.97%、市利子補給率：0.87%） 

融資額に対する保証料率 0.12～1.43%（保証協会の定めによる） 

（出典：「静岡市中小企業融資制度のご案内」より監査人が編集） 

 

「事業承継支援資金」は、平成 25 年度から 28 年度まで融資件数 1 件のみの状況が

続いている。利用が少ない原因としては、保証付融資のみを対象としておりプロパー融

資（※）に対応していなかったため、利用しにくかったという点が挙げられる。 

当該資金の趣旨は以下のとおりである。 

（※）信用保証協会の保証を受けず、直接金融機関から受ける融資のこと。 

 

＜静岡市事業承継支援資金利子補給金交付要綱（抜粋）＞ 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、中小企業の経営資源の有効活用を支援し、もって本市経済の活性化と活力の維

持を図るため、市内の中小企業者が事業を継承する際、事業上必要な資金の融資を行う取扱金融機

関に対し予算の範囲内において利子補給金を交付する制度（以下「事業承継支援資金融資制度」と

いう。）を創設するものとし、その利子補給金の交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成 15

年静岡市規則第 44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 
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これらの利用者数が少ない資金について、市としての今後の対応方針を所管課に質

問したところ、回答は以下のとおりである。 

 

高度化資金 

組合貸に対応した主な制度であることから、中小企業団体中央会から制度を残して

いてほしいという意見を聞き取っており、廃止については慎重に検討しなければいけ

ないと考えています。 

経営力強化支援資金 

県制度で同様の対応メニューができたことから、静岡市のメニューとしては廃止も

選択肢として検討しているところです。 

事業承継支援資金 

国の方針により、経営者の高齢化で廃業の集中が見込まれる平成 29年以降の 5年間

を事業承継支援施策の集中実施期間として、経営者へ事業承継を促す取組みを行うこ

とを受け、制度廃止ではなく利用促進のための改正の方向で検討しております。 

 

（監査意見 1）利子補給の資金種類の見直しについて 

利子補給制度における各資金の利用状況をみると、その利用度には大きな差がみら

れる。特に「高度化資金」、「経営力強化支援資金」、「事業承継支援資金」については、

過年度から利用が全くない又は利用度が著しく低い状況が続いている。 

これら利用の少ない資金については、その趣旨が十分に達成できていない、趣旨設定

に誤りがあった、または利用者の現在のニーズに合致していないという可能性がある。

その場合、事業の有効性及び効率性の観点からは、より効果の高い資金に支援を集中す

ることが望ましい。「経営力強化支援資金」及び「事業承継支援資金」については今後

の対応方針まで検討が進んでいるが、「高度化資金」についても事業の有効性及び効率

性等の観点から検討を行い、今後の対応方針を定めることが望ましい。 

また、「産業振興資金」等の利用減少がみられる現状において、市の支援が十分に行

き届いているのかについて、つまり、中小企業者の円滑な資金調達の支援という当該制

度の目的や趣旨が十分に達成できているかについて、適時に注意深く分析を行うこと

が望ましい。 
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（３）利子補給金交付要綱の記載誤り 

以下は、「設備投資強化資金」に係る利子補給金交付要綱の抜粋である。 

 

＜静岡市設備投資強化資金利子補給金交付要綱（抜粋）＞ 

第４条 利子補給金の交付の対象となる融資（以下「交付対象融資」という。）は、次に掲げる要

件の全てを満たすものとする。 

（１）次のア又はイのいずれかに該当する設備を、市内の事業所、工場等に導入する事業に係る

資金の融資であること。 

ア 別表に掲げる設備であって、次のいずれかの要件を満たすもの 

（ア）新製品・新商品の開発及び生産に使用されるものであること。 

（イ）従業員１人当たりの年間生産（取扱）量又は年間生産（取扱）額が 10パーセント以上向上

することが見込まれるものであること。 

イ 市長の承認を受けた事業高度化計画（企業立地の促進等による地域における産業集積の形成

及び活性化に関する法律（平成 19 年法律第 40 号）第 16 条第１項の事業高度化計画をいう。以下

同じ。）に基づき導入する設備 

（２）融資の限度額が、5,000万円以下であること。 

（３）貸付利率が、次に掲げるものであること。 

ア 第１号ア及びイに掲げるものの貸付利率は、年 1.3パーセントとすること。 

イ 第１号ウに掲げるものの貸付利率は、年 1.0 パーセントとすること。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

上記交付要綱の下線部分について、第 1 号ア、イ及びウを参照しているが、第 1 号

にはア及びイの記載しかなく、条文参照の記載が誤っていた。 

正しくは以下のとおりである。同様の条文参照の記載誤りが第 4 条第 7 号及び第 5

条においてもみられた。 

 

ア 第１号アに掲げるものの貸付利率は、年 1.3 パーセントとすること。 

イ 第１号イに掲げるものの貸付利率は、年 1.0 パーセントとすること。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

（指摘事項 2）利子補給金交付要綱の記載誤りについて 

「設備投資強化資金」の利子補給金交付要綱について、記載誤りが複数箇所でみられ

た。利子補給金の交付に当たって、従うべきルールを定めたものが交付要綱である。こ

の記載に誤りがあった場合、交付の判断を誤るおそれがある。また、交付要綱は市ホー

ムページでも公表されている。このように重要な位置づけにある交付要綱に記載誤り

があることは望ましくない。したがって、正確な記載を行うことが必要である。 
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４．清水産業・情報プラザ管理運営事業 

 

事務事業名 清水産業・情報プラザ管理運営事業 

事業目的 創業者の育成、産学連携を通じた産業振興を図るとともに、情報通信網を

活用した市民生活の利便向上を図る。 

事業内容 ①施設の維持管理 

②創業者育成室の運営 

③産学官講演会、情報化講演会等の実施 

④製造現場改善支援事業 

事業予算 77,744 千円 

決算額 77,291 千円 

 

静岡市清水産業・情報プラザは、産業の高度化、創業者の育成、新たな事業分野の開

拓等を通じて産業の振興を図るとともに、情報通信網を活用して市民生活の利便の向

上を図るため設置した施設である。 

中小企業の情報技術導入や経営診断を受けるための相談窓口を開設している。また、

32室の創業者育成室を有し、社内ベンチャーの起業化、創業者の育成等を行っている。 

 

＜施設概要＞ 

所在地 清水区相生町 6-17 

設置条例 静岡市清水産業・情報プラザ条例 

運営形態 指定管理者 

指定管理者 静岡商工会議所 

 

（１）創業者育成室の運営 

起業家、創業者の育成を通じて産業の振興を図るため、完全個室型の創業者育成室

32室が整備されている。その概要は以下のとおりである。 

 

＜創業者育成室の概要＞ 

設備等 完全個室型、空調（冷暖房）個別対応、電気設備（30A）、インターネット LAN

回線、24時間使用可能なセキュリティ体制 

1室あたりの面積 8.13㎡～18.79㎡ 

支援サービス内容 ①相談・打合せコーナー、図書室等の施設利用、②創業、経営相談業務、③IT

化支援、④交流支援、⑤販路支援 

応募資格 ・創業計画中の方または創業 5年以内の方 

・新分野への事業進出を予定されている方 
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入居期間 ・1 年間 

・1 年ごとの経営審査により最長 3年（原則） 

入居者の費用 ・家賃  1㎡につき 1,540円/月 

・駐車場 8,220円（3F） 9,250円（2F）/月 

・電気料 利用者実費負担 

・その他入居者が負担しなければならないと認められる費用 

審査 入居審査会による書類及び面接審査 

・審査基準 

①経営力（事業計画、資金計画等）、②技術力（職歴、特許、資格、受賞歴等）、

③人物（事業意欲）、④その他入居審査に必要な事項 

 

＜入居者数の推移＞ 

年度 新規入居室数 退去室数 
利用室数 

（年度末時点） 
入居率 

平成 24年度 12 13 23 71.9% 

平成 25年度 16 10 29 90.6% 

平成 26年度 10 7 32 100.0% 

平成 27年度 7 18 21 65.6% 

平成 28年度 8 13 16 50.0% 

 

平成 26 年度末に 100.0%であった入居率は、平成 28 年度末には 50.0%まで減少して

いる。これは、平成 24 年度から 26 年度にかけて新規入居室数が多くなっており、そ

の結果として平成 27年度以降に入居期間が満了して退去する創業者が増えたためであ

る。 

平成 29 年度においては、平成 29 年 11 月 7 日までで新規入居 3 室、退去 4 室であ

り、利用室数 15室、利用率は 46.9%となり、利用率がさらに低下している。 

このような状況のなか、市は平成 28年度事業評価において当該事業を以下のとおり

S評価としている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

①創業者育成室に

入居した新規創業

者数 

②製造現場改善支

援事業実施者数 

①7者 

②8者 

①8者 

②12 者 
S 

創業者育成室への新規創業者数が 8 者、

製造現場改善支援事業の実施者数ともに

目標を上回った。 
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創業者育成室の運営に係る指標①の目標値（年度）の 7者については、新陳代謝を踏

まえ新規創業者の入居と退去者と入替を随時行えるよう入居率 85%（27 部屋）を目標

として設定されたものである。 

 

（指摘事項 3）適切な事業評価の実施について 

創業者育成室の運営に係る指標として新規入居者数が設定され、実績値が目標値を

上回ったことをもって S 評価としている。目標値である新規入居者数は、入居率 85%を

設定根拠としているが、平成 27年度及び 28 年度は 85%を下回る状況が続いており、今

後当該施設から巣立っていく創業者数が減少することは明らかである。この現状は、当

該事業の目的の一つである「創業者の育成を通じた産業振興」という点からすれば望ま

しいものではない。 

したがって、入居率等の指標を追加で設定したうえで適切な事業評価を行い、入居率

向上のための施策に繋げていく必要がある。 

 

（２）創業者育成室の入居期間 

入居期間についての条例上の定めは以下のとおりである。 

＜静岡市清水産業・情報プラザ条例（抜粋）＞ 

(利用の許可の期間) 

第 7条 プラザの施設のうち創業者育成室の利用の許可の期間は、1年以内とする。 

2 前項の期間は、利用しようとする者の申請に基づき、当該創業者育成室の利用を開始した日か

ら起算して 3年を超えない範囲内において更新することができる。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めるときは、3年を超えて更新することができる。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

上記条例の下線部分のとおり、入居期間の例外として 3 年を超えて更新することが

できるとされている。過去には不況による売上の急激な減少により 3 年を超えて入居

した事例が 1件あった。 

 

（監査意見 2）創業者育成室の入居期間について 

創業者育成室の入居期間は、1年ごとに入居審査会による経営審査を行い、原則 3年

を超えない範囲内と定められており、過去、例外的に 3 年を超えて入居したのは 1 件

のみである。 

この点、創業者たる入居者が行う事業内容、成長段階はまちまちであり、創業支援が

必要となる期間もそれに応じてまちまちであると考えられる。 

そのため、事業内容、成長段階に適合するよう入居期間に柔軟性を持たせることを検

討することが望ましい。 

ここで、入居審査会は、入居者の経営力（事業計画・資金計画等）、技術力（特許・
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資格等）、人物（事業意欲）などについて審査しているため、その知見を活用すること

が考えられる。 

 

（３）静岡市清水産業・情報プラザ使用料徴収事務業務 

本施設は、指定管理者である静岡商工会議所が管理を行っているが、施設の使用料に

ついては利用料金制（※）を採用していないため、使用料収入は市の歳入となる。よっ

て、指定管理者としての業務とは別に使用料徴収事務業務として委託契約を締結し、施

設で収受した使用料を市に納付することとしている。 

（※）公の施設の利用に係る料金について、市の歳入とせずにその指定管理者の収入として収受さ

せる制度（地方自治法第 244条の 2第 8項）。 

 

① 使用料の納付遅れ 

当該委託契約の仕様書には、使用料の市への納付について以下のとおり定められて

いる。 

 

＜仕様書（抜粋）＞ 

５ 留意事項 

（１）現金の管理 

ア 施設閉館後、申請書と現金を照合のうえ集計し、金庫等を利用して安全に保管し、その翌日

（翌日が休館日の場合はその翌日）正午までに、静岡市の定めた様式の納付書を使用して、静岡市

指定金融機関に払い込むこと。ただし、指定金融機関が休業の場合はその翌日とする。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

また、市会計規則における収納金の処理についての定めは以下のとおりである。 

 

＜静岡市会計規則（抜粋）＞ 

(収納金の処理) 

第 123条 （中略） 

4 区会計管理者又は現金出納員等は、収納金を収入済証拠書類による払込書(納入通知書が提出

された場合にあっては、領収証書控欄及び領収済通知書欄を添えて)により、即日又は翌日指定金

融機関等に払い込まなければならない。ただし、やむを得ない理由で会計管理者の承認を得たとき

は、この限りでない。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 (受託者の事務処理) 

第 33 条 受託者は、受託した事務を処理する場合は、現金出納員の出納金の処理の例により行わ

なければならない。ただし、市長が特別の理由があると認める者の事務処理は、市長が別に定める。 
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以上より、当該業務の受託者は、仕様書及び市会計規則に従い、原則として使用料を

徴収した日の翌日正午までに市に納付する必要がある（ただし、翌日が休館日の場合や

指定金融機関が休業の場合はその翌日となる。）。 

この点、受託者が作成して市に提出されている「出納金受払簿（平成 28年度）」を閲

覧したところ、期日より遅れて納付されているものが散見された。 

 

（指摘事項 4）使用料の市への納付遅れについて 

静岡市清水産業・情報プラザの使用料に関する市への納付について、使用料徴収事務

業務の仕様書及び市会計規則で定められた期日までになされていない事例が散見され

た。 

徴収した使用料は市の歳入となる公金であり、現金の紛失などのリスクを低減する

ためにも、定められた期日までに納付がなされるよう、市は適切な指導及び監督をして

いくことが必要である。 

 

② 契約書への印紙の貼付漏れ 

契約書への印紙の貼付の要否及び印紙税額は、印紙税法の規定に基づいて判断する。 

本契約書は、「請負に関する契約書」に該当し、印紙の貼付が必要であるが、印紙は

貼付されていなかった。 

 

（指摘事項 5）契約書への印紙の貼付漏れについて 

静岡市清水産業・情報プラザにおける使用料徴収事務業務の委託契約書に印紙の貼

付が漏れていた。契約書に不備がないようにするため、印紙税法に規定されたとおりに

印紙を貼付するよう周知徹底する必要がある。 

 

（４）施設における備品の管理 

施設への訪問時、備品台帳に登録されている備品に適切にシールを貼付して現物管

理しているかについて確認したところ、パソコン 1点及びモニター1 点に備品シールが

貼付されていないことを発見した。 

 

（指摘事項 6）備品シールの貼付漏れについて 

静岡市清水産業・情報プラザにおいて備品シールが貼付されていない備品があった。

備品台帳に登録されている備品は、台帳との対応関係が明確となるように備品シール

を貼付するなどの方法により現物管理することが必要である。 
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５．世界にはばたくクリエーター支援事業 

 

事務事業名 世界にはばたくクリエーター支援事業 

事業目的 クリエーターの創作意欲を高めるため、海外展示会等への出展や、海外で

の創作活動を支援し、クリエイティブ産業の創出につなげる。 

事業内容 海外等展示会への出展者に対する補助金交付事務 

事業予算 1,500千円 

決算額 98 千円 

 

世界にはばたくクリエーター支援事業は、「静岡市クリエーター活動支援補助金」及

び「静岡市海外クリエーター活動支援補助金」の二つの補助金からなる。いずれも、市

内クリエーターの創作意欲を高めることを目的として、以下の補助事業に係る経費の

一部を補助するものである。 

 

＜静岡市クリエーター活動支援補助金交付要綱（抜粋）＞ 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となるもの（以下「補助対象者」という。）は、静岡市内に活動拠点を

置くクリエーターで、市長が必要があると認めるものとする。 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助事業」という。)は、全国的な規模（外国で開催

されるものを含む。）の展覧会等に出展する事業で、市長が必要があると認めるものとする。 

 

＜静岡市海外クリエーター活動支援補助金交付要綱（抜粋）＞ 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、静岡市内に活動拠点を置

くクリエーターで、市長が別に定める方法（※1）により選考するものとする。 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市長が別に定める海外で

の創作活動（※2）とする。 

（※1）市長が別に定める方法とは、「海外滞在に支障のない語学力を持つこと」等の条件を満たすかどうかにつ

いて審査することをいう。 

（※2）市長が別に定める海外での創作活動とは、クリエーターが創作活動や作品発表を行うことができる施設等

での滞在制作（3カ月以内）のことをいう。 
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（１）事業評価における目標設定と効果測定 

＜世界にはばたくクリエーター支援事業の実施状況＞ 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

予算 1,500千円 1,500千円 1,500千円 

決算 200千円 145千円 99千円 

補助金利用者数 1 名 1名 1 名 

予算執行率 13.3% 9.7% 6.6% 

過去 3 年度において、補助金利用者数はいずれも 1 名に留まっており、予算執行率

も低水準となっている。これは、当該制度の利用者数が見込みよりも少ないことを表し

ており、市も今後の課題として「さらなる利用率の向上のため、積極的な PRをしてい

く。」ことを挙げている。 

一方で、市は平成 28年度事業評価において当該事業を以下のとおり A 評価としてい

る。 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

①出展における商

談者数 

②市内での発表会

件数 

①5 者/回 

②1件 

①35者/回 

②1件 
A 

制度の周知を図ったことにより、①につ

いては目標値を上回り、②については目

標値どおりとなった。 

①の指標は、展示会等への出展により補助金利用者が商談を行った相手の人数であ

る。商談により、販路拡大につながるだけでなく、新商品の開発にも発展し、産業の発

展に結びつくため、指標として設定している。 

②の指標は、補助金利用者が市内での発表会に参加した件数である。創作活動で得た

技術やセンスを持ち帰り、スキルを市内に発信していくことが産業の発展につながる

ため、指標として設定している。 

①、②の指標はいずれも補助金利用者の活動が効果的に行われているかに係るもの

であり、補助金利用者数が低調である現状は総合評価結果に反映されていない。 

 

（指摘事項 7）適切な事業評価の実施について 

世界にはばたくクリエーター支援事業においては、補助金利用者の活動が効果的に

行われているかについて指標を設定し、達成できたことをもって A 評価としている。

しかし、過去 3 年度において補助金利用者数がいずれも 1 名のみであり、予算執行率

も低調である現状では、「クリエイティブ産業の創出につなげる」という当該事業の目

的を十分に達成できているとは考えられない。 

したがって、補助金利用者数等の指標を追加で設定したうえで適切な事業評価を行

い、利用率向上のための施策につなげていく必要がある。  
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Ⅱ．産業振興課 
１．事務事業の概要 

産業振興課は、海洋分野に係る産業クラスターの形成の推進、工業の振興、企業の立

地環境の整備、企業の誘致及び留置、地場産業の振興、伝統工芸産業の振興に関する以

下の事業を実施している。監査に当たっては、振興プラン等における産業振興の方向性

や分野別の政策目標等の観点から、戦略産業分野の推進、企業立地促進、地場産業等の

振興に係る事務事業について特に着目した。 

 

＜産業振興課 一般会計＞                             （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

静岡市ブランド認

証事業 

認証品を広く PRし、市の認知度

を高めシティプロモーションを

推進するとともに、認証品の販

路開拓支援を実施し、もって市

経済の振興及び活性化を図る。 

市内及び首都圏等における販路

開拓及び認証品の PR 

2,717 1,762 

海洋産業クラスタ

ー創造事業 

平成 28 年 5 月に設立した「静

岡市海洋産業クラスター協議

会」を実施主体とし、海洋・水

産関連産業分野における新事業

創出及び既存事業の高度化を目

指した活動を実施する。 

①情報発信事業（シンポジウム

開催、ウェブサイト開設） 

②産学マッチング支援事業（ア

ドバイザー設置など） 

③人材育成事業（セミナー開催） 

④事業化研究事業（事業化研究

プロジェクト実施など） 

26,568 

（44,000） 

（※） 

62,260 

大規模展示会出展

等事業補助金 

市内中小製造事業者の積極的な

展示会出展を促し、製品の販路

開拓による地域経済の活性化を

図る。 

国内外で開催される大規模な展

示会への出展小間料及び会場借

上料を助成する。 
13,900 13,900 

事業高度化機械設

備設置事業補助金 

競争力の強化や高付加価値化に

積極的に取り組む市内中小製造

事業者を支援することにより、

地域の産業の活性化及び高度化

を図る。 

市内に立地する中小製造事業者

が、企業立地促進法に基づく「事

業高度化計画」等の承認を受け

て実施した、単体で 500 万円以

上の機械設備設置に対し、補助

金額 1,000 万円を上限として、

5％の助成をする。 

43,710 43,371 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

産業支援センター

基盤整備事業 

施設利用者の安全確保及び（公

財）静岡産業振興協会の経営基

盤の安定を図る。 

ツインメッセ静岡の来場者の事

故防止や、催事開催に影響を及

ぼすような箇所を最優先に考

え、優先度の高い修繕事業に対

し助成する。 

67,913 67,797 

「ホビーのまち静

岡」推進事業 

市の主要な地場産業であるプラ

モデル産業の集積を活かし「ホ

ビーのまち静岡」として国内外

へ情報発信することで市のブラ

ンド化及び地域経済の活性化を

図る。 

①12月に開催する「クリスマス

フェスタ」の開催等に係るホビ

ー推進協議会静岡への補助金の

交付 

②静岡ホビースクエアの施設管

理 

③ホビーパークプロジェクトの

実施 

73,955 71,917 

企業誘致推進事業 

本市の立地優位性や利便性、優

遇施策等を PRし、市内企業の留

置及び市外企業の誘致の促進を

図る。 

①企業訪問等による企業の設備

投資計画等の動向やニーズの把

握 

②本市の立地優位性や助成制度

などの積極的な情報発信 

2,488 2,407 

企業立地促進事業

補助金 

工場等の設置に係る用地取得や

設備投資などの費用助成を行

い、企業立地の促進を図る。 

市内に工場等の設置や事務所等

の賃借などを行った企業に対す

る補助金の交付 

492,000 391,713 

企業立地用地検討

調査事業 

市内における開発適地の発掘と

開発実現化に向けた検討を行

い、用地不足の解消を図る。 

①平成 27 年度に発掘した候補

地について開発実現化に向けた

検討・調査 

②大谷・小鹿地区まちづくりに

おける産業集積方針に沿った企

業立地実現化のための方策検討 

14,100 13,711 

産業フェアしずお

か開催補助金 

伝統工芸品の良さを再認識して

もらい、「買ってもらい（販売

促進）」、「販路を拡大」する

ことにより、伝統工芸の振興を

図る。 

（公財）静岡産業振興協会に補

助金を交付し、「産業フェアし

ずおか」の開催を支援 

 

14,550 14,550 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

駿府匠宿運営経費 

今川、徳川時代から受け継がれ

てきた伝統工芸の数々とその

後、興った近代産業をテーマに、

静岡市ならではの生活文化を、

幅広い年齢層の方に体験しても

らうことにより、本市地場産業

の振興を図る。 

①「駿府匠宿」の管理・運営を

指定管理者制度のもとに実施 

②幅広い人達が静岡市ならでは

の生活文化を体験できる場を提

供 

220,333 220,317 

ロジスティクス産

業立地促進事業

（戦略産業） 

本市の強みとなった広域交通イ

ンフラと、清水港の利便性・拠

点性を活かし、貨物を市内に集

める“貨物の誘致”に取組み、

市内のロジスティクス産業の活

性化・新規物流施設の立地を推

進する。 

①首都圏での展示会出展 

②清水港利活用促進のための官

民連携ポートセールス活動 

1,451 1,273 

静岡市新商品等開

発事業補助金 

市内中小製造事業者の研究開発

意欲を引き出し、新商品の開発

による地域経済の活性化を図

る。 

新たな技術・技法等を使った新

商品を自ら開発する事業を助成

する。 
4,000 3,669 

その他の事業 － － 153,800 94,038 

産業振興課合計 1,087,485 1,002,685 

（※）括弧内の金額は、前年度からの繰越額を表す。 
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２．企業立地の促進 

（１）概要 

市における、企業立地の促進は主に 3 次総及び振興プランの商工・物流分野計画に

おいて「企業の誘致と留置の推進」などの形で位置づけられているものである。 

これまで、市は、静岡県内の中央部に位置し、東京・名古屋・大阪を結ぶ交通幹線や

特定重要港湾である清水港等の大規模社会資本の整備を背景に、これらを生かした企

業立地が求められるとする一方で、企業用地として利用できる土地が少なく、近隣他都

市と比較して地価が高いなどの理由により、市内企業の他都市への流出を課題として

認識しており、以下のとおり、近年においても同様の傾向が続いている。 

＜近年における市内事業所数＞ 

 
平成 24年度 平成 28年度 

事業所総数 36,579事業所 35,289事業所 

 新設事業所（平成 21～24年度） 1,903事業所 -（注１） 

 廃業事業所（平成 21～24年度） 6,086事業所 -（注１） 

（出典：総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」） 

（注 1：平成 24年度は確報値、28年度は速報値であり、公表データのないものは「-」としている。） 

 

市における、企業立地の促進に係る取り組みの沿革は以下のとおりである。 

年度 主体 沿革 

平成 17年度 県・市 企業立地促進助成制度創設 

～県との協調による工場等建設に係る助成～ 

平成 19年度 国 

 

市 

「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に

関する法律」（以下、「企業立地促進法」という。）施行 

静岡市企業立地戦略本部設置 

「静岡市企業立地戦略指針」（平成 20～24 年度）策定 

平成 20年度 市 企業立地促進法に基づく地域産業活性化協議会設置 

「静岡市地域基本計画」（第 1 期：平成 20～24 年度）策定 

平成 25年度 市 企業立地促進法に基づく地域産業活性化協議会により 

「静岡市地域基本計画」（第 2 期：平成 25～29 年度）策定 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

現在は、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律」（以下、「企業立地促進法」という。）に基づく「静岡市地域基本計画」の第 2期

期間（平成 25～29 年度）として各種の施策を進めているところである。同法は「地域

による主体的、かつ、計画的な企業立地促進等の取り組み」を国が支援し、「地域経済

の自律的発展の基盤の強化を図ること」を目的とするものであり、静岡市地域基本計画

は、既存産業の集積状況、大規模社会資本整備状況、産学官連携の推進状況などを勘案
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して以下の 4つを集積業種として指定している。 

① ものづくり関連産業（技術先端型産業・創造型地域産業） 

② 港湾・物流関連産業 

③ 健康・環境関連産業 

④ 都市型・コンテンツ関連産業 

 

これらに基づき、具体的な成果目標及び指定集積業種に属する事業者の企業立地及

び事業高度化の目標を以下のとおりに定めている。 

 

＜具体的な成果目標＞ 

 計画時 
計画終了後 

（平成 29年度） 
伸び率 

集積区域における集積業種全体の付加価値額 8,394億円 8,813億円 5.0% 

 

＜指定集積業種に属する事業者の企業立地及び事業高度化の目標＞ 

 
目標数値 目標時期 

指定集積業種の企業立地件数又は新規事業件数 85件 

平成 29 年度末 指定集積業種の製品出荷額又は売上額の増加額 332億円 

指定集積業種の新規雇用創出件数 693人 

（出典：「静岡市地域基本計画」） 

 

当該計画においては、これらの目標達成に向けて「産業用共用施設の整備等に関する

事項」、「人材育成・確保に関する事項」、「技術支援・研究開発支援等に関する事項」及

び「その他の円滑な企業立地及び事業高度化のための事業環境の整備に関する事項」を

定めている。その具体的内容は多岐にわたるものであるが、平成 28 年度における企業

立地（誘致・留置）に直接関連する主な事業は企業立地促進事業補助金及び事業高度化

機械設備設置事業補助金等である。 

 

（２）企業立地促進事業補助金 

 

事務事業名 企業立地促進事業補助金 

事業目的 工場等の設置に係る用地取得や設備投資などの費用助成を行い、企業立地の促進

を図る。 

事業内容 市内に工場等の設置や事務所等の賃借などを行った企業に対する補助金の交付 

事業予算 492,000 千円 

決算額 391,713 千円 
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① 企業立地促進事業補助金の内容 

当該補助金は静岡市地域基本計画に基づき市が独自に交付するものであり、主な助

成内容は以下のとおりである。 

＜「工場等の建設」に対する助成、補助対象及び助成内容＞ 

補

助

要

件 

用地取得がある場合 

補助項目：用地取得＋新規雇用＋設備投資 

用地取得がない場合 

補助項目：新規雇用＋設備投資 

用地取得 1,000 ㎡以上（研究所は床面積 200 ㎡以

上） 

－ 

設備投資 5,000万円以上（建物を新増築、購入、又は賃借し、かつ機械設備を購入） 

従業員 10人以上で操業（研究所については研究員 5人

以上、中山間地域に立地する戦略産業の工場等は従業

員 5人以上）、ただし、市内に事業所がある企業につい

ては市内従業員が 1人以上増加 

従業員 10人以上で操業（研究所については研究員 5人

以上、中山間地域に立地する戦略産業の工場等は従業

員 5 人以上）、市内に事業所がある企業については市

内従業員が 1人以上増加 

事業着手日から 3年以内に業務開始 

（未造成用地取得の場合は 5年以内） 

事業着手日から 2年以内に業務開始 

補助区分 要件等 
補助率・ 

内容 
補助限度額 

県の 

補助 

①用地取

得 

〇重点地域（工業地域、工業専用地域、市内工業団地）

に用地を取得し、かつ設備投資額 5億円以上 

用地取得費

の 20％ 

10億円 

(②と合わせて) 

併用可 

〇戦略産業の工場等 

〇成長分野（食品、医療品、医療機器、環境関連産業の

製造業）の工場、研究所 

用地取得費

の 15％ 

1.5 億円 

(②と合わせて) 

上記以外 
用地取得費

の 10％ 

1億円 

(②と合わせて) 

②新規雇

用 
①用地取得のとおり 

従業員数×

25万円 

①用地取得のと

おり 

③設備投

資（建物

＋機械設

備） 

〇研究所、戦略産業の工場等、マザー機能を伴う工場 (注 1) 

5億円 

一部 

併用可 

〇事業継続計画（BCP）等による移転 
補助対象経

費の 7％ 併用 

不可 

〇重点地域に用地を取得、かつ設備投資額 5億円以上 

〇重点地域に用地を取得 

3,000万円 
〇上記以外又は用地取得がない場合 

補助対象経

費の 3％ 

（出典：「平成 28年度静岡市企業立地促進助成制度のあらまし」） 

（注１：5億円以上の場合補助対象経費の 3％、（県の補助と合わせて 10％）それ以外は 7％） 
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＜「事務所等の賃借」に対する助成、補助対象及び助成内容＞ 

補助区分 
補助対象案件 

補助内容 
事務所等 その他 

①市内移転 〇床面積 300㎡以上の製造業の工場 

〇床面積 25 ㎡以上の情報サービス業、インタ

ーネット附随サービス業、映像・音声・文字情

報制作業の事務所 

〇床面積 25 ㎡以上のデザイン業、著述・芸術

家業、商業写真業、経営コンサルティング業、

機械設計業の事務所 

〇加工・組立・梱包を伴う床面積 600㎡以上の

物流施設 

〇市内公的創業支援施設（SOHOしずおか、クリ

エーター支援センター、清水産業・情報プラザ）

から床面積 25㎡以上の事務所への拡大移転（※

市内移転に限る） 

〇従業員 1人以上の増加 

〇2年以上の賃貸借契約 

〇概ね 1年以上の事業実績 

建物賃借料の 1/2×

1年間 

（限度額 200万円） 

②市外から

の新規進出 

〇従業員 3人以上 

〇2年以上の賃貸借契約 

〇概ね 1年以上の事業実績 

※起業の場合は、起業から 1

年経過後の申請となる。 

建物賃借料の 1/2×

2年間 

（限度額 400万円） 

※ 1 年度につき

200万円 

③大規模事

業所（市外

からの新規

進出） 

〇床面積 1,000 ㎡以上又は従業員 30 人以上の

製造業の工場 

〇床面積 300 ㎡以上又は、従業員 30 人以上の

コンタクト（コール）センター 

〇床面積 300㎡以上又は研究員 5人以上の自然

科学研究所、ソフトウェア業、製造業の研究開

発施設 

〇2年以上の賃貸借契約 

〇概ね 1年以上の事業実績 

建物賃借料の 1/2×

2年間 

（限度額 1,000 万

円） 

※ 1 年度につき

500万円 

④クリエー

ター事務所 

〇中心市街地（静岡地区）におけるクリエータ

ー事務所 

〇2年以上の賃貸借契約 

〇概ね 1年以上の事業実績 

〇静岡市の審査を受けるこ

と 

建物賃借料の 1/2×

3年間 

（限度額 300万円） 

※ 1 年度につき

100万円 

（出典：「平成 28年度静岡市企業立地促進助成制度のあらまし」） 

 

② 補助事業の実績及び事業評価 

当該事業に関する実績の推移は以下のとおりである。いずれの年度も「静岡市地域基

本計画」（第 2 期：平成 25～29年度）において定めた「指定集積業種の企業立地件数又

は新規事業件数」85 件（1 年あたり 17件）を計画したものである。 
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＜企業立地促進事業補助金執行状況＞                   （単位：千円） 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27年度 平成 28 年度 

立地 

件数 

補助金

交付額 

立地 

件数 

補助金

交付額 

立地 

件数 

補助金

交付額 

立地 

件数 

補助金

交付額 

計画/予算 17 件 420,000 17 件 440,000 17件 481,350 17件 492,000 

実績/決算 17 件 246,274 17 件 207,560 17件 468,014 43件 391,713 

予算執行率 - 58.6% - 47.2% - 
97.2% 

(注 1) 
- 79.6% 

（各年度実績の内訳） 

工場建設 8件 213,499 7件 170,968 4件 412,636 16件 320,608 

事務所賃借 9件 10,025 10 件 11,292 13件 12,852 18件 19,752 

その他 0件 0 0件 0 0件 0 9件 45,240 

（出典：市提供資料に基づき監査人集計） 

（注 1：平成 27年度は 1件の大規模案件（3.45億円）により多くの補助金が執行された） 

 

いずれの年度も企業立地件数は目標を達成しており、当該事業の平成 28年度事業評

価についても成果指標を企業立地件数とし、当該目標の達成をもって総合評価を S と

している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

企業立地件数 17件 43件 S 

本市地域特性や企業ニーズ、社会情勢に

応じた補助金制度の見直しを行い、目標

17 件に対して、43 件の立地が実現したた

め。 

 

一方、補助金の予算残額については、平成 27 年度を除き 1 億円以上となっている。

これは、立地案件ごとに規模や内容それぞれに個別性、不確実性があることから、必ず

しも予算相当額のすべてが執行されることを想定したものではないためである。 

この点、立地といっても「工場建設」であるか、「事務所賃借」であるかによって、

投資規模は異なるため、補助金交付額及びその経済波及効果については大きく異なる。

そのため、一概に企業立地 17件といっても、その内訳としてそれぞれの補助案件をど

の程度見込むかという点が、予算設定上重要となると考えられるが、平成 28年度時点

では、「工場建設」、「事務所賃借」等のそれぞれの区分に応じた目標設定はされていな

かった。 
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（監査意見 3）企業立地促進事業補助金に係る事業評価及び予算設定について 

企業立地促進事業補助金の対象となる企業立地については、企業ニーズや社会情勢

等の市外部要因によって変動するものではあるが、市は継続的な企業誘致活動を実施

しており、一定の企業ニーズ等の把握ができる状況にある。また、工場等の設備投資に

ついては、一定の期間にわたった継続的な相談、協議等を要し、その見込みの予想を立

てることは不可能ではないと考えられる。以上の観点より、当該事業の事業評価及び予

算設定に当たっては、補助対象案件の種類に応じた目標設定を行うことが望ましい。 

 

③ 静岡市地域基本計画の目標と実績 

当該事業の前提となる、静岡市地域基本計画の目標（平成 29年度末期限）と平成 28

年度末時点での実績は以下のとおりである。 

 

＜指定集積業種の企業立地件数又は新規事業件数＞ 

 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

ものづくり関連産業 9 件 9件 6件 17件 

港湾物流関連産業 2 件 4件 3件 7件 

健康・環境関連産業 2 件 1件 3件 4件 

都市型・コンテンツ関連産

業 
4 件 3件 5件 13件 

合計 17 件 17件 17 件 41 件（注１） 

累計 17 件 34件 51 件 92件 

静岡市地域基本計画における目標（平成 29年度末） 85件 

（注 1：平成 28年度立地 43件から本社機能拡充案件 2件を除いた件数である。） 

 

（指定集積業種の製品出荷額又は売上額の増加額（生産波及効果）） 

 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

ものづくり関連産業 16.6億円 4.1 億円 14.4億円 34.1億円 

港湾物流関連産業 1.2億円 7.4 億円 2.8 億円 8.1億円 

健康・環境関連産業 1.5億円 2.4 億円 6.4 億円 9.1億円 

都市型・コンテンツ関連産

業 
7.8億円 0.8 億円 0.8 億円 5.1億円 

合計 27.2億円 14.8億円 24.4億円 56.5億円 

累計 27.2億円 42.0億円 66.5億円 123.1億円 

静岡市地域基本計画における目標（平成 29年度末） 332億円 
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（指定集積業種の新規雇用創出件数） 

 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

ものづくり関連産業 74 人 27人 57 人 169人 

港湾物流関連産業 13 人 57人 27 人 52人 

健康・環境関連産業 11 人 18人 47 人 65人 

都市型・コンテンツ関連産

業 
37 人 8人 7人 21人 

合計 135 人 110人 138 人 307人 

累計 135 人 245人 383 人 690人 

静岡市地域基本計画における目標（平成 29年度末） 693人 

 

当該結果によると、静岡市地域基本計画で定めた指定集積業種に係る目標のうち「企

業立地件数又は新規事業件数」、「新規雇用創出件数」は平成 28年度末時点で概ね達成

水準にあるが、「製品出荷額又は売上額の増加額（生産波及効果）」目標金額まで 209億

円（332億円－123億円）について、過去の実績推移から勘案して残り 1 年間では達成

が難しい水準であるといえる。 

以上の点からも、「工場建設」や「事務所賃借」等、それぞれの立地には種類や規模、

そこから派生する経済効果に格差があることから、単純に企業立地の件数のみを達成

したとしても、必ずしも生産波及効果に期待すべき成果が見込まれるわけではない。む

しろどのような種類、規模の企業立地がなされるかを見極めなければ、このような目標

の達成は難しいといえる。 

 

④ 「地域未来投資促進法」に係る新制度について 

企業立地促進法は、平成 29年 7月に企業立地の促進等による地域における産業集積

の形成及び活性化に関する法律の一部を改正する法律（以下「地域未来投資促進法」と

いう。）として、改正された。 

当該法は、地域の特性を活用した事業の生み出す経済的波及効果に着目したもので

あり、国の基本方針に基づき、市町村及び都道府県が基本計画を作成し、国の同意を得

る。同意された基本計画に基づき、事業者が地域経済牽引事業計画を策定し、都道府県

知事の承認を得ることとされている。 

 

＜イメージ図＞ 

 

（出典：経済産業省） 
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これについて、市では、「静岡市地域基本計画」（第 3期：平成 30～34年度）に相当

する計画を以下の内容に着目して策定することとなる。 

 

＜地域未来投資促進法の基本スキームにおける市町村地域基本計画の内容＞ 

・対象となる区域（促進区域） 

・経済的効果に関する目標 

・地域の特性 × 推進したい分野 

・地域経済牽引事業の要件 

・自治体による事業環境整備の内容 

・その他 

（出典：経済産業省） 

 

（監査意見 4）「地域未来投資促進法」に係る目標設定について 

市における第 2 期「静岡市地域基本計画」では、企業立地件数は確保しているもの

の、そこから生じる生産波及効果は未達成が見込まれる状況である。 

一方、地域未来投資促進法の成立に伴う第 3期「静岡市地域基本計画」では、企業立

地件数のみならず、従来以上にその内容及び効果に着目したものとすることが予想さ

れる。そのため、企業立地促進事業補助金の目標設定においても、補助対象案件の種類

（「工場建設」、「事務所賃借」等）に応じて、補助金交付額と対象案件から生じる経済

波及効果（租税の効果を含む）を明確に対比させたうえで、これを導出するために必要

な活動指標を定め、企業誘致活動及び企業立地支援活動に努めることが望ましい。 
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（３）事業高度化機械設備設置事業補助金 

 

事務事業名 事業高度化機械設備設置事業補助金 

事業目的 競争力の強化や高付加価値化に積極的に取り組む市内中小製造事業者を支援す

ることにより、地域の産業の活性化及び高度化を図る。 

事業内容 市内に立地する中小製造事業者が、企業立地促進法に基づく「事業高度化計画」

等の承認を受けて実施した、機械設備設置に対する補助金の交付 

事業予算 43,710 千円 

決算額 43,371 千円 

 

① 事業高度化機械設備設置事業補助金の内容 

当該補助金は「事業高度化計画」等の承認を受けた事業に対し市が独自に交付するも

のであり、主な助成内容は以下のとおりである。 

 

補助要件 補助率 

① 1 点 500万円以上の機械設備を市内製造拠点に設置 

② 従業員が減少しないこと 

③ 企業立地促進法に基づく「事業高度化計画(注 1)」の承認を受けること 

機械設備取得経費の

5％（限度額 1,000 万

円）（注 2） 

（出典：「平成 28年度静岡市企業立地促進助成制度のあらまし」） 

（注 1：新たな機械設備を導入することで、「新製品、新商品の開発または製造」もしくは「生産性の 10％以上の向上」

のいずれかを達成できる事業に対して、静岡市長が承認を行うもの。） 

（注 2：平成 28年度に要綱の改正を行い、従来の 3％から 5％に引き上げている。） 

 

平成 27年度までは、当該補助金についても企業立地促進事業補助金の一部として取

り扱われていたが、平成 28年度からは、これを独立の事業とするとともに要綱の改正

を行いその補助率を 3％から 5％に引き上げる措置を行っている。 

このような措置を行った理由について質問したところ、回答は以下のとおりである。 

 

・補助率の引き上げについては、補助金利用企業へのヒアリングにおける要望、ま

た、本制度と同様、設備投資に対する支援として平成 24年度から国が実施している

「ものづくり補助金」の補助率（2/3）及び上限金額（1,000 万円）を考慮し、設備

投資のインセンティブをより強化するため、平成 28年度より引き上げを実施いたし

ました。 
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② 補助事業の実績及び事業評価 

当該事業に関する実績の推移は以下のとおりである。 

 

＜事業高度化機械設備設置事業補助金の交付状況＞ 

 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

事業高度化計画承認件数 12 件 16件 29 件 30件 

補助金交付件数 14 件 28件 63 件 42件 

補助金交付額 14,586千円 19,734千円 39,640 千円 43,371千円 

 

また、当該事業の平成 28年度事業評価については、事業高度化計画承認件数を成果

指標とし、当該目標の達成をもって総合評価を Sとしている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

事業高度化計画承

認件数 
20件 30件 S 

設備投資意欲の向上等により、計画申請

件数が増加し、目標件数を達成すること

ができたため。 

 

当該目標値は過去 3 年間の実績の平均からとったものであるが、平成 28年度に行っ

た補助率の引き上げ措置による影響を評価すべき観点からは、平成 27 年度から 28 年

度における事業高度化計画承認件数の動向に着目する必要があったと考える。しかし、

市では、当該事業の成果指標として補助率引き上げに伴う効果測定指標を定めること

はしておらず、また、当該補助金による経済波及効果の算定等も未実施であった。 

 

（監査意見 5）事業高度化機械設備設置事業補助金に係る事業評価について 

市では、企業の設備投資インセンティブを喚起するために平成 28 年度から補助率の

引き上げを行うなど、事業高度化機械設備設置事業補助金の制度強化を行っている。 

これは、当該補助金を通じてさらなる経済波及効果を得ることが目的であると考え

られるが、現状はその経済波及効果に着目した成果指標設定及び実績の算定は実施さ

れていない。制度強化の趣旨に基づけば、当該事業においても経済波及効果を意識した

成果指標を設定したうえで、その達成度合いによる事業評価をすることが望ましい。 

また、企業立地促進事業補助金において実施されている経済波及効果の測定等の手

法は、このような機械設備補助金の効果測定上も有用なものと考えられるため、当該手

法の適用を併せて検討することが望ましい。 
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３．「ホビーのまち静岡」推進事業 

 

事務事業名 「ホビーのまち静岡」推進事業 

事業目的 市の主要な地場産業であるプラモデル産業の集積を活かし「ホビーのまち静岡」とし

て国内外へ情報発信することで市のブランド化及び地域経済の活性化を図る。 

事業内容 ①12月に開催する「クリスマスフェスタ」の開催等に係るホビー推進協議会静岡への

補助金の交付 

②静岡ホビースクエアの施設管理 

③ホビーパークプロジェクトの実施 

事業予算 73,955 千円 

決算額 71,917 千円 

 

「ホビーのまち静岡」推進事業は、製造品出荷額が日本一である「プラスティックモ

デル」を戦略資源として位置づけ、平成 19 年度から開始した市のシティプロモーショ

ン事業である。平成 22 年度に開催された「静岡ホビーフェア（※１）」における機運の

高まりを生かし、現在は「模型の世界首都、ホビーのまち静岡」のさらなる推進を目的

とした「ホビー推進協議会静岡」（以下、「ホビー推進協議会」という。）による「静岡

ホビースクエア」の運営、「静岡ホビーショー」を核イベントとした「静岡ホビーウィ

ーク」「クリスマスフェスタ」等の開催を中心とした事業となっている。 

（※１）JR東静岡駅北口広場に実物大ガンダム立像の展示等により国内外の多くの注目を集めた 

これらに係る沿革は以下のとおりである。 

 

年度 沿革 

平成 19年度 静岡市を主体に「ホビーのまち静岡」推進事業開始 

平成 20年度 市、市内模型メーカー4 社、静岡商工会議所により「ホビーのまち静岡実行委員

会」（以下、「実行委員会」という。）設置 

平成 21年度 実行委員会により、「静岡ホビーウィーク」、「クリスマスフェスタ」等開始 

平成 22年度 実行委員会及び静岡特産工業協会により「静岡ホビーフェア実施本部」設置 

（静岡ホビーフェアの成果概要） 

期間：平成 22年 7月～23 年 3月 

事業：「A静岡ホビーフェア」及び「Bホビーミュージアム」等 

目標：来場者 A 90万人、B 25万人、経済波及効果 400億円 

実績：来場者 A 160万人、B 33万人、経済波及効果 489億円 

平成 23 年度

～ 

市内模型メーカー6 社及び静岡特産工業協会による「ホビー推進協議会静岡」を

設置（静岡ホビースクエア開業後、上記実行委員会は解散） 

6月「静岡ホビースクエア」開業 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 
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また、平成 28年度における市の事業費は以下のとおりであり、主にホビー推進協議

会に対し、事業費補助金を支出する一方、「静岡ホビースクエア」の入居するビルフロ

アを無償貸与し、関連する費用を事業費としている。 

 

＜平成 28年度「ホビーのまち静岡」推進事業費内訳＞               （単位：千円） 

費目 予算額 決算額 内容 

補助金 50,000 50,000 ホビー推進協議会への事業費補助金 

負担金 12,521 12,004 静岡ホビースクエア入居ビルに係る共益費等 

その他 11,434 9,913 その他事務委託料等 

計 73,955 71,917   

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

（１）ホビー推進協議会の概要 

以上のとおり、市のシティプロモーション事業として開始した当該事業は、現在、ホ

ビー推進協議会により運営されており、平成 28年度における実績は以下のとおりであ

る。 

 

時期 事業実績 

通年 ①静岡ホビースクエアの運営 

②WEBサイトを通じた「ホビーのまち静岡」の PR 

5月 14～15日 

 

 

 

③静岡ホビーウィーク 2016 

 ・第 55回（注１）静岡ホビーショー（一般開放日）：ツインメッセ静岡 

 ・タミヤオープンハウス：（株）タミヤ本社 

 ・グランシップトレインフェスタ：グランシップ 

8月 17～22日 ④鹿児島市山形屋での静岡県＆静岡ホビースクエア出張イベント開催 

12月10～11日 ⑤ホビーのまち静岡 第 8回クリスマスフェスタ 2016：ツインメッセ静岡 

1月 28～29日 ⑥埼玉県越谷市イオンレイクタウンでのホビーのまち静岡 PRイベント 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

（注１：前身である「第一回生産者見本市」（昭和 34年）から数えて 55回目である。） 

 

また、ホビー推進協議会の事業費は以下のとおりであり、前述の事業に係る会場使用

料、設営費、広告費等を中心とした事業費を補助対象経費とし、市からの補助金及びイ

ベント出展料を財源として運営している。 
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＜ホビー推進協議会事業費内訳＞                  （単位：千円） 

  平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

前期繰越金（注１） 14,068 12,993 12,237 11,624 11,577 

市補助金 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 

出展料等 3,175 3,987 5,311 6,182 5,830 

 収入計 67,244 66,980 67,548 67,806 67,408 

補助対象支出 54,184 51,887 51,674 52,018 51,753 

補助対象外支出 65 2,855 4,249 4,210 4,230 

 支出計 54,250 54,743 55,924 56,229 55,984 

次期繰越金 12,993 12,237 11,624 11,577 11,423 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

（注１：表示上、平成 24年度に受け入れた協賛金を含めている。） 

 

（２）ホビー推進協議会の繰越金 

各年度ともに 12～11百万円を次期繰越金としている。これは、当該協議会の設立時

に地元の金融機関から受け入れた協賛金 13 百万円（平成 23 年度 7.5 百万円、平成 24

年度 5.5百万円）が主な残高である。 

当該協賛金は当初、静岡におけるホビー産業育成のため「ホビーに関する新しい事業

に充当する」という使用条件が付された形で受け入れたものであるが、協議会の中で

様々な意見があり、5 年以上経過した現在においても具体的な使用はされずに繰り越さ

れている。 

 

（監査意見 6）ホビー推進協議会における資金管理について 

現在、ホビー推進協議会では、市からの補助金と金融機関からの協賛金とが同一口座

で管理されている。市からの補助金と民間からの協賛金の混同を避けるべき観点から、

資金管理を区分するなど、市として十分な指導を行うことが望ましい。 

 

（３）ホビー推進協議会が実施する各種事業の実績 

＜静岡ホビースクエア来場者数推移＞                       （単位：人） 

  平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

目標（注１） 38,158 46,253 56,022 67,456 49,511 

実績 46,253 56,022 67,456 49,511 43,149 

実績（企画展を除く） 31,375 32,495 35,155 33,435 34,680 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

（注 1：市の事務事業総点検表上の目標値となっている。（以下、この項において同様）） 
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平成 23年度に開業した静岡ホビースクエアであるが、企画展を除く来場者は安定推

移しているものの、全体としては平成 26年度をピークに減少傾向にある。 

 

 

＜静岡ホビーショー来場者数推移＞                        （単位：人） 

  平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

目標 80,000 80,000 81,800 82,000 82,300 

実績 80,900 81,800 82,000 82,300 82,500 

出展団体数 74団体 78 団体 80団体 78 団体 77団体 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

＜クリスマスフェスタ来場者数推移＞                        （単位：人） 

  平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

目標 40,000 40,000 41,320 42,100 43,000 

実績 40,000 41,320 42,100 43,000 43,500 

出展団体数 179団体 216団体 230団体 238 団体 228団体 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

静岡ホビーショーは前身企画から数えて 55 回目、クリスマスフェスタは平成 21 年

度から数えて 8回目を迎え、来場者、出展者ともに増加・安定傾向ではあるが、会場キ

ャパシティの観点等からも、目標設定の段階から大幅な増加はない水準となっている。 

 

（監査意見 7）「ホビーのまち静岡」推進事業の今後の取組みについて 

「ホビーのまち静岡」推進事業の運営主体であるホビー推進協議会では、その設立時

に静岡におけるホビー産業育成のため、「ホビーに関する新しい事業に充当する」とい

う目的で受け入れた協賛金が 5 年以上使用されず繰り越されている。 

当該資金そのものについての責任は協議会にあるとしても、これが十分に利用され、

静岡におけるホビー産業振興をさらに促進すべき観点では、市が事業の発起人として、

並びに重要な運営財源交付者として、協議会とともに積極的な事業展開を推進する役

割を担うことが望ましい。 

 

 

  



59 

 

４．駿府匠宿運営経費（事業） 

 

事務事業名 駿府匠宿運営経費 

事業目的 今川、徳川時代から受け継がれてきた伝統工芸の数々とその後、興った近

代産業をテーマに、静岡市ならではの生活文化を、幅広い年齢層の方に体

験してもらうことにより、本市地場産業の振興を図る。 

事業内容 ①「駿府匠宿」の管理・運営を指定管理者制度のもとに実施 

② 幅広い人達が静岡市ならではの生活文化を体験できる場を提供 

事業予算 220,333 千円 

決算額 220,317千円 

 

駿府匠宿（以下、「匠宿」という。）は、平成 11年度に設立された体験型施設であり、

平成 18年度からは公の施設として指定管理者制度を導入し、株式会社駿府楽市を指定

管理者として、現在その 3 期目（平成 28～32年度）として運営を行っている。 

主な事業内容は、指定管理者との協定に基づく「事業計画」のとおりである。 

 

＜平成 28年度事業計画における事業の実施及び運営に関する業務＞ 

項目 主要な業務内容 

来場者に対する案内、地場産業及び伝統工

芸品の PR並びに後継者育成業務 

・施設の案内、体験案内、駐車場管理 

・PR用パンフレット他の製作 

・観光ボランティアの活用 

・体験くらぶの運営 

・インターンシップ等の実施 

利用者に対する創作体験及び教室体験の

企画運営業務 

・受付・案内、予約管理業務 

・陶芸工房の配送及び引き取りの案内 

・体験指導 

・体験キットの購入、管理 

・新規キットの企画、開発 

・カルチャー教室の運営 

伝統工芸の実演等に関する業務 ・伝統工芸職人の実演 

常設展示及び企画展示の管理運営・開催業

務 

・展示場の企画運営、展示品の管理 

・企画展の開催 

・報道対応 

施設の装飾及びイベント開催業務 

・館内装飾、看板委託製作 

・ものづくりイベント開催 

・誘客イベント開催 
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誘客宣伝業務 

・来場者及び利用者を増やすための事業、効果検証 

・旅行会社への PR活動並びにクーポン券の取り扱い 

・テレビ、インターネットの活用 

・電柱広告 

 

これらの事業の実施及び運営並びに施設等の維持管理業務のほか、平成 28年度から

は利用料金制に基づく体験施設等の運営を行うものとしている。 

 

（１）駿府匠宿運営に関する事業評価 

匠宿の事業評価については、①来場者数と②利用者満足度を成果指標としており、平

成 28年度はこれが未達成、近年の推移も以下のとおりであるが総合評価を A としてい

る。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

①来場者数 

②利用者満足度 

①270,000人 

②90%以上 

①240,180 人 

②87.7% 
A 

企画展や SNS 等の情報発信機能を有効活

用し、本市伝統工芸・地場産業を PR でき

たが、ニーズの多様化等により来場者が減

少し、目標来場者数を達成できなかった。 

ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰによる丁寧な説明や駐車場利用

料金の見直しによりサービスの向上に努

めたが、目標満足度は達成できなかった。 

 

＜駿府匠宿来場者数及び利用者満足度の推移＞                （単位：人） 

 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

実績来場者数 300,390 272,560 246,790 252,040 240,180 

前年比率 102.6% 90.7% 90.5% 102.1% 95.3% 

目標達成率（注 1） 111.3% 100.9% 91.4% 93.3% 89.0% 

利用者満足度（注 2） - 89.3% 90.9% 85.9% 87.7% 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

（注１：各年度における来場者数目標は平成 28年度同様 270,000人である。） 

（注２：施設利用者アンケートにおける「満足」「ほぼ満足」の割合合計） 

 

来場者数は平成 24 年度の 30 万人以降、減少が継続し、利用者満足度も 90%を超えな

い年度が多くなっている。 
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＜駿府匠宿来場者数に占めるツアー客数及び一般来場者数の推移＞       （単位：人） 

 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

ツアー客数 113,071 109,585 90,298 84,474 78,696 

PR活動実績 136回 143 回 118回 104 回 136回 

ツアー実績 2,408件 2,207件 2,046件 2,174件 2,062件 

一般来場者数 187,319 162,975 156,492 167,566 161,484 

 駐車場料金 410円/台 410 円/台 410円/台 410 円/台 200円/台 

 入場車両数 20,507台 18,334 台 18,403台 19,502 台 18,986台 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

その原因は、主に平成 24 年度以降に発生した「観光バス事故」による法規制強化に

より遠方からのツアーバスの減少としているが、以上のとおり、ツアー客（78,696人：

前年対比△5,778 人（93.2%））のみならず、一般来場者（161,484人：前年対比△6,082

人（96.4%））の減少が生じている。これについては、団体ツアー誘客のための PR活動

の強化、一般誘客のための駐車場料金の改定等の施策を強化しているものの、結果につ

なぎきれていないことが浮き彫りになっている。 

一方、事業計画において、より多くの市民に施設を認知してもらい、来場者の増加を

図ることを目的とした調査活動として、施設利用者に限定しない市民アンケート調査

を行うものとしている。 

 

＜市民認知度調査結果の推移＞              

 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

市民認知度（注 1） 実施なし 94.0% 11.4% 95.2% 92.9% 

利用経験者比率 実施なし 71.0% - 65.8% 64.1% 

（注 1：平成 26年度は県外の観光事業者アンケートに代替している。） 

 

市民認知度については、「産業フェアしずおか」における匠宿体験コーナーでのアン

ケート結果であり、いずれの年度も 90％以上と高い認知度を示してはいるものの、実

際の利用経験者の比率は下落傾向である。 

また、平成 26年度のみ、これに代えて新規訪問した県外の観光事業者への聞き取り

調査結果に代替しているが、ここでの認知度は低くなっており、これ以降特段の調査を

実施していない。 

 

（指摘事項 8）適切な事業評価の実施について 

駿府匠宿の事業評価において、①来場者数及び②利用者満足度を成果指標としてお

り、平成 28 年度は未達であるものの、市の事業評価の考え方にならって「90％以上
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105％未満」の範囲であるため総合評価を A としている。 

しかし、二つの指標がともに未達であること、特に来場者数目標達成率は 89.0％と

低調となっていることを勘案すると、事業評価の実効性を確保するために総合評価は B

として評価し、要改善事業として認識する必要がある。 

 

（監査意見 8）潜在的利用者に関する情報収集、分析の強化について 

駿府匠宿の利用状況は低調傾向にある。当該課題認識に基づき、市及び指定管理者が

事業の実施及び運営における各種施策の強化に取り組むべきことは、自明である。一方

で、市民や観光事業者からの潜在的なニーズ把握については依然として十分に取得、分

析できているとはいい難い。特に観光事業者に関する調査は平成 26 年度に行われた以

降、明確な情報として取りまとめられたものはないため、今後市民ニーズ調査とともに

継続的な調査を実施し、内容の吟味や改善度合の指標化等を検討することが望ましい。 

 

（２）駿府匠宿における備品の管理 

匠宿では平成 11 年度の設立以来、約 20 年近くにわたって使用されている備品が多

く存在する。これらについては、3か年の更新計画を設けたうえで、毎年見直し、予算

要求を実施しているが、すべてに更新予算を確保できる状況にはないため、以下の優先

順位を設けたうえで更新することとしている。 

 

・故障・破損により使用できないもの 

・老朽化が顕著なもの（法律で耐用年数が定められているもの、利用者の安全に関わるもの） 

 

これについて、監査人が訪問した際、以下のような備品が存在したため、内容確認し

たところ、通常使用は可能である旨の回答を得たが、継続使用して良いかどうかは業者

に確認中であった。 

 

＜サンプル確認した備品＞ 

品名 備品番号 購入日 場所 状態等 更新予定 

陶芸用電気窯 11737 平成 11.03.19 陶芸工房 
窯側面部の表面が剥が

れ、膨張している。 

平成 31

年度 

（出典：「備品台帳」より抜粋） 

 

（監査意見 9）駿府匠宿における備品更新の要否及び継続使用の可否の確認について 

駿府匠宿の備品のうち、取得後長期にわたって使用されているものが複数存在し、計

画的な更新を検討しているものの、予算の制約によりすべてに対応することは難しい

状況である。 

一方、監査人の確認した陶芸用電気窯は火気を伴い安全な運用が重視されるもので
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ある。通常、窯業又は土石製品製造業用設備の法定耐用年数がおおむね 10年前後程度

であることから考えても、劣化の兆候が見える機器を平成 31年度の更新予定時期まで

継続運用することについては慎重に判断することが望ましい。 

したがって、このような安全性を重視すべき機器等を中心に、他の備品についても、

合理的な更新を検討するとともに、やむを得ず継続使用する場合には専門家等の判断

を定期的に取得したうえで、供用することが望ましい。 

 

（３）駿府匠宿における利便施設の運営 

匠宿では、来客の利便性向上、施設のにぎわい創出を目的に公の施設と一体的な管理

による業務の効率化を前提として以下の施設を設置しており、行政財産の目的外使用

の方法で指定管理者に貸し出すものとしている。そのうえで、当該施設運営については

指定管理者である株式会社駿府楽市の自主事業としている。 

 

＜平成 28年度事業計画における利便施設の運営に関する業務＞ 

項目 主要な業務内容 

利便施設の運営 

休憩所：らうんじ 

お土産処：鞠子楽市 

お食事処：たくみ亭 

甘味処：鞠子庵 

イベント：回廊 

 

当該利便施設はあくまで市の施設であり、運営に当たっては、市として適正な使用料

として概ね 13.7百万円程度を収受することが前提であるが、以下の理由に基づき当該

施設の使用料減額を行っている。 

 

（１）「駿府匠宿」の利便施設は、次のとおり指定管理業務と一体的に管理・運営する必要がある

ことから、株式会社駿府楽市が運営しているが、「駿府匠宿」開設以来、同社にとって不

採算部門となっているため。 

  ア：来場者を増やすために団体・ツアー客等の誘致に欠かせない施設である。 

  イ：本市にとっても地場産業の PRや来場者の利便性向上を図るために不可欠な施設である。 

（２）運営者の株式会社駿府楽市は、本市が主体（株式 51％出資）となり、地場産業界の代表や

地元企業、団体と設立した第三セクターで、本市地場産業の振興と発展に長く貢献してい

ることから、継続して健全かつ安定した経営が求められるため。 

 

近年では、平成 25～27 年度は全額、平成 28 年度は 50％である 6.8 百万円を免除す

ることとしている。 

また、平成 30年 1月に監査委員による財政援助団体等監査の結果において、指定管
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理者である株式会社駿府楽市の将来像の意見の中で、駿府匠宿の今後の展開の検討の

必要性について意見が公表されている。 

 

（監査意見 10）駿府匠宿の経営改善について 

駿府匠宿の利便施設運営部門は、構造的な不採算となっており、現状、施設使用料の

減免を前提に運営されている。 

市では、複数の利便施設を来場者の利便性向上等を通じて団体・ツアー客等の誘致を

するために必要な施設としているが、いつまでも不採算のままそのすべてを継続する

ことが妥当であるかについては疑問である。 

従って、市は、平成 30年 1月の監査委員の意見も踏まえ、伝統産業を広く一般に PR

し、その振興を図るという趣旨において、匠宿に本質的に求められる機能を十分に見極

め、不採算となる事業の撤退、整理を含め構造的な不採算を解消するための選択と集中

を検討することが望ましい。 
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５．産業フェアしずおか開催補助金 

 

事務事業名 産業フェアしずおか開催補助金 

事業目的 伝統工芸品の良さを再認識してもらい、「買ってもらい（販売促進）」、

「販路を拡大」することにより、伝統工芸の振興を図る。 

事業内容 （公財）静岡産業振興協会に補助金を交付し、「産業フェアしずおか」開

催を支援 

事業予算 14,550 千円 

決算額 14,550 千円 

 

当該事業は、伝統工芸品の良さを再認識してもらい、「買ってもらい（販売促進）」、

「販路を拡大」することにより、伝統工芸の振興を図ることを目的に、産業フェア主催

団体へ補助金を交付しその開催を支援する事業である。 

当該事業の事業評価については、産業フェア全体の来場者数を成果指標としており、

平成 28年度は当該指標の達成をもって総合評価を Aとしている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

産業フェア来場者

数 
88,600人 89,000人 A 

・来場者数は目標値を上回っており、本

市地場産品を PR できた。 

・出展者アンケートの結果からも満足度

が高く、地場産業の振興に効果的であっ

た。 

 

（監査意見 11）産業フェア開催経費に係る事業評価について 

産業振興課における産業フェアしずおか開催補助金は、産業フェアの開催において

主催団体を補助するとともに地場産業ゾーンにおける伝統工芸の PRを図るためのもの

であり、その評価に産業フェア全体の来場者を適用することは、一定の意義を持ってい

るといえるものの、伝統工芸に対する寄与度合いを測るという観点では目的適合性を

欠いている。開催団体を支援するという観点では、全体来場者数による評価を、伝統工

芸に関する PR 場所とするという観点では、「地場産業ゾーン」に特化した成果指標を

導入することが望ましい。この点、事業評価においては、複数の成果指標を設定し、総

合的に評価するということも想定されているため、これを参考に今一度適切な成果指

標の設定を検討することが望ましい。 
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Ⅲ．商業労政課 
１．事務事業の概要 

商業労政課は、商業団体及び商店街団体への各種支援や勤労者福祉の増進を目的と

した事業など、以下の事業を実施している。監査に当たっては、事業評価の適切性や委

託契約事務の適切性、勤労者福祉センター等の施設管理事業に係る事務業務について

特に着目した。 

 

＜商業労政課 一般会計＞                   （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

大店立地法に関す

る事務 

「大規模小売店舗立地法」に基

づき、大規模小売店舗の立地に

際し、その周辺地域の生活環境

を保持する。 

①同法に基づく届出の適切な

処理 

②大規模小売店舗立地審議会

の開催 

355 80 

中心市街地活性化

基本計画の推進 

本市中心市街地（静岡地区・清

水地区）の活性化を総合的・一

体的に図る「静岡市中心市街地

活性化基本計画」を推進する。 

①同計画進捗管理に係る内閣

府との協議等 

②静岡市中心市街地活性化検

討協議会への補助金交付 

③同協議会への出席 

11,980 11,758 

清水七夕まつり開

催への助成 

清水七夕まつりの開催を支援

する。 

①清水七夕まつり開催補助金

の交付 

②清水庁舎七夕飾り制作等委

託の実施 

③同事業実行委員会への出席 

7,491 7,491 

商店街活動への支

援 

商店街を中心とした本市商業

の振興に向け、総合的な方向性

を審議する。 

商店街が実施する、来街者増加

や魅力向上に向けた取組みを

支援する。 

①静岡市商業振興審議会の開

催 

②商店街イベント振興事業補

助金の交付 

③商店街トータルサポート事

業補助金の交付 

④商店街一店逸品運動推進事

業補助金の交付 

21,858 18,064 

茶販路拡張事業へ

の支援 

静岡茶商工業協同組合が実施

する、お茶の消費拡大に向けた

取組みを支援する。 

茶販路拡張事業補助金の交付 

3,000 3,000 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

地元就職・Ｕター

ン就職の促進 

大学生・短大生・専門学校生・

高校生及び保護者に対し、市内

の魅力ある業界・企業の情報発

信と認知度向上を図り、就職に

つなげる。 

企業と学生の交流会、首都圏か

ら市内企業へのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加

旅費助成、大学就職部と企業の

採用担当者の交流会、高校生ｲﾝ

ﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ業務、情報ｻ

ｲﾄ「しずまっち」の運営、企業

の求人ﾆｰｽ （゙企業ｶﾙﾃ）の情報集

約、ｲﾍﾞﾝﾄ等出張相談の実施 

19,327 17,060 

就活よろず支援体

制強化事業 

若年層の市内企業への就労促

進を目的に、就活生等に対する

効率的な情報提供のためのｻｲﾄ

改修（平成 29年度ﾘﾆｭｰｱﾙ予定）、

市内企業の採用・求人力の強化

を行う。 

情報ｻｲﾄ「しずまっち」ｼｽﾃﾑ改

修、市内企業向け採用・求人力

強化ｾﾐﾅｰの開催及び実践機会

の創出 
4,750 4,746 

内職あっせん事業

補助金 

家庭婦人、高齢者及び心身障害

者等の家内労働者の福祉向上 

公益財団法人静岡授産福祉セ

ンターが行う内職あっせん事

業に対し、補助金を交付 

8,219 8,219 

職業訓練法人運営

費補助金 

職業人として有為な労働者の

養成 

認定訓練事業を行う職業訓練

法人静岡技能協会に対し、補助

金を交付 

10,171 9,696 

女性の就労環境の

整備 

女性が働きやすい職場環境を

整備し、事業所における女性の

活躍を推進する。 

積極的に取組む事業所の表彰、

優れた取組事例の取材・特集サ

イトへの掲載、先進企業とこれ

から取組む企業の交流会を開

催 

4,089 3,411 

勤労者福祉サービ

スセンター支援 

中小企業への就職、就労定着支

援策として、市内事業所の約 8

割を占める中小企業の勤労者

に対し、福利厚生事業の充実を

図る。 

福利厚生サービスを提供する

同センターへ補助金を交付し、

共済事業、福利厚生事業、融資

促進事業、退職金制度促進事業

を実施 

39,126 39,126 

勤労者福祉センタ

ー管理運営事業 

勤労者その他一般市民の文化

教養の向上、健康の増進及び余

暇利用の充実を図る。 

施設の維持管理を行うととも

に、勤労者その他一般市民向け

に様々な講座、教室を開催 

247,451 244,046 

その他の事業 － － 100,985 33,076 

商業労政課合計 478,802 399,773 
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２．中心市街地活性化基本計画の推進事業 

 

事務事業名 中心市街地活性化基本計画の推進事業 

事業目的 本市中心市街地（静岡地区・清水地区）の活性化を総合的・

一体的に図る「静岡市中心市街地活性化基本計画」を推進

する。 

事業内容 ①同計画進捗管理に係る内閣府との協議等 

②静岡市中心市街地活性化検討協議会への補助金交付 

③同協議会への出席 

事業予算 11,980千円 

決算額 11,758千円 

 

1990 年代から地方都市における郊外化、中心部の空洞化が進み、その結果、都市全

体の活力の低下や公共施設の維持管理費の増大が懸念されるようになった。拡大を続

ける市街地に対し、人口減少・少子高齢化に対応するためには、都市機能の拡散を防ぎ、

住宅、商業施設、学校や病院といった公共施設の集約が必要であるという理念に基づ

き、いわゆるコンパクトシティを目指したまちづくりが提唱されることとなった。 

平成 10年 7月、都市中心部の衰退に歯止めをかけ、賑わいを取り戻すことを目的と

して「中心市街地の活性化に関する法律（平成 10 年 6 月 30 日法律第 92 号）（通称、

中心市街地活性化法）」が施行された。同法で定められた中心市街地活性化制度とは、

各自治体において「中心市街地活性化基本計画（以下、「基本計画」という。）」を策定

し内閣府の認定を得ることで、計画の推進に関する交付金や税制面での優遇措置など

国からの支援を受けられる制度である。 

認定を受けた基本計画は法律及び基本方針に基づき、自治体自らが事業等の進捗状

況や目標達成状況をフォローアップ（自己評価）する必要があり、計画期間中に実施す

る「定期フォローアップ」と計画期間終了時に実施する「最終フォローアップ」の 2種

類ある。 

基本的には、一つの自治体ごとに一つの基本計画を策定し、一地区を対象としている

が、複数都市の合併により発足した経緯から、市は静岡地区、清水地区の二つの地区を

取りまとめた基本計画を定めている。これは、全国初の事例である。 
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（１）市の中心市街地活性化基本計画の策定・進行状況 

 市の基本計画の策定・進行状況は下表のとおりである。平成 28 年度は第 2期計画

の進行年度である。 

  

＜市の中心市街地活性化基本計画の策定・進行状況＞ 

期 

状況 

作成 

主体 
基本計画の名称 計画期間 

第 1期 

終了 

市 静岡市中心市街地活性化基本計画（静岡地区） 

静岡市中心市街地活性化基本計画（清水地区） 

平成 21年度～平成 25年度 

（5年間） 

第 2期 

進行中 

市 静岡市中心市街地活性化基本計画 平成 28年度～平成 32年度 

（5年間） 

① 第 1期計画の最終フォローアップ 

第 1 期計画において、市は静岡地区、清水地区の両地区に異なる数値目標を設定し

ており、静岡地区においては歩行者通行量、年間小売販売額、施設利用者数の 3指標、

清水地区においては居住人口、観光交流客数、歩行者通行量の 3 指標について目標値

を設定した。 

計画期間満了に伴い、市は平成 26年度に第 1 期計画の最終フォローアップを実施し

た。事業は計画どおり進捗・完了したものの、目標値を達成した指標は、静岡地区にお

ける施設利用者数のみであり、全 6 指標のうち 4 指標は計画開始時点の基準値を下回

る結果となっている。 

それぞれの目標値及び実績値は以下のとおりである。 

＜第 1期 中心市街地活性化基本計画の目標値及び実績値＞ 

 
目標 指標 

基準値 

平成 19 年度 

目標値 

平成 25年度 

実績値 

平成 25 年度 

達成 

状況 

静

岡

地

区 

「人」が主役の憩

い・くつろぎのまち 

歩行者通行量 28,232人 30,500人 24,784人 C 

「人」が集まる魅

力・にぎわいのまち 

年間小売販売額 1,553億円 1,684億円 1,336億円 C 

施設利用者数（※） 168万人 180 万人 212万人 A 

清

水

地

区 

暮らしたくなるみ

なとまち 

居住人口 6,715人 7,484人 6,857人 B 

にぎわいあふれる

みなとまち 

観光交流客数 728万人 800 万人 633万人 C 

魅力がつながるみ

なとまち 

歩行者通行量 8,394人 8,400人 7,395人 C 

（※）中心市街地内の 9 施設（仮称・静岡市立美術館、静岡科学館、御幸町図書館、静岡市民文化会館、駿府城

東御門・巽櫓、紅葉山庭園、駿府博物館、静岡音楽館 AOI、市民ギャラリー）の利用者数 
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（注）達成状況欄の見方 

Ａ 計画した事業は概ね予定どおり進捗・完了。さらに、最新の実績でも目標値を超えることができた。 

ａ 計画した事業は予定どおり進捗・完了しなかった。一方、最新の実績では目標値を超えることができた。 

Ｂ 計画した事業は概ね予定どおり進捗・完了。一方、最新の実績では基準値は超えることができたが、目

標値には及ばず。 

ｂ 計画した事業は予定どおり進捗・完了しなかった。また、最新の実績では目標値および基準値にも及ば

なかった。 

Ｃ 計画した事業は概ね予定どおり進捗・完了。一方、最新の実績では目標値および基準値にも及ばなかっ

た。 

ｃ 計画した事業は予定どおり進捗・完了しなかった。また、最新の実績では基準値を超えることができた

が、目標値には及ばず。 

（出典：市作成「認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関する報告」を監査人加工） 

 

ただし、総務省発表の報道資料「地域活性化に関する行政評価・監視＜結果に基づく

勧告＞（平成 28年 7 月 29日）」によれば、平成 18年度から 20年度までに地方都市が

策定した 44の基本計画のうち、41％の計画で「全指標が目標達成度 7 割未満」となっ

ており、「全指標が目標達成」した計画は 0 である。 

このような状況を踏まえると、目標値は大半が未達となったものの、他都市と比較し

て市の目標設定や各種施策が劣っているとまでは言えない。 

 

＜中心市街地活性化基本計画の目標達成状況＞ 

目標達成状況 計画数 割合 

「全指標が目標達成」 0 0％ 

「全指標が目標達成度 7割以上」 0 0％ 

「複数指標のうち 1指標以上が目標達成度 7割以上」 26 59％ 

「全指標が目標達成度 7割未満」 18 41％ 

計 44 100％ 

（出典：総務省作成「地域活性化に関する行政評価・監視＜結果に基づく勧告＞）」に基づき監査人作成） 

 

市は、施設利用者数以外の指標が目標未達となった要因を静岡地区、清水地区のそれ

ぞれについて次のように分析している。 

３．活性化が図られた（図られなかった）要因（静岡市としての見解） 

大きく活性化が図られなかった前提として、東日本大震災による社会的・精神的影響や、リーマ

ンショックによる経済停滞等、本市を取り巻く外的要因が大きく影響した事実は否めない。 

静岡地区中心市街地においては、（中略）、個々の事業では一定の成果を上げた。ただ、〝商都〟

と称される本市においては、目標指標の 1 つである年間小売販売額が未達成であることに表され

ているように、商業機能が十分に改善していないことが、区域全体の活性化が十分に果たされなか
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った主な要因の一つであると推察する。 

それら負の要因に対するため、計画期間内に４度の計画変更を行った。（以下、略） 

（出典：市作成「認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関する報告（静岡地区）」） 

３．活性化が図られた（図られなかった）要因（静岡市としての見解） 

大きく活性化が図られなかった前提として、東日本大震災による社会的・精神的影響や、リーマ

ンショックによる経済停滞等、本市を取り巻く外的要因が大きく影響した事実は否めない。東日本

大震災を経て、将来予想される南海トラフ地震による津波がより一層危惧されるようにもなり、沿

岸部に位置する清水地区中心市街地への事業投資や居住が控えられる傾向となったことも、大きな

要因の一つと推察する。 

清水地区中心市街地においては、（中略）、個々の事業では一定の成果を上げた。ただ、それら個々

の事業を繋ぐ・巡る連携が十分に図られず、地域全体の活性化に繋がらなかったものと推察する。 

それら負の要因に対するため、計画期間内に３度の計画変更を行った。（以下、略） 

（出典：市作成「認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関する報告（清水地区）」） 

 

静岡、清水の両地区ともに計画未達の要因として東日本大震災による社会的・精神的

影響や、リーマンショックによる経済停滞等の外的要因を理由として挙げているが、当

該事象が静岡地区、清水地区それぞれに与える影響や各指標に与える影響は異なるは

ずである。清水地区で目標を設定した各指標のうち、観光交流客数と歩行者通行量とは

基準値を下回っているが、一方で居住人口は基準値を上回っており、単純にこれら外部

要因による影響のみが目標未達の要因になったとは考え難い。 

  

確かに東日本大震災やリーマンショックが一つの要因となった事実は否めないが、

それをもって要因分析を終わらせるのではなく、施策自体の効果と外的要因による影

響をそれぞれ測定し、施策自体は効果があったものの外的要因により目標未達となっ

たのか、それとも施策の効果自体が不十分だったのか、そもそも設定した目標値が適切

ではなかったのか、など多面的に検証することが求められる。 

進行中の第 2 期計画において、前（第 1 期）計画の検証を記載しているが、第 1 期

計画の「最終フォローアップに関する報告」からの抜粋が中心であり、目標が未達とな

った要因について深く言及はされていない。 

市は目標未達の要因として、外的要因以外に、静岡地区において「商業機能が十分に

改善していない」こと、清水地区においては「個々の事業を繋ぐ・巡る連携が十分に図

られず」地域全体の活性化に繋がらなかったことを挙げているが、なぜ商業機能が十分

に改善しなかったのか、なぜ個々の事業を繋ぐ・巡る連携が十分に図られなかったのか

を突き詰めて検討し、第 2期の計画において、それら課題の改善に努めるべきである。 

 

（監査意見 12）中心市街地活性化基本計画のフォローアップについて 

市は、平成 20年度に策定した第 1 期中心市街地活性化基本計画の終了に伴い平成 27



72 

 

年度に第 2 期計画を策定しているが、第 1 期計画において設定した目標値について、

未達となった要因の分析が不十分である。 

第 1 期計画において目標未達となった要因を多面的に分析することで具体的に課題

を洗い出し、第 2期計画に反映させることが望ましい。 

 

② 第 2期計画の進行状況 

市は、第 2 期計画で目標とする指標の見直しを行っており、静岡地区においては歩

行者通行量、主要な通りの店舗・事業所数の 2指標について、清水地区においては観光

客数、滞在時間の 2 指標について目標値を設定している。それぞれの目標値及び最新

値は以下のとおりである。 

＜第 2期 中心市街地活性化基本計画の目標値及び最新値＞ 

 
目標 指標 

基準値 

平成 26年度 

目標値 

平成 32年度 

最新値 

平成 28 年度 

達成 

状況 

静

岡

地

区 

〝わくわく ドキド

キ〟にぎわいと活

力のまち 

 

〝てくてく らくら

く〟にぎわいと活

力のまち 

主要な通りの店

舗・事業所数 

540件 555 件 532件 A 

歩行者通行量 

（※） 

6,445人 7,123人 6,111人 A 

清

水

地

区 

〝わくわく ドキド

キ〟にぎわいと活

力のまち 

 

〝てくてく らくら

く〟にぎわいと活

力のまち 

観光客数 

（※） 

646万人 677万人 655万人 B 

滞在時間 2.8時間 3.0時間 3.0時間 A 

（※）これらの 2指標は、第 1期計画とは集計方法が異なる。 

（注）達成状況欄の見方 

Ａ 取組（事業等）に進捗状況が順調であり、目標達成可能であると見込まれる。 

Ｂ 取組の進捗状況は概ね予定どおりだが、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる

必要がある。 

Ｃ 取組の進捗状況は予定どおりではないものの、目標達成可能と見込まれ、引き続き最大限努力していく。 

Ｄ 取組の進捗に支障が生じているなど、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる必

要がある。 

（出典：市作成「平成２８年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアップに関する報告」を監査人が編集） 
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これら指標の目標値達成に向け、市は全 143 の事業を基本計画に織り込んでおり、

特に以下の事業等を計画の目標達成に寄与する主要事業としている。 

【静岡地区】 

◎静岡呉服町第二地区第一種市街地再開発事業 

◎静岡七間町地区優良建築物等整備事業 

◎静岡市歴史文化施設建設事業 

◎御伝鷹エリア共通駐車場システム「御伝鷹にとめざー」構築事業 

【清水地区】 

◎清水駅東口歩行者デッキ（ペデストリアンデッキ）延伸事業 

◎（仮称）清水区本郷町大規模小売店舗跡整備事業 

◎富士山コスプレ世界大会開催事業 

◎静岡市中心市街地情報交換会開催事業 

 

第 2 期基本計画の策定にあたり市民のニーズやウォンツを把握するため、市は、市

民意識調査を始めとするアンケート調査、パブリックコメントの募集等を行った。以下

はそれら調査の一環である「平成 25年度静岡市市民意識調査（実施期間：平成 25 年 7

月 1 日～22 日 回答者：20 歳以上の市民 2,090 人）」において、中心市街地の現状に

ついて「どちらかといえば不満がある」「不満がある」と回答した市民が、不満の理由

を回答したものである。 
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（出典：平成 25年度静岡市市民意識調査【中心市街地の活性化について】） 

 

静岡地区、清水地区ともに「商店街に活気がない」ことが不満理由の第一位であり、

第二位は静岡地区では「駐車場・駐輪場などが少ない」、清水地区では「利用できる施

設などがない」となっている。 

「駐車場の利用が不便」、「中心市街地は自転車が多く止まっており、車いす利用者が

通行し難い」、「駐輪禁止区域に自転車が多数駐輪されている。駐輪場が無いことも原因

と思われる」、「駐輪場の利用を促進し、路上駐車を減少させるべき」といった内容のパ

ブリックコメントも寄せられており、静岡地区では特に駐車場・駐輪場に対する市民の

ニーズが高いことが伺える。 

基本計画に掲げられた各事業のうち、「静岡呉服町第二地区第一種市街地再開発事業」

や「静岡七間町地区優良建築物等整備事業」といった事業は整備予定の施設に駐輪場が

含まれるため、駐輪場の拡大が見込まれるが、これら施設の駐輪場は施設利用者を対象

としたものであり、特に放置自転車が目立つ青葉通りや紺屋町の呉服通りからは離れ

た場所に位置している。 

市は、市街地内にいくつかの市営駐輪場を設置しているが、これら駐輪場の利用を促
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進する事業や市営駐輪場の増設といった事業は基本計画に含まれていない。 

市の交通を所管する都市局都市計画部 交通政策課では、「青葉通り駐輪場みがきあ

げ社会実験（平成 25 年 12 月 16 日 ～平成 26 年 2 月 16 日に実施したもので現在は終

了している）」を実施し、まちなかの駐輪場の利便性向上がまちのにぎわいに与える影

響を検証している。この実験結果として駐輪場利用者の増加や放置自転車の減少とい

った効果が表れている。 

 

（監査意見 13）中心市街地活性化基本計画への市民ニーズの反映について 

中心市街地活性化に関する市民のニーズとしては、まちなかの駐輪場の拡充を希望

する声が大きいが、中心市街地活性化基本計画においてニーズに合致するような施策

が不足している。駐輪場の整備は商業労政課の所管ではないものの、計画の取りまとめ

に当たり各事業を所管する課と連携し、市民のニーズに合致するような基本計画を策

定することが望ましい。 

 

（２）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における基本計画の推進事業の成果指標として、以下

のとおり①協議会自主事業実施件数及び②協議会自主事業参加者数（清水地域資源コ

ンテンツ活用事業）の 2 つを設定している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

①協議会自主事業

実施件数 
①6 件 ①6件 A 

・計画どおり事業を実施し、目標を上回

る成果が得られ、中心市街地における

にぎわい創出や回遊性向上等に寄与し

た。 

②協議会自主事業

参加者数（清水地

域資源コンテンツ

活用事業） 

②14,000人 ②16,200人 A 

 

基本計画は市と民間主体とが相互に連携して遂行するものであり、「中心市街地の活

性化に関する法律」に基づき、市と民間主体の協議の場として「静岡市中心市街地活性

化検討協議会（以下、協議会）」が設置されている。 

市は、協議会の活動のための補助金を交付しており、当該事業の内容としては、「基

本計画の進捗管理」と「協議会への補助金交付」の 2種類に大別される。 

基本計画内で設定した目標値ではなく、協議会で実施する自主事業の件数及び参加

者を成果指標として設定した理由を市に質問したところ、回答は以下のとおりである。 
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 中心市街地活性化基本計画に登載されている各事業ごと、所管課で事務事業評価が実

施されていること、また、中心市街地活性化基本計画の 4つの数値目標については、各

年度定期フォローアップを行い内閣府へ報告するとともに、静岡市 HP で公開している

ことから、事務事業評価については中心市街地活性化検討協議会で実施する自主事業を

成果指標としています。 

 

（指摘事項 9）適切な事業評価の実施について 

中心市街地活性化基本計画の推進事業の目的は「中心市街地（静岡地区・清水地区）

の活性化を総合的・一体的に図る『静岡市中心市街地活性化基本計画』を推進する」こ

とであり、静岡市中心市街地活性化検討協議会への補助金の交付以外に、同計画の推進

が事業内容として含まれている。 

補助金の交付は協議会における自主事業の実施自体を目的としたものではなく、自

主事業によりまちなかの賑わいを創出することを目的としているため、自主事業の実

施件数を事業評価の成果指標とすることは適切ではない。 

一方で、協議会自主事業参加者数（清水地域資源コンテンツ活用事業）は清水地区で

のイベントを対象としており、この指標のみでは静岡地区に関する効果測定が不十分

である。 

必ずしも基本計画内で設定した目標値を事務事業の成果指標と一致させる必要はな

いが、市の仕事の実施状況や効果を公表するという事業評価の目的に照らし、成果指標

の設定を協議会の活動に絞るのではなく、基本計画全体の進捗状況や効果を測定でき

るものを成果指標として設定する必要がある。 
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３．茶販路拡張事業への支援事業 

 

事務事業名 茶販路拡張事業への支援事業 

事業目的 静岡茶商工業協同組合が実施する、お茶の消費拡大に向

けた取組みを支援する。 

事業内容 茶販路拡張事業補助金の交付 

事業予算 3,000千円 

決算額 3,000千円 

 

当該事業は静岡茶商工業協同組合への茶販路拡張事業補助金の交付である。同組合

では、お茶の普及と消費拡大のための宣伝事業などを実施しており、JR 静岡駅北口地

下道で喫茶店「喫茶一茶」の経営なども行っている。 

市は、お茶に関する施策として茶どころ日本一委員会への参加、「お茶のまち静岡」

推進事業、井川大日峠にあるお茶蔵の管理、茶業経営人材育成事業、茶園地再編対策事

業補助金、茶業振興協議会負担金、お茶の産地づくり推進事業補助金、茶手揉保存事業

補助金、茶文化振興事業費といった各種施策を実施しているが、これら施策は農林水産

部農業政策課の所管である。 

市によれば、茶販路拡張事業も平成 25年度までは農林水産部農業政策課が所管して

いたが、商工部の持つ商業に係るノウハウの活用により、商業（販売）の側面から茶の

振興を図ることを目的として平成 26年度から商工部商業労政課の所管となったとのこ

とである。 

 

（監査意見 14）所管の集約について 

商工部商業労政課において茶販路拡張事業への支援として静岡茶商工業協同組合に

補助金を交付している。農林水産部農業政策課でも、お茶の消費拡大を目的とした各種

政策を実施しており、同組合は、主にお茶の普及と消費拡大のための各種の宣伝事業を

実施していることから、商工部の持つ商業に係るノウハウの活用よりも、農林水産部が

持つ他のお茶関連事業のノウハウを活用できる余地の方が大きいと考えられる。 

所管課の集約により、担当者の知識、経験が蓄積される、他施策との相乗効果を見込

める、活動内容の重複を適時に把握できるなどのメリットがあるため、より効果的な事

業実施のため、茶販路拡張事業補助金の所管課のあり方を検討することが望ましい。 

 

（１）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における茶販路拡張事業への支援事業の成果指標とし

て、茶販路拡張事業補助金の交付先である静岡茶商工業協同組合が実施したイベント

等の実施件数としている。 
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指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

茶販路拡張に向け

たイベント等の実

施件数 

8件 8件 A 
計画どおり事業を実施し、目標どおりの

成果を得られた。 

 

（指摘事項 10）適切な事業評価の実施について 

「静岡市茶販路拡張事業補助金交付要綱」には、補助金交付の目的として、「静岡の

お茶（静岡市内において生産され、加工され、又は流通するお茶をいう。）の消費を拡

大することによって、市内の茶業（静岡のお茶の生産、加工又は流通に関する事業をい

う。）の振興を図るため」とある。 

イベント等の実施それ自体が補助金の交付目的ではなく、また、イベント等の実施件

数は直近 3 ヵ年の実績値も 8 件と安定的に推移していることから、茶販路拡張に向け

たイベント等の実施件数を事業評価の成果指標とすることは適切ではない。 

市の仕事の実施状況や効果を公表するという事業評価の目的に照らし、イベント等

への参加者数やアンケートによる認知度調査の結果など、実施したイベント等の効果

を適切に測定できる指標を成果指標とする必要がある。 
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４．内職あっせん事業補助金 

 

事務事業名 内職あっせん事業補助金 

事業目的 家庭婦人、高齢者及び心身障害者等の家内労働者の福祉

向上 

事業内容 公益財団法人静岡授産福祉センターが行う内職あっせん

事業に対し、補助金を交付 

事業予算 8,219千円 

決算額 8,219千円 

当該事業は公益財団法人静岡授産福祉センターへの内職あっせん事業補助金の交付

である。同センターでは、家庭の主婦、高齢者、障害者等を対象に内職のあっせん及び

各種の技術指導を行っている。 

 

（１）補助金の補助対象経費 

静岡市内職あっせん事業補助金交付要綱において、以下のとおり補助対象経費が定

められている。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、内職あっせん事業に

要する経費であって、次に掲げるものとする。 

（１）役員報酬、給料手当、賞与、法定福利費、福利厚生費、退職給付費用、通信運搬費、消耗什

器備品費、消耗品費、修繕費、委託費、賃借料、印刷製本費、燃料費、光熱水費、広報費及び雑費 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める経費 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

（出典：「静岡市内職あっせん事業補助金交付要綱」） 

 

平成 14年 3月に国の行政改革推進事務局より「公益法人に対する行政の関与の在り

方の改革実施計画」が公表され、国から公益法人に交付する補助金等の見直しが行われ

た。改革実施計画の中で①第三者分配型補助金等(いわゆる丸投げ)、②補助金依存型公

益法人(いわゆる丸抱え)、③役員報酬助成の廃止の 3 つの措置が講じられた。役員報

酬助成の廃止について、当計画内で下記の考え方が示されている。 

３．役員報酬に対する助成 

(1) 基本的考え方  

  公益法人の役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の運営に国が実質的に関与することにな

りかねないことから、公益法人に対する補助金等による助成は、特段の理由のあるものを除き、一

律に廃止するとともに、今後これを行わないこととする。   

（出典：行政改革推進本部「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」） 
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公益財団法人静岡授産福祉センターへの内職あっせん事業補助金の交付にあたり、

役員報酬に対する助成を行っている理由について市に質問したところ、回答は以下の

とおりである。 

 役員報酬は、業務執行の決定やその監査を実施する理事及び監事に対して支払うものです。当補

助金は、運営費補助金であることから、要綱制定時において、当該経費は当該法人が補助対象事業

を行うための必要経費であると判断し、補助対象経費に含めております。 

 

補助金は公益性の高い特定の事業や活動を推進することを目的として導入されるも

のであるが、本来、活動主体となる団体は自主財源で自立した運営を行うことが原則で

ある。事業の性質上、運営費の補助が必要不可欠な団体も存在すると考えられるが、そ

の公益性・公平性を慎重に検討したうえで補助金を交付すべきである。 

 

（指摘事項 11）役員報酬への補助について 

静岡市内職あっせん事業補助金交付要綱では、補助対象経費の中に役員報酬が含ま

れている。本来、活動主体となる団体は自主財源で自立した運営を行うことが原則であ

り、事業費補助は可能な限り縮小を検討すべきである。 

国の方針でも、公益法人に対する補助金等による役員報酬の助成は、特段の理由のあ

るものを除き、一律に廃止するとともに今後これを行わないとしている。 

現状、役員報酬への補助を廃止することで当事業を継続できなくなるほどの理由は

見当たらず、役員報酬への補助については廃止を検討する必要がある。 
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５．勤労者福祉センター管理運営事業 

 

事務事業名 勤労者福祉センター管理運営事業 

事業目的 勤労者その他一般市民の文化教養の向上、健康の増進及

び余暇利用の充実を図る。 

事業内容 施設の維持管理を行うとともに、勤労者その他一般市民

向けに様々な講座、教室を開催 

事業予算 247,451千円 

決算額 244,046千円 

 

勤労者福祉センターとは、勤労者の勤労意欲の向上を図り、もって雇用の安定に資す

ることを目的として設置され、勤労者が教養、文化、体育、レクリエーション等を行う

ために提供される施設である。 

根拠法令は昭和 36 年に制定された雇用促進事業団法まで遡る。企業規模の違いによ

る福利厚生の格差を是正することを目的として、特殊法人 雇用促進事業団（現：独立

行政法人雇用・能力開発機構）が勤労者福祉施設を全国に建設したことが始まりだが、

その後、施設の老朽化や採算性の悪化などの課題が山積し、平成 17 年度までに 2,070

施設すべてが自治体等に譲渡又は廃止されたという経緯がある。 

市は、東部、南部、北部に 1 ヶ所ずつ、計 3ヶ所の勤労者福祉センターを設置してい

る。なお、東部勤労者福祉センターについては現地視察を実施した。 

 

（１）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における勤労者福祉センター管理運営事業の成果指標

として、以下のとおり指定講座・自主講座の受講者満足度のみを設定している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

受講者満足度 9割 94% A 
各センターとも目標値を上回る満足度を

達成できたため。 

 

（指摘事項 12）適切な事業評価の実施について 

勤労者福祉センター管理運営事業は公の施設を管理運営する事業であり、各種講座

の開催だけではなく研修室の貸し出しやフィットネス施設の運営等も行っている。当

該事業の管理対象となる施設は規模が大きく、施設の管理運営に係るコストと利用者

の便益とを適切に比較考量すべきだが、現状、事業評価の成果指標として研修の受講者

満足度のみが採用されており、施設の稼働率など利用状況に関する数値は成果指標と

して設定されていない。 
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市の仕事の実施状況や効果を公表するという事業評価の目的に照らし、講座の受講

者満足度のみを成果指標とするのではなく、施設の利用者数や貸館の稼働率なども成

果指標として設定する必要がある。 

 

（２）東部勤労者福祉センター（施設名称：清水テルサ） 

東部勤労者福祉センターの概要は以下のとおりである。 

 

 

清水テルサ：施設外観 

＜施設概要＞ 

所在地 清水区島崎町 223 

設置条例 静岡市勤労者福祉センター条例 

運営形態 指定管理 

指定管理者 清水テルサ管理運営共同事業体 

＜施設情報＞ 

施設群/分類 産業振興施設 / 勤労者福祉センター 

築年数 17年 

耐震対応 100.0% 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

面積 敷地面積 5,421.64㎡、延床面積 10,721.36㎡ 

貸出施設 多目的ホール 507人×1室、楽屋 15 人×2室、2人×1室 

会議室 50 人×2 室、24 人×2 室、18 人×1 室（会議室 50 人×2 室、

24人×1 室は繋げて 180人×1室として使用可） 

研修室 90人×1室、45人×1室 

コンピュータールーム 25人×2室 

和室 16人×3室、茶室 8人×1室、リハーサル室 60 人×1 室 

音楽練習室 20人×1室、10 人×1 室、6人×1室、4 人×3 室 

フィットネスルーム 35人×1室、20人×1室、プール 

貸出器具 ビデオプロジェクター220 インチ、150 インチ、100 インチ、70 イン
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チ、42インチ、移動式ビデオプロジェクター、7階パントリー、1階

パントリー、照明設備、コンサートピアノ、アンサンブルピアノ、茶

道具、金屏風、パーテーション、白布、毛氈、舞台照明・音響特別仕

様、パソコン 

開館時間 

休所日 

事務局 

開館時間：9：00～22：00 

休所日 ：毎月第 2・4月曜日および年末年始 

フィットネス 

開館時間：10：00～22：00 

休所日 ：毎週月曜日 ※月曜が祝日の場合は翌平日休館 

 

東部勤労者福祉センターの収支・稼働状況は下表のとおりである。 

＜東部勤労者福祉センター 稼働率・収支状況 5ヶ年推移＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

 収入 A 78,420 79,211 76,852 83,185 5,415 

 利用料収入 B - - - - 79,624 

 支出 C 277,959 274,503 284,351 266,632 181,797 

稼働状況 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 

年間利用者数 （人） 365,014 349,523 324,149 314,706 326,261 

開館日数 （日） 335 335 335 336 335 

（注）平成 28年度より利用料金制を導入しているため、利用料収入は別掲した。 

 

① 東部勤労者福祉センターの耐震状況について 

市は、市有財産の適正管理を行うことを目的として「静岡市アセットマネジメント基

本方針」を定めている。これと整合するように平成 27年 4月に「静岡市公共建築物耐

震対策推進計画（以下、「耐震対策推進計画」という。）」を策定、公表し、大規模地震

災害に備えて公共建築物の耐震化を推進している。 

同計画で定められる耐震対策は建築物の構造に関する対策（以下、構造耐震対策）と

特定天井、昇降機等の建築設備の非構造部材に関する対策（以下、非構造部材耐震対策）

の 2つに大別される。 

 

耐震対策 構造耐震対策 

非構造部材耐震対策 特定天井対策 

その他非構造部材対策 

建築設備の対策 
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特定天井とは、脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天井、いわゆる吊り天

井を指している。その危険性から緊急の対策が必要とされ、耐震対策推進計画において

特定天井対策は優先順位「高」と位置づけられている。市は、平成 30年度末時点で全

ての特定天井対策を完了することを目標として掲げている。 

公共施設である東部勤労者福祉センターは耐震対策推進計画の対象であり、1階のエ

ントランスホール及びテルサホールに吊り天井が設置されているため、特定天井対策

が必要な施設としてリストアップされている。 

市に特定天井対策の進捗状況について質問したところ、回答は以下のとおりである。 

特定天井対策においては、建築基準法施行令に基づき、脱落防止対策を施すこととしており、平

成 31年度の改修工事に向け、現在、関係課との検討を進めているところです。 

【今後のスケジュール】 

・平成 30年 7月：公共建築課へ「概算工事費依頼」を提出 

・平成 30年 10月：概算工事費で予算要求 

・平成 31年 3月：公共建築課に「委嘱書」を提出 

・平成 31年 5月：天井改修の業者入札 

・平成 31年 7月：業者決定後、改修実施 

・平成 32年 2月頃：改修終了 

 

平成 30年度末時点までに特定天井対策が完了しない理由は、耐震対策推進計画の策

定時において財源として市債を充てることが検討されていたが、その時点で具体的な

市債の種類などは特定されておらず、財源の確保について具体的に検討されていなか

ったためである。 

平成 29年度に入り、「緊急防災・減災事業債」制度を財源として特定天井対策を進め

ることとしたが、同制度を財源として活用できる施設は「災害対策基本法（昭和 36年

法律第 223 号）に基づく指定緊急避難場所及び指定避難所（以下「指定避難所」とい

う。）において防災機能を強化するための施設」に限定される。東部勤労者福祉センタ

ーは平成 29 年度において指定避難所として認定されたため、平成 31 年度中の改修工

事終了に向けて手続きを進めているところである。 

 

（指摘事項 13）耐震対策推進計画の策定について 

市は、耐震対策推進計画において特定天井対策の優先順位は高いとし、平成 30年度

末時点ですべての対象建築物の対策を完了することを目標として掲げている。 

東部勤労者福祉センターは 2 つの特定天井を有するものの、耐震対策推進計画の策

定時に明確な財源の確保が行われなかったため、結果として、目標とした平成 30 年度

末時点までに改修工事を完了することができなくなっている。これは、耐震対策推進計

画の策定にあたり平成 30年度末時点で対策を完了するという期限のみが掲げられ、財

源の確保や具体的なスケジュールについて詳細が詰められていなかったことが原因で
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ある。計画を策定し、目標を設定する際には、達成のための手段を明確にしておくこと

が必要である。 

 

② 雨漏りの修繕について 

施設往査時に 7 階で雨漏りしている箇所を発見した。発生時期及び修繕の予定につ

いて市に質問したところ、雇用促進事業団から施設を譲り受けた平成 17年度以前から

現在に至るまで施設の各所で雨漏りが発生しており、平成 21 年度から 23 年度にかけ

て東部勤労者福祉センターの建築業者に修繕を依頼したものの、根本的な原因は判明

しなかった。原因究明のため大規模な追加調査が必要となる可能性もあり、雨漏り発生

箇所にバケツを置くなどし、その都度対処している状況である。 

 

  

清水テルサ：7階廊下 

 

指定管理者から市に提出された雨漏り箇所の報告によれば、以下のとおり膨大な箇

所で雨漏りが発生している。 

＜雨漏り発生箇所に関する指定管理者の報告＞ 

発生日 階 場所 詳細 

不明 8 レストラン 西側テラス出入口天井 

不明 8 厨房 サッシ 

平成 21年 3月 14日 7 会議室小１ 西側サッシ 

平成 21年 7月 24日 7 会議室小１ 北側サッシ角 

他、会議室小１で平成 24年 12月 19日～平成 23年 7月 21日にかけて 5件発生 

平成 27年 10月 2日 7 会議室小２   

平成 26年 10月 13日 7 会議室小２   

平成 18年 6月 16日 7 西側休憩所 
天井 

※開館当初より雨漏り防水工事実施したが止まらない 

他、西側休憩所で平成 18年 6月 24日～平成 24年 6月 19日にかけて 3件発生 

その他、会議室 A～C、プール、ホール、スタジオ、パソコンルームなど施設の各所で計 68件もの報告有 
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（指摘事項 14）東部勤労者福祉センターの修繕について 

東部勤労者福祉センターへの訪問時に、永らく修繕されていない雨漏りを発見した。

指定管理者との契約上、建物の維持管理に係る修繕費は指定管理者の負担となる旨が

定められているが、雨漏りの発生原因は建物の構造的な欠陥によるものと考えられ、指

定管理者が修繕費の中で対応すべき範囲を超えている。 

雨漏りを放置すると、建物の躯体に深刻な影響を及ぼしかねない。建物の寿命が縮ま

り、安全面の問題が生じる可能性もあるため、市は早急に今後の対応方針を明確にする

必要がある。 

 

③ 東部勤労者福祉センターにおける備品管理 

施設への訪問時に、以下 2 点について確認し市の備品管理が適切に行われているか

どうかを検証した。 

・市の備品が適切に備品台帳に登録されているかどうか 

・市の備品に適切に備品管理シールが貼付されているかどうか 

その結果、以下の検出事項があった。 

物品 設置場所 検出事項 

プランター 7階通路 備品台帳に登録されていない。 

備品管理シールが貼付されていない。 

DVDプレーヤー 小会議室 備品台帳に登録されていない。 

備品管理シールが貼付されていない。 

スピーカー 和室 備品台帳に登録されていない。 

備品管理シールが貼付されていない。 

傘立て（業務用の

大型のもの） 

地下倉庫 備品台帳に登録されており備品管理シールも貼付さ

れているが、故障のため現在使用されていない。 

 

ⅰ．現物資産の備品台帳への登録 

プランターには旧清水市の備品シールが貼付されていたが、静岡市の管理シールが

貼付されていなかった。市に確認したところ、回答は以下のとおりである。 

合併の際に、備品登録が漏れてしまったものと思われます。市の基準に

基づき、備品登録します。 

 

（指摘事項 15）現物資産の備品台帳への登録について 

東部勤労者福祉センターへの訪問時に、備品台帳に登録すべき備品の登録漏れが検

出された。備品が台帳に登録されていない場合、紛失等があったとしてもその事実が把

握できないため、使用中の備品が台帳へ網羅的に登録されていることを確認する必要

がある。 
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このような登録漏れを防止する観点からも、定期的な現物確認の際には、登録すべき

備品の漏れがないかについて留意する必要がある。 

 

ⅱ．備品台帳に登録する資産の範囲について 

DVD プレーヤー及びスピーカーについて備品としての管理方法を市に確認したとこ

ろ、回答は以下のとおりである。 

持ち運び、別の場所で使用することがなく、建物の付属的な部分とみな

される場合は、備品台帳は作成しておりません。 

 

市の物品管理規則第 5 条において備品について以下のとおり定義されている（ただ

し、取得価格又は見積価格が 1 万円未満のものは消耗品に分類される）。 

（物品管理規則 第 5条） 

備品 その性質又は形状を変えることなく比較的長期間継続して使用でき

るものをいう。 

 

また、市の「処務事務お助けマニュアル」には以下の記載があり、備品管理の例外と

なる物品について定義されている。 

（処務事務お助けマニュアル） 

④ 備品購入費で購入しても、その性質が公有財産又は建物の付属的な部

分とみなされる場合は、備品台帳は作成しない。 

例：ブラインド、暗幕、カーテン、換気扇、エアコン、屋内消火栓等。 

 

東部勤労者福祉センターの資産は旧清水市との合併に際して引き継いだものである

が、市は、引き継ぎ時に DVD プレーヤー及びスピーカーを建物の付属的な部分である

と判断し備品台帳に登録しなかった。 

 

（指摘事項 16）備品台帳に登録すべき備品の範囲について 

東部勤労者福祉センターへの訪問時に、建物の付属的な部分とみなされるとして備

品台帳に登録されていない備品が発見された。 

対象品は DVD プレーヤー及びスピーカーであり、建物に付属、定着しているもので

はないため、紛失等を防止するという趣旨に照らせば、備品台帳に登録して管理すべき

資産である。 

このような登録漏れを防止する観点からも、備品台帳に登録して管理すべき資産に

ついては備品管理の目的に照らして判断する必要があり、特に移管などで多数の資産

を一度に取得した場合などは個々に担当者の判断に委ねるのではなく、資産が網羅的

に台帳に登録されているかどうか適切な検証を行う必要がある。 
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ⅲ．使用していない備品の取扱いについて 

東部勤労者福祉センターへの訪問時に、故障した傘立て（業務用の大型のもの）が地

下の倉庫に保管されているのを発見した。指定管理者に質問したところ、正確な時期は

不明だが数年前から地下倉庫内で保管されており、今後の対応は未定であるとの回答

であった。 

 

 

清水テルサ：ホール地下倉庫 

 

（監査意見 15）故障した備品の処理について 

東部勤労者福祉センターへの訪問時に、故障した傘立て（業務用の大型のもの）が地

下の倉庫に保管されているのを発見した。 

故障して以降、しばらく倉庫に保管されているとのことであるが、施設の有効利用の

観点から、早急に修理や廃棄といった対応を検討し、使用されていない物品について適

切な対応を行うことが望ましい。 

 

④ 東部勤労者福祉センターにおける指定管理者の目標 

市は、指定管理者に要求する業務内容及びその水準の明確化のため、東部勤労者福祉

センターの指定管理者との間で「静岡市東部勤労者福祉センター管理運営業務仕様書」

を締結している。その中で、施設の指定管理期間（平成 28年 4月 1日から平成 33 年 3

月 31日まで）終了時の目標として以下のとおり定めている。 

（静岡市東部勤労者福祉センター管理運営業務仕様書） 

施設の指定管理期間終了時の目標は、 

ア 勤労者の利用率 67％（平成 26年度 62％） 

イ 施設利用者数 341,000 人とする。 

市作成の「静岡市指定管理者制度の手引【本編】」によると、数値目標については、

市と指定管理者とで十分な協議を行い、双方が共有できるものを設定することとされ、

当該目標値について年度評価及び総合評価の実施の際に達成度を評価することとされ

ている。 
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各目標の実績値は以下のとおり推移している。 

 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

勤労者の利用率 62％ 64％ 67％ 

施設利用者数(※) 302,816人 292,809人 305,396人 

※ レストラン利用者は除く 

 

目標設定の経緯について市に確認したところ、回答は以下のとおりである。 

 利用者の受益者負担 5割、市費 5割で運営しており、「利用者が多ければ

多いほど収益性が高い」ということになります。アセットマネジメントの

観点から、運営維持のために必要なこととして、施設利用者数を目標に設

定しました。また、勤労者の利用率については、「勤労者福祉センター」と

いう名前からもわかりますが、勤労者のための事業を行っていることから、

勤労者の利用率を設定しました。 

なお、利用者満足度や、貸館の稼働率等は既に把握をしており、需要の高

い講座を実施すること等によって、平成 28 年度は各施設 90％以上の高い満

足度を得ていることから、目標には適さないと判断しました。 

 

（監査意見 16）指定管理者の目標設定について 

市は、東部勤労者福祉センターを運営する指定管理者への目標設定にあたり、収益性

の観点から施設利用者数を目標としており、講座受講者が 90％以上の高い満足度を得

ていることから、利用者満足度は目標には適さないと判断している。一方で事業評価の

成果指標としては受講者満足度のみを採用しており、両者が整合していない状況にあ

る。 

また、勤労者の利用率は平成 28年度時点で既に指定管理期間終了時の目標 67％を達

成している。現状のまま推移した場合、最終年度の目標値は容易に達成可能と考えられ

る。 

以上を踏まえ、指定管理者の目標と事業評価の成果指標を整合させたうえで見直す

ことが望ましい。 

 

（３）南部勤労者福祉センター（施設名称：健康文化交流館「来・て・こ」） 

南部勤労者福祉センターの概要は以下のとおりである。 
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健康文化交流館「来・て・こ」：施設外観 

＜施設概要＞ 

所在地 駿河区小鹿二丁目 25-45 

設置条例 静岡市勤労者福祉センター条例 

運営形態 指定管理 

指定管理者 静岡市文化振興財団共同事業体 

 

＜施設情報＞ 

施設群/分類 産業振興施設/勤労者福祉センター 

築年数 13年 

耐震対応 100.0% 

構造 鉄骨造 

面積 敷地面積 8,428.72㎡、延床面積 1,370.94㎡ 

貸出施設 情報交流室 30人×1 室 

OAルーム 12人×1室、15人×1 室 

フィットネスルーム 30人×1室、トレーニングルーム 1室 

※南部勤労者福祉センターは小鹿老人福祉センター、駿河生涯学習セ

ンターと併設されているが、南部勤労者福祉センターの貸館のみを記

載している。 

貸出器具 なし 

開館時間 

休所日 

開館時間：9：00～21：30 

休所日 ：毎週日曜日、年末年始 

 

南部勤労者福祉センターの収支・稼働状況は下表のとおりである。 

＜南部勤労者福祉センター 稼働率・収支状況 5ヶ年推移＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

 収入  17,262 18,241 17,128 20,411 19,895 

 支出  30,438 30,818 33,601 33,058 33,082 
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稼働状況 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 

年間利用者数 （人） 40,214 40,928 41,628 46,077 44,641 

開館日数 （日） 304 306 306 306 305 

（注）利用料金制は導入していない。 

 

（４）北部勤労者福祉センター（施設名称：ラペック静岡） 

北部勤労者福祉センターの概要は以下のとおりである。 

 

 

ラペック静岡：施設外観 

 

＜施設概要＞ 

所在地 葵区本通七丁目 11-9 

設置条例 静岡市勤労者福祉センター条例 

運営形態 指定管理 

指定管理者 公益財団法人静岡市まちづくり公社 

 

＜施設情報＞ 

施設群/分類 産業振興施設/勤労者福祉センター 

築年数 24年 

耐震対応 100.0% 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

面積 敷地面積 1,453.93㎡、延床面積 2,350.14㎡ 

貸出施設 多目的室 150人×1室、研修室 36人×1室、20人×1室 

OAルーム 10人×2室、和室 36人×1室 

フィットネス場 30人×1室、トレーニング場 40人×1 室 

貸出器具 アンプ装置、カラオケ装置 

開館時間 

休所日 

開館時間：10：00～22：00 

休所日 ：毎月第 2、第 4、第 5日曜日、祝日、年末年始 
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北部勤労者福祉センターの収支・稼働状況は下表のとおりである。 

＜北部勤労者福祉センター 稼働率・収支状況 5ヶ年推移＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

 収入  23,631 23,496 21,735 602 530 

 利用料収入  - - - 17,227 16,646 

 支出  56,038 57,182 57,622 34,436 33,961 

稼働状況 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 

年間利用者数 （人） 98,387 97,044 95,287 106,654 102,760 

開館日数 （日） 314 313 314 308 313 

（注）平成 27年度より利用料金制を導入しているため、利用料収入を別掲した。 

 

（５）勤労者福祉センターの利用料金の設定 

各勤労者福祉センターは貸館を有しているため、施設利用者から利用料金を徴収し

ている。いずれの施設でも平成 26年度の消費税改正に伴い利用料金が改定されている

が、その後は改定されていない。 

各勤労者福祉センターの施設利用料金の算定根拠について市に質問したところ、回

答は以下のとおりである。 

北部・南部については、当時の具体的な算定の計算を示した資料が残っていません。 

 

（指摘事項 17）勤労者福祉センターの施設利用料金の算定根拠について 

北部・南部勤労者福祉センターの施設利用料金について、算定時の計算資料が保存さ

れていない。施設利用料金の見直しや指定管理者との協議に当たり必要となる資料の

ため、施設利用料金の算定時の計算資料は保存し、適切に引き継ぐ必要がある。 

 

収支状況から各勤労者福祉センターの公費負担割合を計算すると下表のとおりとな

る。南部勤労者福祉センターは公費負担割合が 43％と基準となる 50％を下回っている

が、東部勤労者福祉センター、北部勤労者福祉センターは公費負担割合が 65％超と高

くなっている。 

東部勤労者福祉センターの公費負担割合は年々減少傾向にあるものの、北部勤労者

福祉センターでは、公費負担割合の増加傾向が見られる。 
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＜東部勤労者福祉センター＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

A 総収入 ※1 78,420 79,211 76,852 83,185 85,039 

B 総支出 ※2 277,959 274,503 284,351 266,632 261,421 

受益者負担割合 C=A/B 28.2％ 28.9％ 27.0％ 31.2％ 32.5％ 

公費負担割合 1-C 71.8％ 71.1％ 73.0％ 68.8％ 67.5％ 

＜南部勤労者福祉センター＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

A 総収入 ※1 17,262 18,241 17,128 20,411 19,895 

B 総支出 ※2 30,438 30,818 33,601 33,058 33,082 

受益者負担割合 C=A/B 56.7％ 59.2％ 51.0％ 61.7％ 60.1％ 

公費負担割合 1-C 43.3％ 40.8％ 49.0％ 38.3％ 39.9％ 

＜北部勤労者福祉センター＞ （単位：千円） 

収支状況 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 平成 28年度 

A 総収入 ※1 23,631 23,496 21,735 17,829 17,176 

B 総支出 ※2 56,038 57,182 57,622 51,663 50,607 

受益者負担割合 C=A/B 42.2％ 41.1％ 37.7％ 34.5％ 33.9％ 

公費負担割合 1-C 57.8％ 58.9％ 62.3％ 65.5％ 66.1％ 

※1 収支状況表の「収入」＋「利用料収入」 

※2 収支状況表の「支出」＋「利用料収入」 

 

（指摘事項 18）勤労者福祉センターの公費負担割合について 

勤労者福祉センターの性質別負担割合は「公の施設に関する使用料の設定基準」にお

いて、公費負担 50％受益者負担 50％と設定されているが、東部及び北部の勤労者福祉

センターでは公費負担の割合が 65％を超えている。 

特に、施設規模の大きい東部勤労者福祉センターでは、公費負担割合が高まると施設

を利用しない市民が間接的に負担する経費の金額も多額となるため、公費負担割合を

50％に抑えるような検討を継続的に実施する必要がある。 
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６．勤労者福祉サービスセンター管理運営事業 

 

事務事業名 勤労者福祉サービスセンター支援事業 

事業目的 中小企業への就職、就労定着支援策として、市内事業所の

約 8 割を占める中小企業の勤労者に対し、福利厚生事業

の充実を図る。 

事業内容 福利厚生サービスを提供する同センターへ補助金を交付

し、共済事業、福利厚生事業、融資促進事業、退職金制度

促進事業を実施 

事業予算 39,126千円 

決算額 39,126千円 

 

（１）補助金の交付要綱 

勤労者福祉サービスセンターの運営主体は「公益財団法人静岡市勤労者福祉サービ

スセンター」であり、市は同団体に対して補助金を交付している。 

市ホームページで公開されている「静岡市勤労者福祉サービスセンター運営事業補

助金交付要綱」を閲覧したところ、施行日が平成 29年 4月 1日からとなっていたため、

平成 28年度に適用されていた要綱の有無について市に質問したところ、回答は以下の

とおりである。 

当センター運営事業に係る補助交付要綱については、平成 29年 4 月 1日施

行に基づき、平成 29 年度の運営事業より適用しています。ご質問いただいた

平成 28年度に関しましては、静岡市補助金等交付規則(平成 15年 4 月 1日規

則第 44号)に基づき、補助金を交付しています。 

 

つまり、平成 28年度時点で勤労者福祉サービスセンター支援事業における補助金の

交付要綱は整備されていなかったということになる。 

なお、市は、交付要綱を整備すべきすべての補助金について適切に交付要綱が整備さ

れているかどうかについて、平成 28年 7月に全庁的に確認を行っているが、当該補助

金については、調査時点において交付要綱は整備されていなかった。 

 

（指摘事項 19）補助金の交付要綱について 

勤労者福祉サービスセンター支援事業における補助金の交付要綱は、平成 29年 4月

1 日より整備されているが、平成 28 年度に交付した勤労者福祉サービスセンター支援

事業における補助金については交付要綱が整備されていなかった。 

補助金の適正な交付のため、補助金ごとに交付要綱を整備し、補助金の交付目的、補

助対象経費の範囲、補助等の割合や上限額、補助金の交付に係る申請手続などを適時に

定める必要がある。 
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また、今後新たに所管することとなる補助金については、要綱制定等、適時適切に措

置を実施すべきである。 

 

（２）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における勤労者福祉サービスセンター管理運営事業の

成果指標として、以下のとおり同センターが運営する福利厚生サービスに加入してい

る事業所数（年度末時点）を設定している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

年間事業所数 2,300所 2,277所 A 
目標値どおりの年間事業所数であったた

め。 

  

実績値が目標値を下回っているが、目標値どおりの年間事業所数であったとして総

合評価は Aとしている。これは、行政管理課作成の「事務事業総点検表の見方」による

と、総合評価を Aと判断する際の目安として、目標値に対して実績値が「90％以上 105％

未満」となることが示されており、当事業の目標値である年間事業所数 2,300 所に対

し、実績値 2,277所が「90％以上 105％未満」の範囲内となったためである。 

しかしながら、年間事業所数の過去 3 年間の実績値は平成 25 年度 2,091 所、平成

26年度 2,160所、平成 27年度 2,240所と推移しており、目標値の「90％以上 105％

未満」は容易に達成可能な数値であると推測できる。 

仮に事業所の増加数を目標として設定した場合、目標増加数 60 所（＝2,300 所－

2,240 所）に対し実際値は 37 所（＝2,277 所－2,240 所）と達成率は 61.6％となる。

前述の「事務事業総点検表の見方」では、達成度 70％未満は総合評価の評価区分 C に

該当する達成率である。 

 

（監査意見 17）勤労者福祉サービスセンター管理運営事業に係る事業評価について 

勤労者福祉サービスセンター管理運営事業では事業評価の成果指標として同センタ

ーが運営する福利厚生サービスに加入している事業所数（年度末時点）を設定してい

る。 

市は、目標値とした事業所数 2,300所に対し、実績値 2,277所が「90％以上 105％未

満」の範囲内であるため事業評価の総合評価を Aと判断している。しかしながら、年度

末時点での事業所数ではなく年間の増加数に着目した場合、達成度は 70％未満である。 

総合評価は活動指標及び成果指標の実績等を総合的に判断して決定することとされ

ており、成果指標の達成度が 70％未満だったことをもって一律に総合評価を C とすべ

きものではないが、事業評価の実効性を確保するためにも、事業から期待通りの成果が

出ていると言えるかどうか慎重に判断することが望ましい。 
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Ⅳ．清水港振興課 
１．事務事業の概要 

清水港振興課は、港湾の利用促進、貿易の振興、港湾関連施設の管理、港湾整備及び

港湾会館清水日の出センターの管理運営に関することなど、以下の事業を実施してい

る。監査に当たっては、特に、港湾の利用促進に係る事業に着目した。 

 

＜清水港振興課 一般会計＞                          （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

清水港海づり公園

代替施設整備事業 

旧海づり公園が果たした「清水

港に親しむ憩いの場の提供」の

役割を継承する施設を再建す

る。 

清水港海づり公園代替施設の整

備 

※平成 28年度は候補地の決定 
5,873 5,831 

清水港客船誘致の

推進 

清水港の賑わいを創出するた

め、清水港客船誘致委員会に負

担金を交付するとともに、客船

寄港時の歓迎事業等を実施す

る。 

①清水港客船誘致委員会への負

担金交付 

②静岡市歓迎事業の実施 33,624 32,965 

清水港・みなと色

彩計画の推進 

清水港・みなと色彩計画推進協

議会への負担金交付及び美しい

港景観づくりを推進する。 

①清水港・みなと色彩計画推進

協議会への負担金交付 

②計画に基づく美しい港景観づ

くり 

1,556 1,556 

清水都心ウォータ

ーフロント活性化

推進事業 

平成 24年度に策定した「清水都

心ウォーターフロント活性化プ

ラン」の推進に向け、清水都心

ウォーターフロントの回遊性や

賑わい創出を図る。 

①清水港線跡遊歩道等を活用し

た賑わいの創出 

②日の出埠頭岸壁一部開放によ

る賑わいの創出 

13,381 9,739 

「まぐろのまち静

岡」の推進 

マグロまつり実行委員会のイベ

ント活動を支援することで、マ

グロ水揚げ量日本一を誇る清水

港を市内外へ PRし、シティプロ

モーションに結び付ける。 

補助金の交付 

6,500 6,500 

清水港コンテナ航

路誘致事業 

清水港への外貿コンテナ定期航

路の維持・拡大を促す。 

①負担金の交付 

②コンテナ航路誘致委員会への

参画 

50,000 50,000 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

清水港の整備 

港湾施設の整備促進により物流

機能の高度化及び市民が憩える

港づくりを図る。 

負担金の交付 

367,736 357,236 

港湾会館清水日の

出センター運営費 

市民に親しまれる清水港にする

とともに清水港及び地場産業の

振興並びに市民の福祉の増進に

資する。 

施設の管理・運営、利用状況の

把握 
59,560 59,242 

その他の事業 － － 30,518 30,383 

清水港振興課合計 568,748 553,452 
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２．清水港客船誘致の推進 

 

事務事業名 清水港客船誘致の推進 

事業目的 清水港の賑わいを創出するため、清水港客船誘致委員会に負担金を交付すると

ともに、客船寄港時の歓迎事業等を実施する。 

事業内容 ①清水港客船誘致委員会（以下、「委員会」という。）への負担金交付 

②静岡市歓迎事業の実施 

事業予算 33,624 千円 

決算額 32,965 千円 

当該委員会は清水港に客船の誘致を図るとともに、寄港時における歓迎行事を行う

ことを目的として平成 2 年 4 月に設置され、事務局は市の清水港振興課、事務局長は

清水港振興課長とすることが委員会規程第 10条で定められている。 

当該委員会の平成 28年度の予算決算状況は以下のとおりである。 

 

＜収入の部＞                              （単位：千円） 

科目 予算額 決算額 増減 備考 

1.負担金 36,530 39,253 2,723 静岡市 31,500千円 

静岡県 4,300千円 

第 18回日中韓 3カ国環境大臣会合静岡県静

岡市実行委員会（特別負担金） 2,623千円 

その他 830千円  

2.賛助金 － － －  

3.雑収入 1 0 △0 預金利息他 

4.繰越金 9,228 9,228 －  

合計 45,760 48,482 2,722  

 

＜支出の部＞ 

科目 予算額 決算額 増減 内容 

1.誘致活動費 8,800 1,880 △6,919 誘致活動旅費等 

2.寄港歓迎費 960 162 △798 初入港記念盾購入費 

3.企画事業費 30,000 28,339 △1,660 歓迎事業費、帆船・練習船入出港費等 

4.調査研究費 1,000 399 △600 日本外航客船協会会費等 

5.広報活動費 4,000 1,435 △2,564 ホームページ管理等 

6.事務費 1,000 398 △601 消耗品等 

合計 45,760 32,616 △13,143  

次年度繰越金 － 15,866 15,866  



99 

 

繰越金を除いた年度収入は 39,253 千円である。うち、市が 31,500 千円拠出してお

り年度収入の 80.2%を負担していることになる。平成 28年度は第 18 回日中韓 3カ国環

境大臣会合が行われ、この会議の開催に係る特別負担金が加味されているが、特別負担

金を除外すると委員会の年度収入は 36,530 千円となり、静岡市の負担割合は 86.2％と

なる。 

最近 5年間における年度収入（雑収入、繰越金および特別負担金を除く）に占める市

の負担割合は以下のとおりである。 

 

（単位：千円） 

年度 年度収入 市負担金 負担割合 

平成 24年度 9,030 4,600 50.9％ 

平成 25年度 14,130 9,400 66.5％ 

平成 26年度 14,430 10,000 69.3％ 

平成 27年度 32,830 27,800 84.6％ 

平成 28年度 36,530 31,500 86.2％ 

 

市の負担割合が年々増加していることがわかる。市の負担額が増加しているのは市

が重点プロジェクトとして事業を行っていることとともに、年々客船寄港隻数が増加

し、寄港時の歓迎セレモニー等の回数が増加していることに伴う委員会の支出増加に

連動しているためである。また、市の負担割合が増加しているのは、県や他団体との協

議の中で、歓迎セレモニーなどのソフト面の支出については主に市が負担することと

なっているためである。 

 

（１）次年度繰越金の状況 

委員会の平成 27 年度決算において 9,228 千円の繰越金が発生しており、平成 28 年

度に繰り越されている。また、平成 28 年度においては 15,866 千円の次年度繰越金と

なっている。 

多額の繰越金が生じている点について市の所管課に確認したところ、「平成 28 年度

は探査船「ちきゅう」の寄港が平成 29年度にずれこんだことや、帆船「日本丸」寄港

分が他団体（第 18回日中韓 3カ国環境大臣会合静岡県静岡市実行委員会）により負担

されたこと等により余剰金が発生しました」とのことであった。また、「余剰金につい

ては、平成 29 年度予算要求後に決定した追加寄港 13 隻に対応する分として繰越して

います。（予算要求 25 隻→平成 29年 3月末時点寄港予定数 38隻）」との回答を得てい

る。  

そもそも負担金で支出しているのは市、県、その他の港湾関連団体がそれぞれの役割

を担って活動しており、各団体が一体となって事業を行っているためである。負担金の

金額は次年度の予算要求時に委員会の次年度必要経費を算出し、これを基に市、県、関
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連団体で負担割合を決めて決定している。委員会の次年度必要経費の見積額と実際使

用額に差が生じた場合、委員会の総会に上程し繰越の可否を検討している。平成 28年

度末においては、当初予定していた客船の寄港の延期などにより 15,866 千円の繰越金

となっているが、15,866 千円の次年度繰越金は委員会の収支規模と比較して多額であ

ると考えられる。 

 

（監査意見 18）繰越金の残高管理について  

清水港客船誘致委員会には、市、県、他団体からの負担金という形で支出が行われて

おり、支出後の会計管理は委員会の権限で行われている。しかし、平成 28年度末の繰

越金の金額は、特殊な事情があるにしても収支規模と比較して割合が高いといえる。負

担金水準を設定するなどして、繰越金が適正水準となるように残高管理を行うのが望

ましい。 

 

（２）委員会負担金の効果測定 

委員会負担金の平成 28年度予算要求時の資料によると「客船の入港は多くの経済波

及効果が期待できる 客船等：64,000千円（平成 27年度国土交通省・清水港客船誘致

委員会調べ）」との記載がある。これは平成 27年 4月 27日付けで国土交通省と委員会

の連名でプレスリリースされた資料からの金額であり、平成 26年度の入港において測

定された経済効果の金額（直接効果 5.2 億円、波及効果 3.1 億円、合計 8.3 億円）を

入港隻数（13 隻）で除して算出したものである。この経済波及効果に関する詳細につ

いて市から提出された資料によると、直接効果 5.2 億円の内訳は以下のとおりであっ

た。 

 

 内容 効果金額 

乗客分 消費支出 0.63億円 

 オプショナルツアー料金 0.30億円 

来場者 消費支出 3.93億円 

客船等寄港費用  0.34億円 

合計  5.20億円 

 

直接的な経済効果の約 75％が来場者による消費支出によるものだと試算しているこ

とが分かる。来場者の客単価はアクションプログラム事業調査研究業務（平成 22年 12

月)から引用しており 3,500 円/人で計算されている。これに清水港管理局資料から引

用した来場者数を乗じて 3.93億円という経済効果額を算出している。 

監査人は平成 29年 11 月 20日（月）の 11:00 から 13:00にかけて清水港日の出埠頭

で視察を行った。当日の客船寄港状況は以下のとおりである。 
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寄港埠頭名 客船名 トン数 乗客定員 入港時間 出港時間 

日の出埠頭 ダイヤモンド・プリンセス 115,875t 3,286人 6:25 17:05 

興津第 2 埠頭 スーパースター・ヴァーゴ 75,338t 2,800人 6:55 15:10 

 

興津第 2埠頭は主に紙パルプ・水産品を取り扱う商業埠頭である。視察日当日は 2隻

の客船が同時刻に入港するためスーパースター・ヴァーゴの入港埠頭として興津第 2

埠頭が使用された。国際港湾施設であるため SOLAS条約（海上人命安全条約）により通

常、見物客は埠頭内に立ち入ることができず、興津第 2 埠頭に入港したスーパースタ

ー・ヴァーゴは遠目から見学するしかない状況であった。  

日の出埠頭に入港したダイヤモンド・プリンセスについては間近で見学することが

できたが、船首から船尾までの外観を見学するのみであり、監査人の最も興味の対象で

ある船内は、船側の都合でこの日は見学会が行われていなかったため、見学することが

できなかった。 

 

  

清水日の出センター展望室から見るスーパースター・ヴァーゴ   日の出埠頭に停泊中のダイヤモンド・プリンセス 

 

来場者が最も消費すると考えられるのは日の出埠頭近辺の商業施設であるが、こち

らについては寄港客船に乗船してきたであろう外国人で賑わっている状況であった。

しかし、乗船客以外の来場者（日本人を想定）が多数来港している状況は確認できず、

客船寄港による効果を感じることはできなかった。 

アクションプログラム事業調査研究業務は平成 22 年 10 月の客船寄港時に実施した

アンケート調査をもとに集計されたものである。当時と比べ、寄港客船数は増加してお

り、客船の寄港自体が以前と比べて珍しいものではなくなってきている。また、消費者

の消費動向も変わっている可能性がある。 
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（監査意見 19）客船誘致経済効果把握のための事業調査について 

清水港客船誘致の経済効果算出時に用いられている数値は平成 22年度の調査による

ものであり、現在の寄港客船数や消費者の消費動向から考えると、古いデータとなって

いる可能性は否めない。現在の客船入港による経済効果や来場者動向等を把握するた

めに再度アンケート調査を実施し、今後の事業展開に役立たせることが望ましい。 

 

（監査意見 20）清水港客船誘致委員会の他団体等からの賛助金の徴収について 

客船誘致による、最も大きな経済効果をもたらすのは来場者であると算定されてい

る。 

一方で、監査人が視察した日では経済効果を最も感じることができたのは日の出埠

頭近隣商業施設の乗船客による消費効果である。また、近隣の市内各施設においても波

及的に消費が行われる可能性もある。清水港客船誘致委員会規程第 9 条には「委員会

の経費は、関係団体、賛助会員の負担金並びにその他の収入をもって充てる」と定めら

れている。経済効果を直接的に受益している企業等に賛助会員として賛助金を拠出し

てもらえれば、市の負担も少なくすることができる。平成 29年度の客船寄港隻数は約

40 隻であるが、今後も増加することが想定され、その場合委員会支出も増加し、市の

負担金も大幅に増加する可能性がある。これを回避するためにも賛助会員を増やし委

員会収入の拡大を図ることを検討することが望ましい。 
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３．港湾会館清水日の出センター運営費 

 

事務事業名 港湾会館清水日の出センター運営費 

事業目的 市民に親しまれる清水港にするとともに、清水港及び地場産業の振興並びに市

民の福祉の増進に資する。 

事業内容 施設の管理・運営、利用状況の把握 

事業予算 59,560千円 

決算額 59,242千円 

 

（１）各種起案に記載する日付 

以下の起案の起案日、決裁日、施行日は以下の日付で処理されている。 

起案題名 起案日 決裁日 施行日 

平成 28 年度 港湾会館清水日の

出センター及び別館の指定管理事

業報告について（供覧） 

平成 29年 3月 31日 供覧のためなし 供覧のためなし 

平成 28 年度指定管理施設運営経

費の精算について 

平成 29年 3月 31日 平成 29年 3月 31日 平成 29年 3月 31日 

 

一方で、起案に含まれる指定管理者作成資料の中に平成 29年 4 月に作成された資料

が含まれていた。この点について、担当課に確認したところ「担当者の誤認により 3月

31日付で受付をしておりました」とのことであった。 

指定管理の仕様書においても、事業報告（年度報告）は「年度終了後、1ヶ月以内に

次の内容を添付した事業報告書を提出すること」と定められており、4月中に提出がな

されればまったく問題がない。起案を 3月 31日付けで作成することによって実際の提

出日が仕様書上定められている日付を遵守していたかどうかが分からなくなっている

状況である。 

 

（指摘事項 20）事業報告（年度報告）受領日付について 

指定管理事業報告の受領日付でない日付で、起案、決裁、施行で作成が行われていた。

起案、決裁、施行においては、事業報告書が仕様書に定める日付を遵守したかどうかが

分かるように実際の受領日付で対応する必要がある。 
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（２）適切な事業評価の実施 

市は事業評価において当該事業を以下のように評価している。 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

施設利用者の満足

度の割合 
80.0％ 88.1％ S 

目標値を上回る利用者からの満足度が得

られた。 

 

一方で、施設の使用日数実績は以下のとおりとなっている。 

＜マリンビル・別館の使用日数実績（年間開館日数：359日）（単位：日）＞ 

区分 平成 28年度 平成 27年度 増減 前年比 

大ホール 61 81 △20 75.3％ 

大会議室 97 128 △31 75.8％ 

中会議室 86 101 △15 85.1％ 

市５Ａ  62 51 11 121.6％ 

小会議室 47 62 △15 75.8％ 

和室Ａ 92 82 10 112.2％ 

和室Ｂ 33 31 2 106.5％ 

展示室 83 89 △6 93.3％ 

別館 31 24 7 129.2％ 

合計 592 649 △57 91.2％ 

※有料・減免に関係なく 1区分でも使用があった日を 1日とした使用日数 

 

前年と比べ全体的に利用日数は減少傾向にあり、合計では前年度の 91.2％の水準と

なっている。 

また、小学校の社会科見学など公的な利用による場合は申請手続を行うことにより

使用料が免除になるが、有料と免除に区分した利用回数は以下のとおりであった。 
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＜マリンビル・別館の有料と免除の利用回数＞ 

区分 分類 平成 28年度 平成 27年度 増減 前年比 

大ホール 有料 66 90 △24 73.3％ 

免除 23 33 △10 69.7％ 

大・中・小・和室 有料 575 689 △114 83.5％ 

免除 93 28 65 332.1％ 

展示室 有料 59 70 △11 84.3％ 

免除 83 40 43 207.5％ 

別館 有料 28 27 1 103.7％ 

免除 16 3 13 533.3％ 

合計 有料 728 876 △148 83.1％ 

免除 215 104 111 206.7％ 

総合 943 980 △37 96.2％ 

 

全体で見ると免除は前年 104 回から 215 回と大幅に増加しているが、有料は 876 回

から728回に減少しているためトータルでは前年度の96.2％の利用回数となっている。 

 

（指摘事項 21）適切な事業評価の実施について 

港湾会館清水日の出センターの事業評価の成果指標として利用者の満足度を用いて

おり、過去 3 か年の平均値 80％と比して実績が 88％であるため S 評価としている。一

方で平成 28 年度における利用回数は平成 27 年度よりも減少している。利用者による

満足度調査も重要な指標ではあるが、結果として利用回数が減少していることは満足

度調査で図れないものがあると考えられる。成果指標として満足度調査だけでなく、利

用回数などほかの指標も設定し総合的に事業評価を行う必要がある。  
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（３）施設における備品の管理 

① 現物資産の備品台帳への登録 

施設への訪問時、施設の備品が適切に市の備品台帳に登録されているかどうか確認

したところ、台帳に登録されていない備品として、移動ステージ 4 台及び司会台 1 台

を発見した。いずれも取得時に適切に台帳登録されるべきものであったが、これらの台

帳への登録が漏れてしまった原因は不明であった。 

市では年 1 回備品の現物確認を実施している。この際に当該事実を発見できなかっ

た理由を確認したところ、現物確認において市の備品台帳ではなく、指定管理者が独自

に作成した「備品在庫表」を使用していることが判明した。なお。市の備品台帳と「備

品在庫表」の突合は行われていなかった。 

 

（指摘事項 22）現物資産の備品台帳への登録について 

港湾会館清水日の出センターの備品台帳に登録すべき備品の登録漏れが複数あった。

台帳への登録がなかった場合、紛失等があったとしてもその事実が発見されないおそ

れがあるため、今一度使用中の備品が台帳へ網羅的に登録されていることを確認する

必要がある。 

 

（指摘事項 23）備品の現物確認方法について 

港湾会館清水日の出センターの年 1 回の現物確認において、現物と市の備品台帳と

の突合が行われていなかった。指定管理者が独自に作成した在庫表が使用されていた

が、これは市の備品管理という点では意味をなしていないといえる。適切な備品管理の

ためにも、現物との突合には市の備品台帳を使用することが必要である。 

 

② ローリングタワーの老朽化 

 

品名 金額 取得日 

ローリングタワー（油圧作業台） 1,150千円 昭和 61年 3月 25日 
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上の備品は油圧式の高所作業台であり、1 階多目的ホールの天井での作業をする際に

使用するものである。指定管理者が使用するだけではなく、施設利用者に対して会場設

営のための貸出も行われている。 

当該備品は取得から 30年以上が経過しており、老朽化が進んでいる。現在までにオ

イル漏れが数回発生し、業者の修理を受けつつ使用している状況である。 

また、高所作業台は法定点検が必要なものではなく、定期的な点検は受けていないと

のことであった。 

 

（監査意見 21）ローリングタワーの老朽化について 

港湾会館清水日の出センターのローリングタワーは、老朽化が進み、オイル漏れも発

生している。施設利用者への貸出も行っており、高所作業中の重大事故に繋がりかねな

い点を考慮すると、買い換えを検討することが望ましい。 

あわせて、使用者の安全のため定期的な点検を受けるようにすることが望ましい。 
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Ⅴ．静岡市中央卸売市場 
１．事務事業の概要 

＜静岡市中央卸売市場の概要＞ 

名称 静岡市中央卸売市場 

所在地 静岡市葵区流通センター1番 1号 

建設費 87 億 3,900万円 

開設者 静岡市 

開設許可日 昭和 51年 2月 10日 

敷地面積 173,961㎡ 

施設面積  

 管理棟 3,107㎡ 

 青果棟 25,486㎡ 

 水産棟 15,502㎡ 

 水産配送センター 1,124㎡ 

 関連棟 4,882㎡ 

 倉庫 2,109㎡ 

 冷蔵庫棟 6,243㎡ 

 

＜静岡市中央卸売市場 特別会計＞                         （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

一般管理事務 

市場運営に係る基幹的事務を実

施し、市場機能を維持する。 

市場運営に係る庶務事務及び市

場関係団体への負担金の支出 

283,912 238,450 

施設管理運営事務 

市場施設の機能維持を図る。 市場施設の小破修繕及び設備の

保守点検 

178,630 155,757 

施設整備事業 

市場施設の機能維持を図る。 市場施設及び設備を計画的に更

新する。 

290,105

（※） 
255,375 

業務管理事業 

市場内取引の適正化、市場関係

者の指導育成・監督 

市場関係者に係る許認可等、卸

売業者の財務状況等検査及び仲

卸業者の経営診断の実施 

5,851 4,475 

仲卸業者融資制度

事業補助金 

仲卸業者の運転資金の円滑化を

図り、経営の安定を実現する。 

仲卸業者に対する融資に係る利

息の一部を利子補給する。 

1,290 500 

その他の事業 － － 119,394 110,781 

静岡市中央卸売市場合計 879,182 765,338 

（※）前年度からの繰越分 135,000千円を含んだ額である。 
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（１）静岡市中央卸売市場をとりまく環境 

 

＜静岡市中央卸売市場特別会計の歳入・歳出執行状況＞     （単位：千円） 

項目 平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

歳入 市場使用料 383,971 396,890 395,170 381,199 388,196 

財産収入 385 390 516 347 21 

雑収入 164,612 187,326 194,591 170,978 168,484 

県支出金 31,339 － － － － 

小計 580,308 584,607 590,278 552,525 556,702 

一般会計からの繰入金 143,822 118,384 128,575 119,208 112,252 

基金からの繰入金 66,745 － 59,997 370,563 － 

繰越金 146,704 51,682 58,498 142,654 160,385 

歳入合計 937,580 754,674 837,349 1,184,950 829,340 

歳出 一般管理費 400,957 380,385 419,843 389,920 348,938 

施設管理費 207,546 217,896 204,722 401,973 411,286 

基金費 385 80,255 7,650 347 21 

施設建設費 264,459 5,103 48,042 229,028 － 

業務費 3,894 3,880 6,962 3,294 5,091 

公債費 8,654 8,654 7,473 － － 

歳出合計 885,897 696,175 694,694 1,024,564 765,338 

上記歳出中工事請負費、補償金 283,451 48,537 61,662 343,891 188,687 

経常的歳出 602,446 647,638 633,032 680,672 576,650 

 施設管理費中の修繕料 72,313 48,064 57,225 137,731 98,681 

修繕費を除く経常的歳出 530,132 599,573 575,806 542,941 477,968 

（注）歳入は収入済額、歳出は支出済額で集計している。 

 

市場使用料の収入済額は上記記載の 5 年度中は大きな変動はなく安定的であるとい

える。 

歳出合計から工事請負費及び補償金を除いたものを経常的歳出と表現している。修

繕費を除いた経常的歳出は水道光熱費の単価変動による影響はあるが、こちらもおお

むね安定しているといえる。平成 28年度は全般的な経費の削減によって、歳出水準を

低く抑えている。 
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＜青果部統計＞ 

年 平成 4 平成 9 平成 14 平成 19 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 平成 28 

数量（千ｔ） 160 154 148 135 111 113 122 103 87 

金額（億円） 336 333 299 271 234 240 247 224 213 

（注）集計は暦年単位であり、平成 24年までは 5年ごとに掲載している。数量のピークは平成 4年の 160千ｔ、金

額のピークは平成 3年の 371億円。平成 28年はピーク時と比べ数量 54.4パーセント、金額 57.4パーセント

の水準となっている。 

 

＜水産物部統計＞ 

年 平成 4 平成 9 平成 14 平成 19 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 平成 28 

数量（千ｔ） 52 47 42 38 28 31 29 29 28 

金額（億円） 424 392 321 283 230 233 233 238 230 

（注）集計は暦年単位であり、平成 24 年までは 5 年ごとに掲載している。数量のピークは平成 4 年の 52 千ｔ、金

額のピークは平成 4年の 424億円。平成 28年はピーク時と比べ数量 53.8パーセント、金額 54.2パーセント

の水準となっている。 

 

 

 

上記の青果部及び水産物部の統計に記載のとおり、静岡市中央卸売市場の平成 28年

度の市場取扱規模はピーク時と比べ 53～58%の水準になっている。この傾向は静岡市中

央卸売市場だけの傾向ではない。農林水産省食品流通課の公表している全国中央卸売

市場の取扱金額及び卸売市場経由率の推移も以下のとおりであり、平成 26年度の取扱

金額は平成 10年度の 64.3%の水準となっている。 
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＜全国中央卸売市場の取扱金額及び市場経由率＞ 

年度 
平成

10 

平成

15 

平成

20 

平成

21 

平成

22 

平成

23 

平成

24 

平成

25 

平成

26 

取扱金額（億円） 60,784 49,275 44,021 41,208 41,444 39,476 38,017 39,163 39,110 

市場経由率（％）          

 青果 74.3 69.2 63.0 64.6 62.4 60.0 59.2 60.0 60.2 

 水産物 71.6 63.2 58.4 58.0 56.0 55.7 53.4 54.1 51.9 

 

これは、中央卸売市場数の減少、少子高齢化、人口減少等による消費の量的変化、食

の外部化、加工品消費等の進展、農林水産物の国内生産量の減少や流通構造の変化によ

る卸売市場経由率の低下などに起因するものであり、今後もこの流れは大きくは変わ

らないと想定される。 

このような状況の中で、農林水産省は平成 28年 1月に平成 32年度を目標とした「第

10 次卸売市場整備基本方針」を策定し、今後の卸売市場において、生産者・実需者と

の共存・共栄を図る視点の下、川上・川下をつなぐ架け橋として、その求められる機能・

役割の強化・高度化していくこととし、それぞれの卸売市場の多様性を踏まえた経営戦

略を確立することを強く打ち出している。 

これを受け静岡県経済産業部は平成 28年 5月に「第 10次静岡県卸売市場整備計画」

を公表している。 

静岡市においても平成 29年度に「静岡市中央卸売市場経営展望策定支援業務」を委

託業務として事業化している。この委託業務の中では第 10次静岡県卸売市場整備基本

方針に基づく経営展望に適合する内容で、以下の事項について実施を求めている。 

(1)調査及び分析（外部環境評価、内部環境評価） 

(2)基本戦略(ビジネスモデル）の策定（静岡市場の位置づけ、静岡市場の基本戦略） 

(3)検討会への運営支援 

(4)報告書等の作成 

(5)市との協議 

当該委託業務は平成 30年 3月までが契約期間となっており、当報告書作成作業実施

日現在においては作業が進行している最中である。 

 

（監査意見 22）静岡市中央卸売市場の今後の方向性について 

静岡市中央卸売市場の取扱数量、取扱金額ともに減少傾向が続き、市場をとりまく環

境は厳しい状況であるといえる。このような状況の中で、静岡市中央卸売市場の持つ強

みを生かし、市の独自性の高い経営展望が策定され、市場運営に生かされることが望ま

しい。 
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（２）公の施設に関する使用料の設定基準との関係 

市は平成 24年 10 月に「公の施設に関する使用料の設定基準（以下、「設定基準」と

いう。）を公表している。使用料に関する設定基準の基本方針において「受益者負担の

基本的な考え方」として以下の記載がある。 

受益者負担の基本的な考え方 

 公の施設の使用料は、その施設を利用する対価として徴収されるべきものであり、施設

の維持管理・運営に要する経費の負担は、利用する者と利用しない者との均衡を考慮し、

「受益者負担の原則」に基づいて設定する必要があります。 

 現在、多くの施設は、使用料のみで管理・運営することができず、不足する経費につい

ては、公費（税金）を充当しているため、利用しない者も間接的に経費を負担しているこ

とになります。 

 そこで、使用料の設定には、行政サービスとしての必要性を考慮しつつ、利用する者と

しない者との負担の公平性・公正性を確保するような一定の基準が必要となっています。 

  

設定基準では使用料を原則として、次の考え方により算出するとしている。 

使用料 ＝ 原価 × 性質別負担割合 

公の施設の維持管理運営費に係る全ての経費のうち、以下のとおり、土地取得費用、

施設の建設費などが非原価構成費目となり、以下の原価構成費目に各施設ごとの性質

別負担割合を定めている。 

＜原価構成費目＞ 

費目 内容 

施設の管理運営に係る経費 人件費 受付、許可、使用料の徴収、保守点検等に係る契約事務

等 

物件費等 光熱水費、施設・設備の保守点検委託料、修繕費、備消

耗品費、通信運搬費等 

＜非原価構成費目＞ 

費目 理由 

土地取得費用 土地は、原価が将来に渡り資産価値が残ることから適切でない。 

施設の取得に係る経費（建設費） 施設は、誰もが利用することができ、受益者となり得る「市民

全体の財産」であることから、施設の取得に起因するコストは

公費で負担すべきであるため、適切でない。 

災害等により要した経費 地震、津波、火災、事故等により発生した経費は、本来の施設

管理運営に係る経費とは異なることから適切でない。 

特定の個人の便益に要した経費 通常の施設使用以外に開催された教室・セミナー・講座等、特

定の個人の便益に要した経費は、受益者のみ発生する経費であ

り、必要に応じ徴収すべきであるため、適切でない。 
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性質別負担割合は必需性による分類と市場性（収益可能性）による分類で 3 段階に

分類している。中央卸売市場は必需性、市場性ともに「大」に分類されており、「公費

負担 50、受益者負担 50」の施設として分類されている。 

平成 28年度の静岡市中央市場特別会計において、前述の原価項目を構成する支出額

は以下のとおりである。 

（単位：千円） 

歳出 一般管理費 348,938 

 施設管理費 411,286 

 基金費 21 

 業務費 5,091 

 歳出計 765,338 

歳入 雑入（電気・水道料等） △155,528 

 原価項目 609,810 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 

 

公費負担 50に分類されているので、原価項目 609,810千円の 50％である 304,905千

円は公費で負担することが適当な額であると考えられる。一方で平成 28年度における

一般会計からの繰入金は112,252千円であり、原価項目の18.4％の水準となっている。 

ここで考えられることは以下の 2つである。 

①使用料水準が高水準にある。 

公費負担を 50とした場合、使用料収入は 304,905千円程度になっているべきである。

平成 28 年度の市場使用料収入済額の実績額は 388,196 千円であり、公費負担 50 とし

て算定した金額を 83,291 千円上回っていることになる。 

市場開設時に設定された使用料は一部の使用料を除いて改定が行われていない。一

般的な商業施設では、建築年数が経過する、もしくは、集客力が落ちてくると不動産賃

貸料が低下する傾向にある。この傾向が市場にあてはまるかどうかは議論のあるとこ

ろであるが、取引高が減少している中で使用料水準が変わらない状況だと市場参加者

が一部負担している状況と推測できる。 

②一般会計繰入金の水準が低い水準にある。 

この場合考えられることは、将来発生する修繕費に対する備えが不足しているとい

うことが考えられる。市場は開設 40年を経過し、施設の老朽化による一部施設の更新

や、大規模な修繕の実施などにより施設管理コストが増加する傾向にある。毎年の一般

会計繰入金の額を増額し、基金に積み立てることによって将来の負担を軽減させるこ

とも検討に値するのではないだろうか。 
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（監査意見 23）静岡市中央卸売市場特別会計公費負担率への各種見直しについて 

市の定める「公の施設に関する使用料の設定基準」では、静岡市中央卸売市場は「公

費負担 50、受益者負担 50」の施設として分類されている。これに照らして考えると、

受益者負担が基準よりも高い水準となっている。その内容を分析し、市場使用料の減

額、公費負担による基金への積み立ての増額、公費負担率の見直しなど、必要な対応策

について検討することが望ましい。 

 

（３）公有財産台帳への登載 

業務名 金額 

冷蔵庫棟周辺メッシュフェンス設置修繕 1,738千円 

 

当該業務は業務名上は「修繕」となっているが、実際は電力分割契約に伴う棟区分の

ため、メッシュフェンスを新たに設置した業務である。既設アスファルト上にメッシュ

フェンスを設置しており、既設アスファルトにカッター入れを行う部分が修繕といえ

なくはないが、全体からするとごく一部の業務であり、メッシュフェンスとして資産管

理する必要があるものである。 

市場は、修繕業務として「需用費・修繕料」で支出を行い、かつ、公有財産台帳に「工

作物」として登載することを行っていなかったが、本来は、公有財産台帳に工作物とし

て登載するべきものであった。 

 

＜メッシュフェンス外観＞ 

 

 

 

（指摘事項 24）公有財産台帳への登載について 

静岡市中央卸売市場の冷蔵庫棟周辺メッシュフェンス設置修繕については、修繕業

務から発生したものであっても、公有財産台帳に工作物として適切に登載する必要が

ある。 



115 

 

（４）支出負担行為書の起票 

支出負担行為とは、法律又は予算に基づいて決定される「支出の原因となるべき契約

その他の行為」をいい歳出予算を執行しようとするときは、あらかじめ支出負担行為に

より決裁を受けなければならない。 

静岡市予算規則第 28条において、支出負担行為書の起票時期は以下のとおり定めら

れている。 

 

区分 支出負担行為書の起票時期 

11需用費 修繕費 修繕しようとするとき 

中央卸売市場修繕費の支出負担行為書綴りを閲覧していたところ、以下のような関

係の業務があった。 

 

No. 業務名 金額 支出負担行為書決裁日 

104 青果棟 1階汚水管洗浄他 3件修繕 266千円 平成 29 年 3月 

105 汚水処理場沈殿槽掻寄機駆動機構部取替修繕 986千円 平成 28年 12月 

106 管理棟 ACP-F大会議室内修繕 135千円 平成 29 年 3月 

 

決裁日が前後していたため担当課に確認したところ、「緊急性により書面決裁前に担

当者は口頭で No.105の修繕実施の了解をとって行いましたが、支出負担行為書決裁を

忘れていました。」との回答であり、支出負担行為書を実際に作成したのは平成 29 年 3

月とのことであった。 

緊急性がある場合は、事前の口頭承認により事務進行を行うことはやむを得ないと

考えられるが、そのような際も速やかに支出負担行為書の作成を行う必要がある。 

 

（指摘事項 25）支出負担行為書の作成について 

静岡市中央卸売市場において、支出負担行為書の作成が数カ月遅延している事例が

存在した。緊急性の高い修繕に関する支出負担行為書であっても、支出の事務手続が適

切に行われたことを書面で記録する文書であるため、予算規則で定める起票時期にお

いて速やかに作成し決裁を受ける必要がある。 

 

（５）業務執行伺決裁日の適切な記載 

以下の委託・修繕の執行伺いに関して、決裁日、施行日欄の日付が鉛筆書きとなって

いた。 

業務名 金額 

冷蔵庫棟周辺メッシュフェンス設置修繕 1,738千円 

建築設備定期点検業務 548千円 
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（指摘事項 26）業務執行伺決裁日の適切な記載について  

静岡市中央卸売市場において、決裁日、施行日について、容易に書き換えることので

きる鉛筆書きの起案がされている事例が存在した。事業を執行するにあたり最終的な

意思決定を行った日付の記入は、重要な項目であり、今後は容易に書き換えることので

きない方法で日付の記入を行う必要がある。 

 

（６）仕様書等への契約条件の適切な記載 

業務名 中央卸売市場自家用電気工作物保安管理業務 

積算金額 4,384千円 

契約金額 4,379千円 

契約形態 単独随意契約 

 

本業務の契約金額は 12ヶ月前納割引 3%を考慮した金額となっている。執行伺いにお

いても前納割引が適用になることを前提とし、支払方法・理由の項目で「前金払・割引

きが適用されるため」と記載し承認を得ている。一方で、設計書では、前納割引を考慮

した積算は行われておらず、また、当該委託業務の仕様書等においても見積書の提出条

件として前金払等について触れられていない。当該業務を行える業者は 1 者しかない

という理由で単独随意契約となっており、例年前納割引を受けた金額で契約を行って

いるため、設計書でも仕様書でも前金払いに関して触れられていないが、本来前金払い

は例外的な処理である。積算を前金払いでない支払を行うことを前提とし、そこから過

去実績としての前納割引 3%を考慮した金額で予定金額を算出し、また、その旨を仕様

書等に記載し委託業者にも周知させる必要がある。 

 

（指摘事項 27）仕様書等への契約条件の適切な記載について 

中央卸売市場自家用電気工作物保安管理業務について、見積書や仕様書に記載され

ていない前提が反映された金額が業務委託契約書に記載されているのは適切ではない。

単独随意契約であったとしても契約金額に反映される前提条件がある場合には、事前

に見積書や仕様書に明記され起案決裁がされる必要がある。 
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（７）収入未済額の状況 

地方自治体の債権の種類は、性質上、地方税、強制徴収公債権、非強制徴収公債権及

び私債権の 4 つに分類することができる。中央卸売市場で発生する債権は非強制徴収

公債権である施設使用料と私債権である電気水道料等の 2種類である。 

平成 29年 3月 31 日現在の収入未済額の状況は以下のとおりである。 

区分 金額 

施設使用料 72,135千円 

電気水道料等 53,253千円 

合計 125,388千円 

 

滞納者別の金額は以下のとおりである。 

滞納者 金額 

A 者 113,791千円 

B 者 7,227千円 

C 者 2,037千円 

D 者 885千円 

その他 8者計 1,448千円 

合計 125,388千円 

 

平成 26年度の静岡市監査委員による定期監査において以下の指摘を受けている。 

 使用料等について、平成 22 年度から継続して、毎年度約 1 億円の滞納額があり、平成

26 年 10 月末現在で 235 件、1 億 1 千万円余となっていたにもかかわらず、上記のような

措置を何ら講じていなかったことが、本件の監査で判明した。 

 これらの滞納の主な要因は、使用者の経営不振によるものであったが、使用者間の公平

の観点や市場の経営に与える影響に照らせば、このようなことが常態化していることは看

過し難い問題である。 

 この滞納の事案に関しては、該当の使用者が当卸売市場の運営における重要なパートナ

ーであるという点は認識しつつも、市として、これらの者に係る滞納額の縮減と経営の改

善に向けた適切な措置を講ずる必要がある。 

この指摘に対して、市は平成 29年 3月に以下の措置状況を公表している。 

 全体の収入未済額のおよそ 9 割を占める高額滞納者である 1者（上記記載の A者）につ

いては、数年来、経常損益の計算上、赤字が生じている状態が続いており、これにより過

年度の滞納金を支払っても現年度の使用料等を滞納する状況となっていました。このた

め、まずは市中央卸売市場業務条例第 75 条第 4 項に基づき、経費の削減、及び収入の増

加を図り、黒字が生じるよう経営の改善に向けた指導を行いました。 

 その主な内容と効果等ですが、支出面では高額であった業務委託料について業務を直営
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で行えるよう見直しを指導したことにより、経費の削減を図ることができました。一方、

収入面では販売部門において、購入者の利便性の向上を図ると共に販売価格の値上げを行

うことにより、増収策を講じました。 

しかしながら、改善への取組を行っている間、平成 26年 10月末現在、29件、9,980万

円余あった収入未済額は納付により 1件、351 万円余となったものの、その後の使用料等

が未納となったことにより、平成 28年 11月末現在、36件、1億 2千万円の滞納額となっ

ています。 

 これらの経営改善に向けた対策は緒についたばかりであることから、滞納金の縮減に向

けた今後の対応として、以下の取組を行いました。 

（ア）事業者の状況から当該債務の全部を一時に履行することは困難であり、履行期限を

延長することが徴収上有利であると認められ、かつ経営改善への取組をより効果的に

進める必要があることから、滞納金について地方自治法施行令第 171条の 6 に基づき

履行期限を延長する処分を行いました。 

（イ）次に、履行期限の延長処分と併せ、債務承認・債務弁済誓約を取り交わしました、

この中で、事業者は過年度の滞納金への対応として、毎年 3 月に経営改善指導による

毎年度の黒字見込額を納付に充てることとする納付計画を誓約しました。この納付計

画に基づき、平成 28年度から納付を開始することになりますが、平成 39年度までの

12年で過年度の滞納金は完済する見込です。 

 

① A者に対する収入未済額 

ⅰ．納付計画の実現可能性 

上記措置状況に記載の納付計画は平成 39 年度まで作成されており、平成 39 年度末

において過年度の滞納金が完済する予定となっている。 

しかし、実際に提出された納付計画では法人税等の計上が行われていない。法人税法

において欠損金の繰越控除の制度があるため、控除可能な繰越欠損金が存在する間は

法人税等の負担は住民税均等割（A者は年間 182,500円）のみで済むが、過去の損益状

況から推測できる平成 29 年 3 月 31 日現在の繰越欠損金の金額は約 6,000 万円程度で

あり、納付計画の後半には法人税負担が発生することになる。 

 

（指摘事項 28）A者の納付計画考慮要因について 

収入未済額 113,791 千円を有する A 者に関する納付計画には、将来発生する法人税

負担を考慮されておらず、これを考慮した場合、納付計画で予定されている平成 39年

度末までの滞納金が完済することは不可能な状況となることが想定されるため、納付

計画については再度検討する必要がある。 

 

ⅱ．納付計画および決算実績の差異 

措置状況記載の納付計画における平成 28 年度の A 者の損益計画及び平成 28 年度決
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算の実績は以下のとおりとなっている。 

（単位：千円） 

 納付計画 実績 差異 

売上高 135,929 136,376 ＋447 

売上総利益 132,870 133,327 ＋457 

販売費および一般管理費 122,807 131,978 ＋9,171 

 うち人件費 37,037 43,090 ＋6,053 

 うち施設利用料 40,452 41,565 ＋1,113 

 うち動力料 31,284 31,074 △210 

営業利益 10,063 1,349 △8,714 

経常利益 10,002 1,556 △8,446 

上記措置状況に記載のとおり、平成 28年度において「高額であった業務委託料につ

いて業務を直営で行えるよう見直しを指導」し、過年度と比べ損益改善が図られている

が、人件費が増加しているため、納付計画で予定したほどの営業利益は確保できていな

い状況である。A者において今後の損益が実績のような水準で推移する場合、措置状況

記載の「平成 39 年度までの 12 年で過年度の滞納金は完済する見込み」は実現不可能

なものとなる。 

 

（指摘事項 29）A者の納付計画の見直しについて 

収入未済額 113,791 千円を有する A 者から提出された納付計画の 1 年目において、

すでに大幅に計画を下回る実績値になっている。1年目の予算実績を分析させるなどに

より、今後も引き続き A者に対する指導を継続し、計画を見直しすることで、実現可能

な納付計画に更新する必要がある。 

 

ⅲ. これまでの市の対応について 

A者に対する収入未済額は定期監査の指摘事項によると「平成22年度から継続して、

毎年度約 1億円の滞納額があり」という状況である。 

現存する資料から把握できる未済額の年度末の残高は以下のとおりである。 

（単位：千円） 

年度末 金額 年度内増減金額 

平成 18年度末現在 6,131 － 

平成 19年度末現在 25,942 ＋19,811 

平成 20年度末現在 29,985 ＋4,043 

平成 21年度末現在 53,545 ＋23,560 

平成 22年度末現在 94,212 ＋40,667 

平成 23年度末現在 81,921 △12,291 
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平成 24年度末現在 94,124 ＋12,203 

平成 25年度末現在 97,155 ＋3,031 

平成 26年度末現在 107,132 ＋9,977 

平成 27年度末現在 114,991 ＋7,859 

平成 28年度末現在 113,791 △1,200 

 

平成 19年度から 22 年度において収入未済額が急激に増加している。平成 15年度頃

から納期限を遅れての納付はあったが、決算において収入未済がはじめて発生したの

は平成 18 年度である。これを受けて、市場は平成 19 年 8 月に政策法務課に対し当該

債権についての対応策を相談している。その際に政策法務課より「現在、債権管理の調

査を基に市全体で債権管理（回収）をどうしていくべきか、庁内検討会議で検討してい

るところであり、その検討会議で、ある一定の方針が決定したらそれに従うことにな

る。いずれにしても、市場単独での強制執行はしないで、市全体の方針にそって対処す

ることである。」との回答を得ている。 

また、平成 20年 4月には A者対策局内連絡会を発足させ、早急に経営指導などの方

策を採る必要性が記録されている。 

市場としては問題意識を持って、様々な検討を行っていたと考えられるが、当該収入

未済額が発生した当時は収入未済に対する市全体の方針が固まっていなかったことが

伺える。結果として対応が遅くなり、平成 22年度末には 1億円弱の水準まで収入未済

額が膨らんでしまい、対応が不十分だったのではないかといえる。 

 

（指摘事項 30）A者への適切な対応について 

収入未済額 113,791 千円を有する A 者については、発生当初及びその後の対応等か

ら長期化している。多額の収入未済金については、発生を未然に防ぐなどの債権管理を

行う必要がある。 

 

ⅳ．A者収入未済金に対する現実的な対応について 

前述のとおり、措置状況に記載された利益水準は現実的には達成不可能なものと考

えられる。平成 28年度の A者の決算において、計画と比べ人件費の削減効果が現れて

おらず、また、平成 29年度に入ってからも月額相当分の使用料等は納入されているも

のの、それを上回る納入はないとのことであり、大幅な損益改善は行われていないと推

測される。 

また、納付計画において将来発生する法人税等の負担も加味されていない。法人税等

の負担を加味すると、滞納金を全額回収するためには、業務改善した現状からさらに収

益力を高める何らかの方策を講じる必要が生じる。 

しかし、A者は市場内の業務しか行っていないため、滞納金を全額回収するために必

要な利益水準を確保するためには、市場の活性化による A 者業務量の大幅な増加が必
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要と考えられるが、近年の市場取引高・取引数量の推移等から考えると厳しい状況であ

る。 

このような状況の中で市が滞納金の全額を回収するのは客観的に考えて不可能であ

る。債権を回収不能な金額まで増大させたのは決して債務者側だけの責任ではなく債

権者側にも責任があるといえる。 

現状の A 者は、かつて未済金を発生させた代表者は交代し、従業員であった者が現

場作業を行いながら経営を行っている状況で、業務改善を行い、平成 28年度の決算に

おいては納付計画ほどの利益水準には届かないものの経常利益を計上するまでの成果

をあげている。生まれ変わった A 者に対し、過去の負債を押し付け続けるのは前向き

な対応といえるのか疑問があるところである。 

 

（監査意見 24）A者の現実的な対応について 

収入未済額 113,791千円を有する A者のおかれている状況や過去の経緯からすると、

今後の納付計画の実現可能性が極めて低くなることも想定される。 

A 者に対する債権の弁済方法等について様々な角度から検討を行い、現実的にとりう

る対応を模索していくことが望ましい。 

 

② B者に対する債権 

B 者は平成 29年 3 月 31日現在、関連事業者として市場での営業を行っている者であ

る。前述の未収入金は平成 24 年度以降発生分であり、今後は「納付の見込もないため

行政処分を前提とした対応をしていく」方針とのことである。行政処分とは許可の取消

しのことであり、静岡市中央卸売市場業務条例に以下のとおり定められている。 

＜静岡市中央卸売市場業務条例＞ 

（関連事業の許可の取消し） 

第 32 条 市長は、関連事業者が第 30 条第 1 号若しくは第 2 号に該当することとなった

とき、又は業務を適確に遂行するのに必要な資力信用を有しなくなったと認めるときは、

その許可を取り消すものとする。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

条例第 32条で「業務を適確に遂行するのに必要な資力信用を有しなくなったと認め

るときは、その許可を取り消すものとする」とあるが、市は具体的な基準等は特に策定

していない。 

前述の滞納者（A者及び B者）は「必要な資力信用を有しなくなった」に該当する者

なのではないかと思われる。上記第 32条は「取り消すことができる」ではなく「取り

消すものとする」という規定であり、「業務を適確に遂行するのに必要な資力信用を有

しなくなったと認めるとき」には「取り消すものとする」ことを行う必要があると解釈

できる。この条文を実効性のあるものにするためには「業務を適確に遂行するのに必要

な資力信用を有しなくなったと認めるとき」に関する基準を策定すべきである。 
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（指摘事項 31）許可の取消しに関する具体的な基準の策定について 

静岡市中央卸売市場業務条例において「業務を適確に遂行するのに必要な資力信用

を有しなくなったと認めるとき」の許可の取り消しについて規定されているが、その基

準は明確ではない。滞納金の拡大防止に資するためにも、今後は、許可の取消しに関す

る基準を策定することが必要である。 

 

③ C者に対する債権 

C 者に対する債権は、過去において関連事業者であった個人事業者に対する収入未済

額であり、上記残高は平成 20 年度から 22 年度に発生したものである。現在も弁済が

行われており過去における弁済金額は以下のとおりである。 

年度 弁済金額 

平成 25 年度 390 千円 

平成 26 年度 45 千円 

平成 27 年度 60 千円 

平成 28 年度 50 千円 

合計 545 千円 

平成 29年 3月 31 日現在の未収入金残高は 2,037千円である。平成 28年度の弁済金

額では、残金額を回収するのに 40年以上要する計算となる。 

 

（監査意見 25）C者に対する債権について 

収入未済額 2,037 千円の回収は、40年以上を要すると想定され、そのような場合は、

個人事業主に相続等が発生し、回収を困難にさせる事態が生じることが想定される。早

期回収を行う対応をとることが望ましい。 

 

④ D者に対する債権 

D 者（法人）に対する債権 885 千円は平成 23 年度に発生した施設使用料（非強制徴

収公債権）である。市が作成している債権管理台帳特記事項欄には以下の記載がある。 

特記事項 平成 25 年 3月 28 日 破産手続き申立 

平成 25 年 4月 23 日 破産手続開始通知 

平成 25 年 7月 12 日 破産手続廃止決定 

平成 25 年 10月 7 日 徴収停止 

平成 26 年 3月 18 日 私債権不納欠損 

平成 25年 7月に破産手続廃止が決定し、平成 25年 8月 15日に法人の閉鎖登記がな

されている。 

 

「静岡市債権の管理に関する条例の運用指針（以下、「運用指針」という。）」には「静
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岡市債権の管理に関する条例(以下、「条例」という。）」を効果的に運用するために、静

岡市の統一的な基準や考え方が示されている。条例第 7条（債権の放棄）に関し、運用

指針には以下の記述がある。 

条例第 7条（債権の放棄） 

 市長等は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該非

強制徴収債権及びこれに係る損害賠償金その他の徴収金の全部又は一部を放棄すること

ができる。 

破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 253 条第 1 項、会社更生法(平成 14 年法律第 154号)

第 204条第 1 項その他の法令の規定により、債務者が当該非強制徴収債権について、その

責任を免れたとき。 

運用指針【第 1 号関係】 

２ 法人について破産手続終結決定（破産法第 220 条）又は清算結了の登記（会社法第

929条）がなされた場合はその法人格が消滅し、債権債務も消滅することになります。こ

の場合、放棄の手続は不要となりますが、会計上の手続は必要となります。 

D 者は平成 25年 7 月に破産手続が終了し、これを受けて私債権については平成 26年

3月に不納欠損処理が行われている。 

収入未済額 885 千円は非強制徴収債権であり、運用指針では債権債務が消滅するこ

とになると記載されており、事実発生後速やかに会計上の手続（不納欠損処理）を行う

必要があった。 

 

（指摘事項 32）D者に対する債権の不納欠損処理の実施について 

収入未済額 885 千円については、運用指針において不納欠損するべき市非強制徴収

債権であり、速やかな不納欠損処理を行う必要がある。 

 

（８）関連事業者からの受入保証金 

静岡市中央卸売市場業務条例及び施行規則において、関連事業者からの受入保証金

について以下のとおり定められている。 

静岡市中央卸売市場業務条例 

（保証金） 

第 31 条 3 関連事業者の預託すべき保証金の額は、施設使用料月額の 6 倍の範囲内で

規則で定める。 

静岡市中央卸売市場業務条例施行規則 

第 36 条 条例第 31 条第 3 項に規定する預託すべき保証金の額は、市場施設の使用料月

額の 3倍に相当する額とする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、別にその

額を定めることができる。 

保証金一覧を確認したところ、保証金が使用料月額の 3 倍を下回る水準となってい

る関連事業者が散見された。この点について担当課に確認したところ、「消費税導入時
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に積み上げ処理すべきところを、保証金算出の理解が徹底されていなかったことから、

当初のままになっています。平成 27年度分からは消費税込としており、今後は正しく

修正していく予定です。」とのことであった。 

今後消費税率が 10％になることが予定されているため、その際には適切な処理を行

う必要がある。 

 

（指摘事項 33）消費税率改定に伴う受入保証金の追加納入について 

静岡市中央卸売市場業務条例及び施行規則において関連事業者からの受入保証金に

ついては消費税込みの金額で定められており、過去における消費税率の引き上げ時に

追加納入が行われていない事業者がいる。今後においても消費税率が変動する場合は

適切に追加納入等の処理を行う必要がある。 
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Ⅵ．農業政策課 
１．事務事業の概要 

農業政策課は、農林水産業に係る政策の総合調整を行うとともに、農業振興等に係る

以下の事業を実施している。監査に当たっては、振興プラン等における分野別の政策目

標等の観点から、農業振興に係る事務事業について特に着目した。 

 

＜農業政策課 一般会計＞                           （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

農業振興計画推進事

業費 

静岡市農業振興計画の着実な推

進を図るため、計画全体の進行

管理を行う。 

静岡市農業振興計画推進委員会

による計画の進行管理 352 288 

後継者育成等経費

（農業振興指導） 

農業生産に意欲のある農業後継

者等を対象とし、将来の本市の

農業振興に寄与する人材を育成

する。 

①農業後継者育成対策視察研修

事業 

②農業経営講座の開催 

③農業振興一般事務 

2,310 1,812 

静岡県果樹研究セン

ター誘致事業費 

市の特産物である柑橘を主体と

する果樹の振興及び農業者の育

成を図るために施設を誘致す

る。 

静岡県果樹研究センターを誘致

するためのほ場整備。 
27,393 16,295 

蒲原畑総区域内公共

用地活用事業 

新規就農者の育成及び市民に対

する農業の啓発。 

新規就農者育成のための研修実

施及び市民対象の農業体験イベ

ントの実施。 

4,692 4,512 

農業協同組合補助金 

本市では作物振興に係る生産指

導を農協の営農指導部門に依存

せざるを得ないため、農協に事

業費の一部を助成し、本市の農

業振興が効果的に推進できるよ

うにする。 

農協に事業費の一部を助成。 

7,505 6,505 

担い手育成支援事業

補助金 

認定農業者の経営改善計画実現

のための支援。 

近代化施設等の整備に対する一

部助成 
17,550 17,493 

経営改善支援活動事

業補助金 

農業の担い手の経営を円滑に進

めるための計画作成及びその支

援。 

静岡市担い手育成総合支援協議

会の運営及び補助金の交付。 970 970 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

都市農家支援事業費 

市街化区域内における営農活動

に対し助成することにより、都

市農業の振興を図る。 

農産物の生産、加工、販売に必

要な施設、機械の導入費につい

て補助する。 

40,000 28,401 

青年就農促進事業補

助金 

就農直後の初期の経営を安定化

するため、所得を補う助成によ

り、定着率を高める。 

認定就農者のうち農業所得が低

い者に対し、就農後５年間給付

金を給付する。 

40,500 32,050 

茶どころ日本一委員

会委員 

茶どころ日本一施策を円滑に推

進する。 

茶どころ日本一委員会において

茶どころ日本一計画の進行管

理、見直しに関し審議する。 

345 195 

「お茶のまち静岡」

推進経費 

シティープロモーションの戦略

資源の一つであるお茶に関する

様々な情報を発信し、「お茶の

まち静岡市」の情報発信を進め

る。 

①ＪＲ静岡駅情報発信 

②お茶ツーリズリム実施支援 

③ラッピングタクシーの運行 

④特産茶戦略的輸出支援 

⑤お茶のまち静岡市ＨＰの保守

管理 

24,019 19,959 

茶業経営人材育成事

業 

将来の地域茶業を担う人材の育

成を支援することにより、本市

茶業の自立的かつ永続的な生産

体制を構築する。 

将来の地域茶業を担う人材育成

に係る事業への補助金交付 
350 224 

茶園地再編対策事業

補助金 

安定的かつ永続的な茶業経営の

基盤づくりのため、優良茶園の

確保や経営補完農作物への転

換・導入等を推進する。 

茶園の園地改良、茶園の共同管

理を推進するための機器の導

入、補完作物への転換に係る費

用を助成する。 

14,000 13,537 

茶業振興協議会負担

金 

「静岡市のお茶」の名声を高め

るため、茶生産者、茶商工業者、

行政が連携し、静岡市の茶産業

の発展に寄与することを目的と

した静岡市茶業振興協議会に負

担金を交付する。 

静岡市茶業振興協議会として、

ブランド化対策、文化振興対策、

情報発信対策、消費拡大対策を

実施する。 
3,106 3,000 

農水産物消費拡大促

進事業費 

地産地消を起点に本市の農水産

物を市内外にＰＲし、消費者が

旬の時期に地場農水産物を食す

る機会を増大することにより、

消費の拡大・農林水産業の経営

の向上と安定を図る。 

静岡市の旬な農水産物の消費拡

大を図るホームページの PR 及

び更新、地産地消イベントの開

催 
1,193 707 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

農業まつり開催事業

費 

消費者に地元農畜産物の消費宣

伝販売を行い、農業への理解を

深める機会とし、本市農業の発

展に寄与する。 

主催者である運営委員会・実行

委員会へ補助金を交付し、毎年

11 月に静岡市農業祭及びアグ

リフェスタしみずを開催する。 

1,620 1,620 

ふるさと農力チャレ

ンジ事業補助金 

６次産業化の取組みや地域資源

を活用した新たな付加価値の創

造、地元の農産物の消費拡大、

農業者の所得向上や経営意欲の

向上を図る。 

６次産業化に取り組むため加工

用機械・器具の導入、販売施設

の整備、新商品開発のための調

査研究費等に対して補助金を交

付する。 

2,425 1,300 

しずおか果樹百景プ

ロジェクト 

果樹の振興経費 

本市で生産されている果樹の魅

力の情報発信、消費拡大に向け

た取組みを関係団体等と連携し

て行う。 

果樹の試食販売イベント、ＰＲ

イベントを開催する。 
500 242 

わさびの産地育成事

業補助金 

本市の特産品であり、山間地最

大の換金作物であるわさびの振

興を図る。 

①優良品種のバイオ苗の導入経

費の一部を助成 

②育苗施設の整備 

20,400 19,823 

農地流動化総合対策

事業補助金 

農地の流動化を促進し、認定農

業者の育成及び農地の有効利用

を図る。 

利用権設定促進事業により一定

の条件を満たす農地の貸手に対

して補助金を交付する。 

3,900 2,490 

耕作放棄地緊急対策

事業補助金 

耕作放棄地を解消して、担い手

の農地確保と農地の有効利用を

図る。 

耕作放棄地の再生に係る経費の

一部を補助する。 2,910 2,526 

農地中間管理事業費

補助金 

農用地を担い手に集積・集約化

することで農業経営の効率化や

高度化を図る。 

農地中間管理機構により農用地

等を借り入れて担い手に貸付を

行う。 

9,000 717 

その他事業 － － 100,428 86,151 

農業政策課合計 325,468 260,817 
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２．静岡市農業振興計画 

（１）静岡市農業振興計画の概要 

「静岡市農業振興計画」（以下、「農業振興計画」という。）は、市の農業が「農家経

済を支える産業」、「地域経済の存続・発展に寄与する産業」となること等を目的とし、

農業者をはじめ市内の農業関係機関などが、農業振興に向け果たすべき役割分担の指

針をなすとともに、農業の振興に関する政策別計画や作物別計画の策定・更新に当たっ

ての基幹となる計画である。3次総、振興プランでは観光・交流分野、農林水産分野計

画において「地域資源の活用、ブランド創出」などの形で位置づけられている。 

 

＜静岡市農業振興計画と関連機関・計画との関係＞ 

 

（出典：農業振興計画） 

 

当該計画では、市農業の目指すべき姿と方向性を「基本構想」として以下のとおり定

めたうえで、将来像を実現する基本的な考え方を「基本計画」（平成 27～34年度）、基

本計画に掲げた施策を実施するための具体的な事業を「実施計画」（前期：平成 27～30

年度）、（後期：平成 31～34年度）と定めている。 

 

＜静岡市農業振興計画「基本構想」＞ 

＜将来像＞みんなでつながる しずおか農業～農好市民の協働で未来を拓く～ 

＜基本方針＞将来像の実現のための基本方針 

・【提案力】消費者の食生活を楽しく豊かにする仕組みづくり 

・【産地力】農業者が生き生きと輝く産地づくり 

・【地域力】地域資源を活かした農山村づくり 
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「基本計画」では、総括的な目標として以下のような成果指標を定めるとともに、8

つの「施策の方向」とこれに係る具体的施策ごとの成果指標を定めている。 

 

＜静岡市農業振興計画 総括成果指標＞ 

 
計画策定時 

実績(注 1） 

平成 30年度 平成 34 年度 

計画 計画 

年間農業所得目標を達成した認定農業者 30.9％ 40％ 50％ 

地元農産物を意識して購入している市民の割合 23.6％(注 2） 20％ 30％ 

（注 1：計画策定時実績は平成 25年度もしくは 26年度の実績を記載している。） 

（注 2：計画策定時実績がないため平成 28年度実績を記載している。） 

 

＜静岡市農業振興計画「施策の方向」別成果指標＞ 

基本構想 施策の方向 成果指標 

平成 28

年度 

平成 30

年度 

平成 34

年度 

実績 計画 計画 

【提案力】 

魅力ある農産物と新た

な価値の創造 
静岡市農産物を誇りに思う市民の割合 61.1% 65.0% 70.0% 

消費者とつながる

「場」と「機会」の創

出 

「しずおか旬の食材」ＨＰを介したリ

ンク先への年間アクセス数 
4,359件 9,000件 11,400件 

食文化提案による新規

市場の開拓 

他産業との連携により新たに創出され

た市内農業の利用拡大件数(累計) 
6件 4件 8件 

【産地力】 

意欲ある担い手の確

保・育成 

新規就農者数（累計） 

農業参入法人数（累計） 

48人 

2法人 

120人 

6法人 

240人 

14法人 

優良農地の確保と利用

推進 

認定農業者 1経営体あたりの農地集積

面積 
168a 195a 223a 

新技術の導入やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦

略による多彩な作物づくり 

市内試験研究機関等との連携による新

生産技術等の導入件数(累計） 
2件 4件 8件 

【地域力】 

市内外の消費者との交

流促進 
都市農村交流人口 

726,928

人 

820,000

人 

859,000

人 

農山村の多面的機能の

維持 
協働による農山村保全活動面積 1,080ha 1,070ha 1,190ha 

 

上記の「基本計画」の達成に向けた「実施計画」については、市民や農業者、事業

者の各々の農業に対する役割を例示しつつ、8つの方向性に紐付く具体的な施策に関

する、行政及び農業関係者の支援内容及び体制を以下のように定めている。 
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＜静岡市農業振興計画 支援内容及び体制＞ 

団体 支援内容及び体制 

JA 地域営農ビジョンに策定、営農指導、組合員の生活向上に係る支援を行う。 

静岡市 静岡市農業振興計画で示した施策を着実に実行する。 

各機関との連携の場を設け、静岡市農業振興計画の進捗管理を行う。 

農業に係る情報発信と意欲的な農家が活動しやすい環境づくりを行う。 

県中部農林事務

所 

管内農業農村の振興計画である中部農林事務所ビジョン推進戦略、アクションプログラムで示

した事業を着実に推進する。関係機関、団体との連携を図り、事業を推進する。 

以下では、「基本計画」の成果指標のうち、特にその進捗状況に留意が必要と考え

る「認定農業者 1経営体あたりの農地集積面積」について検討した。 

 

（２）認定農業者 1 経営体あたりの農地集積面積 

市は優良農地の確保と利用促進のために農地集積面積の増加に取り組んでおり、主

に規模の拡大による経営効率化及び耕作放棄地等の減少、収益性の向上並びに後継者

不足の解消に資する重要な施策としている。 

当該指標については、農業経営基盤強化促進法（以下、「基盤強化促進法」という。）

第 6条に基づく農業経営基盤強化の促進に関する静岡市基本構想（以下、「市基本構想」

という。）によって求められたものを、農業振興計画に適用したものである。 

これは、平成 26～35年度（10年間）に、市の農用地利用に占める認定農業者等の“担

い手”が経営するシェアを 40％とし、平成 35年度の認定農業者 700 経営体及び集積面

積 1,600ha(推計)を目標とするものである。その推移は以下のとおりである。 

 

＜認定農業者数、集積面積等の推移＞ 

認定農業者 
平成 25年度

(計画策定時) 
平成 27年度 平成 28年度 

平成 30年度

(注 1) 

平成 34年度

(注 1) 

平成 35年度 

(注 2) 

経営体数 614 615 607 634 687 700 

集積面積(ha) 982ha 1,016ha 1,018ha 1,235ha 1,531 ha 1,600 ha 

1経営体当たりの集積面

積 
160a 165a 168a 195a 223a 229a 

       

市耕地面積 5,260 ha 5,130 ha 5,030 ha   4,000 ha 

担い手集積率 18.6％ 20.1% 20.6%   40.0% 

(出展：市提供資料に基づき監査人集計) 

(注 1)農業振興計画の前期、後期時点の目標値から監査人が以下の手法で概算している。（平成 34年度も同様） 

   平成 30年度 634経営体＝（平成 28年度実績 607経営体＋（（700-607）÷（平成 28～35年（7年））×2年） 

   平成 30年度 1,235ha＝（平成 28年度実績 1,018ha＋（（1,600-1,018）÷（平成 28～35年（7年））×2年） 

(注 2)市耕地面積は優良農地でない農用地の見直しにより、平成 35 年度に 4,000ha まで低減すると推定される。 
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当該集積については、静岡市担い手育成総合支援協議会（以下、「担い手協議会」

という。）を中心に農地利用集積円滑化事業（実施主体：農地利用集積円滑化団体）、

農地中間管理事業（実施主体：静岡県農地中間管理機構）、農地流動化総合対策事業

（利用権設定等促進事業）（実施主体：市）を活用することにより推進されるもので

ありその定義は以下のとおりである。 

 

＜定義＞ 

項目 定義 

市基本構想における担い手 認定農業者及び認定新規就農者 

担い手への農用地集積面積 
計画における担い手への集積面積は、自己所有地及び借入地等を含

んでおり、担い手ごと 5年サイクルで更新される。 

農地利用集積円滑化事業 

市内農協等の農地利用集積円滑化団体が委任、代理による仕組みに

より農地の利用集積（貸付け）等を行う事業であり、認定農業者及

び認定新規就農者以外も対象に含まれる。 

農地中間管理事業 

農地利用を整理、集約化するために農地中間管理機構が農地を借受

け及び貸付ける事業であり、担い手への集積を図るものである。当

該事業における担い手には認定農業者及び認定新規就農者以外に地

域が合意した借手等が含まれる。 

農地流動化総合対策事業 

（利用権設定等促進事業） 

農地利用に関し利用権設定を行い、貸付けを行う事業であり、認定

農業者及び認定新規就農者以外も対象に含まれる。 

 

これらに関する、平成 28年度における目標と実績及び平成 29年度の目標は以下の

とおりである。 

 

＜担い手への集積状況（目標と実績）＞ 

 
平成 28年度 

目標 

平成 28 年度 

実績 ① 

平成 29 年度 

目標 ② 
②-① 

認定農業者（経営体）数 630経営体 607経営体 620 経営体 ＋13経営体 

担い手への農用地集積面積 1,180ha 1,034ha 1,114ha ＋80ha 

 うち、認定農業者 1,160ha 1,018ha 1,096ha ＋78ha 

 うち、認定新規就農者等 20ha 16ha 18ha ＋2ha 

集積率 23.0% 20.6% 22.2% ＋1.6% 

（出典：「静岡市担い手育成総合支援協議会資料」より） 

 

平成 28年度は、認定農業者数目標 630経営体に対し 607 経営体、担い手への農用地

集積面積も目標 1,180ha に対し 1,034haと目標未達成となっている。 

これを受けて担い手協議会では、平成 29 年度の目標として認定農業者数を 620 経営
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体とするとともに、集積面積については、以下のように算定した年間 80ha（純増分）

の増加を反映した 1,114ha としている。 

 

(平成 35年度集積目標 1,600ha-平成 28年度集積実績 1,034ha)÷残 7年≒年間 80ha 

 

＜担い手への集積状況内訳（実績前年対比）＞ 

区分 経営体数 
経営面積（農地集積面積） 

平成 27 年度 平成 28年度 増減 

更新  185.6ha 202.2ha ＋16.6ha 

新規 15経営体  ＋23.1ha ＋23.1ha 

廃止 △23経営体 △37.4ha  △37.4ha 

増減合計 △8経営体   ＋2.3ha 

（出典：「静岡市担い手育成総合支援協議会資料」より） 

 

また、実績の内訳を確認すると、認定農業者の更新や新規による集積面積の増加がみ

られるも、認定農業者の廃止もあり、全体としては、前年対比で認定農業者数が△8経

営体、農地集積面積が＋2.3haとなっており、農地集積面積がほとんど拡大されていな

い状況である。 

一方、市の事業のうち、当該目標に寄与するとされるものの事業評価の状況は以下の

とおりである。 
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＜優良農地の確保と利用促進事業＞ 

事業名 指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 

総合 

評価 
評価理由 

農地中間管理

事業費補助金 

農地中間管理

事業による農

地集積（貸

借）面積 

25ha 34ha A 

基盤強化促進法による貸借は年間

50haを目標にしている。全体の貸借

面積の半数を利用権設定面積の目標

とし、残りの半分を農地中間管理事

業による貸借面積として目標設定し

た。農地集積（貸借）面積は目標値

を上回ることができた。 

農地流動化総

合対策事業補

助金 

利用権設定面

積 
25ha 26ha A 

担い手育成支

援事業補助金 

①認定農業者

数（経営体

数） 
630 607 A 

平成 35 年度 700 経営体が目標であ

る。達成のため、毎年 10件程度の経

営体の増加が求められるため、目標

値とした。認定農業者数は逓減して

いるが、目標 630経営体に対して

607経営体を認定した。 

経営改善支援

活動事業補助

金 

①認定農業者

数（経営体

数） 

 

当該事業は、それぞれ、基盤強化促進法における農地の貸借を対象とした補助事業や

担い手である認定農業者に対する支援を目的とした補助事業である。農地の貸借につ

いては、当年度の補助対象となった賃借面積（担い手の更新もしくは新規認定等による

面積）をとらえて、目標 50ha（25ha＋25ha）、実績 60ha（26ha＋34ha）としているが、

実際の農地集積の実績は当該増加影響に加えて認定農業者の廃止があること、また、助

成対象の農地の貸借は担い手に限定するものではないことから、現状は当該補助事業

が推進する農地の貸借がどの程度担い手への集積に寄与しているかは明らかではない。

また、現状の成果指標 50haが担い手への集積目標を達成するために妥当であるかどう

かも現状では不明確である。 

また、認定農業者数についても、毎年 10 件程度の増加が必要とされているが、更新

及び新規を上回る廃止が生じていることから現状は逓減状態である。 

 

（監査意見 26）農地集積面積の目標管理について 

農業振興計画における、認定農業者 1 経営体あたりの農地集積面積の根本である認

定農業者数及び集積面積は計画未達となっている。 

当該計画は、農地利用集積円滑化団体等の活動状況にも依拠するところではあるが、

市は、各種の補助事業を通じて、計画進捗に関する一定の責任を有している。 

したがって、市が実施する補助事業が集積面積に与える数値的影響の検証や認定農

業者増加に寄与する度合いの検証を行い、それぞれの事業成果が担い手の農地集積面
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積にどの程度の影響を与えるか、土地の貸借に係る成果指標である 50haはさらなる集

積面積拡大を目指すうえで妥当であるかを検討し、担い手協議会及び関連団体と相互

に意思疎通を図ったうえで、次年度以降の取組み強化を動機づけることが望ましい。 
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３．静岡市茶どころ日本一計画 

（１）静岡市茶どころ日本一計画の概要 

市では、平成 10 年代半ばより若者のお茶離れ、茶価の低迷、生産者の高齢化、担い

手の減少、耕作放棄茶園の増加等、茶業を取り巻く環境が年々厳しさを増していること

を背景に、平成 20 年度に「静岡市めざせ茶どころ日本一条例」を制定、平成 21年度に

は「静岡市茶どころ日本一計画」（以下、「茶どころ日本一計画）という。）を策定した。 

茶どころ日本一計画は、農業振興計画における主要作物別計画であり、3次総、振興

プランにおける農林水産分野別計画においても重要な位置づけとされており、市をお

茶のまちとしてブランディングすることを柱に、お茶の消費拡大、茶業の振興を推進す

るものとしている。 

 

当該計画では、上位計画との整合性を踏まえ、「基本構想」を以下のとおり定めたう

えで、将来像を実現する基本的な考え方を「基本計画」（平成 21～31 年度：前期平成 26

年度まで、後期平成 31 年度まで）、基本計画に掲げた施策を実施するための具体的な

事業を「実施計画」と定めている。 

 

＜静岡市茶どころ日本一計画 基本構想＞ 

 

（出典：「静岡市茶どころ日本一計画」） 

 

基本計画では、基本構想における 3 つの基本方向に基づいて、施策別の目標指数を

定めるとともに、基本的方策と具体的方策を紐づけている。これに関し、実施計画にお

いて個別の事業との関連を整理している。 

これに関する、施策体系と目標指標の状況は以下のとおりである。 
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＜静岡市茶どころ日本一計画 施策体系と目標指標＞ 

基本構想 

（基本方向） 

基本計画 

（主要指標） 

平成 28 

年度 

（実績） 

平成 31 

年度 

(目標値) 

達成率 基本的方策 

【産業】 

人々の心を引き

付けるお茶を作

るまち 

茶業経営人材育成事

業受講者数 
138人 190 人 72.6% 

①お茶づくりを支える人づくり 

②産地を継承する仕組みづくり 

③“出荷が待ち遠しい”お茶づくり 

④新たなお茶関連製品の創出 

茶園の新規基盤整備

面積 
82ha 150ha 54.7% 

協働による地域ブラ

ンド茶の創出 
6銘柄 10銘柄 60% 

静岡市からの直茶輸

出相手国 
16 か国 15か国 107% 

【生活/文化】 

お茶が生活・文

化の一部となり

心やすらぐまち 

1世帯当たり緑茶購入

数量 

1,105g/

年 

2,600g/

年 
42.5% 

①未来への茶文化の継承 

②新しい“お茶のある暮らし”の創造 

③お茶の価値を活かし・高める 

“お茶講座”実施回

数 

30回/

年 

35 回/

年 
85.7% 

日本茶カフェ店舗数 14 店舗 20店舗 70% 

お茶の美味しい入れ

方教室実施小学校 
84.4％ 100％ 84.4% 

【都市/交流】 

お茶を中心に交

流の輪が広がる

まち 

「お茶のまち静岡

市」ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数 

27,791

件 

19,200

件 
145% 

①全国・世界に向けた情報受発信 

②お茶を感じる街並みづくり 

③“静岡市のお茶”ファン掘り起こし 

JR静岡駅北口地下広場

「喫茶一茶」利用人数 

50,294

人 

39,000

人 
129% 

お茶ツーリズム体験

者数 

385人/

年 

400人/

年 
96% 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

市では、平成 28 年度の実績に基づく目標達成度合いを検討しており、その結果は、

以上のとおりであるが、「茶園の新規基盤整備面積」の未達成については以下のとおり

となっている。 
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（２）茶園の新規基盤整備面積 

本指標は、次代へ引き継ぐべき良好な茶園を確保するための目標であり、市では、

「茶園地再編対策事業」等を通じて当該目標の達成を目指すものとしている。 

現時点の目標である 150ha は、後期計画策定時の実績を基に平成 31年度目標として

設定されたものであり、その主な内訳とこれまでの推移は以下のとおりである。 

 

＜茶園の新規基盤面積 目標数値と実績（前期）＞                          （単位：ha） 

整備内訳 

前期計画実績推移 平成 26年度時点

各年目標面積 平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

改植 9.22 8.29 7.88 8.39 5.16 9.00 

土地基盤整備 - - 1.50 2.74 1.46 3.00 

その他 3.95 6.92 1.77 9.59 1.26 1.60 

年度毎合計 13.17 15.21 11.15 20.72 7.88 13.60 

累計 13.17 28.38 39.53 60.25 68.13 68.00 

 

＜茶園の新規基盤面積 目標数値と実績（後期）＞ 

整備内訳 
実績 計画 

累計 
27年度 28年度 累計 29 年度 30 年度 31 年度 

改植 4.15 3.76 46.85 15.00 15.00 15.00 91.85 

土地基盤整備 1.29 1.20 8.19 6.00 6.00 6.00 26.19 

その他 1.42 1.55 26.46 1.80 1.80 1.80 31.86 

年度毎合計 6.86 6.51  22.80 22.80 22.80  

累計 74.99 81.50 82.00 104.30 127.10 149.90 150.00 

 

整備内訳 平成 28年度実績累計 計画数値 達成率 

改植 46.85 91.85 51.0% 

土地基盤整備 8.19 26.19 31.4% 

その他 26.46 31.86 83.1% 

茶園の新規基盤整備面積合計 82.00 150.00 54.7% 

 

「茶園の新規基盤整備面積」全体の未達成については、「改植」、「土地基盤整備」に

おける目標達成率が低調となっていることに起因していることがわかる。 

 

① 改植事業 

改植事業については、当初は市の「茶園地再編対策事業」の一つとして補助事業等の
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実施を行ったものであったが、平成 24年度以降は国の「茶改植等支援事業」という形

で同等の補助事業に移行した。当該事業は国の基盤整備事業として市内の農業協同組

合（以下、「JA」という。）が主導する形で実施している。そのため、上記の実績は JA

による事業実績を茶どころ日本一計画の実績として取り込んでいる。 

「茶園の新規基盤整備面積」においては、当該改植事業が目標の過半を占めている一

方で、その達成度合いは低調であり、過去の推移から勘案しても平成 31年度までの残

り 3年間では達成が困難であることが予想される。 

これに関する見解を確認したところ、以下の回答であった。 

 

・新規基盤整備については、生産者の自己負担を伴うものであり、その後の収益を保証するもの

ではないことから、個別の投資の判断に踏み込んだ積極的な勧奨は難しいものと考えています。 

 

このような状況ではあるが、当該事業の進捗が市の計画目標となっていることは確

かである。加えて、実施主体そのものは JA であるため、目標達成のための情報共有の

状況を確認したところ、以下の回答であった。 

 

・「茶どころ日本一計画」の新規基盤整備の目標（150ha）については、JA組合長を含む附属機関

「茶どころ日本一委員会」での審議を経ているため、新規基盤整備が優良茶園の維持に必要な事

業であることは関係者で共有されていると認識しています。 

 

また、目標に対する進捗が低調であることについて、その対策となる、改植事業に関

する協議等の有無について確認したところ、以下の回答であった。 

 

・新規基盤整備の指標となる改植事業に関する具体的な協議等は特に実施しておりません。 

 

（監査意見 27）茶園の新規基盤整備計画における改植事業について 

「静岡市茶どころ日本一計画」の基本計画における、茶園の新規基盤整備計画につい

て、JA が主導する改植事業が過半を占めているが、当該計画目標の達成度合いが低調

となっている。これについては、市の外部の事業動向に依存するものではあるが、市の

計画目標に含めている以上は、計画の進捗管理や推進対策、または、計画目標の見直し

の要否の検討などが必要であると考える。 

したがって、今一度事業実施主体である JA及びその他関連機関との間で計画進捗管

理に関する具体的な協議等を含めた連携強化を図ることが望ましい。 
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② 土地基盤整備 

土地基盤整備については、平成 24年度から市の「茶園地再編対策事業」として、以

下の内訳にて補助金事業を実施している。 

 

＜平成 28年度 「茶園地再編対策事業」の内容＞              （単位：千円） 

事業内訳 事業内容 予算 決算 

①茶園改良整備事業 
優良茶園を保持するため、茶園の小規模基盤整備に対して

助成する。 
3,100 607 

②茶園共同管理推進事業 
茶園の共同管理を推進するため、必要な施設や機械の導入

に対して助成する。 
6,400 8,885 

③補完作物転換事業 
茶業経営の安定化を図るため、茶から他作物への転換に対

して助成する。 
4,500 4,045 

合計 - 14,000 13,537 

 

なお、当該事業のうち、茶どころ日本一計画における「茶園の新規基盤整備面積」を

構成しているのは①の「茶園改良整備事業」のみであり、その結果について平成 28年

度は、受益面積が計画 2.80haに対し、実績 1.20haとなっている。 

 

＜茶園改良整備事業実績の推移＞                      （単位：千円） 

改良整備

事業 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 
合計 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

受益面積 1.90ha 1.50ha 1.90ha 2.74ha 1.90ha 1.46ha 2.80ha 1.29ha 2.80ha 1.20ha 8.19ha 

補助金額 5,700 1,115 5,600 2,969 5,600 489 3,100 519 3,100 607 5,699 

申請件数 5件 4件 15件 6件 15件 7件 6件 5件 6件 4件 26件 

 

また、当該事業の事業評価については、茶どころ日本一計画との関連性を重視し、

「茶園改良整備事業」の受益面積のみを成果指標としている。ただし、ここでの目標値

は茶どころ日本一計画で定める目標値ではなく、これまでの過去 3 年間の実績に基づ

く 1.70ha を目標としており、当該目標の達成度合いにより総合評価を B としている。 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

茶園改良整備事業

の受益面積 

1.7ha 

（注 1） 
1.2ha B 

事業の予算はほぼ執行できたが、茶園共

同管理事業や補完作物転換事業の要望が

多かったため、茶園改良整備事業の実績

が目標値を下回った（達成率 70％）。 

（注 1：過去 3年間の実績平均を目標値としている。（2.7ha+1.4ha+1.2ha）÷3年≒1.70ha 端数切捨て） 
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（指摘事項 34）適切な事業評価の実施について 

「茶園地再編対策事業」における「茶園改良整備事業」の本質的目標は、茶どころ日

本一計画に定める成果指標に基づくもの（2.8ha）である。しかし、当該事業の事業評

価における目標については、過去 3年間の実績を平均したもの（1.7ha）を適用してい

ることから、本質的目標に照らして適用すべき指標を個々の事業評価に反映できてい

ない。このような状況ではその事業の本来目指すべき水準に基づいた適切な事業評価

ができない。そのため、今一度事業評価の目標設定の考え方に基づき、目指すべき目標

を成果指標とする必要がある。 

 

（指摘事項 35）適切な事業評価の実施について 

「茶園地再編対策事業」には、「①茶園改良整備事業」のほか、「②茶園共同管理推進

事業」、「③補完作物転換事業」が含まれているが、平成 28年度の事業評価においては、

①に関する成果指標のみを対象に評価しており、結果として②及び③が評価されてい

ない。実施した事業を適切に評価すべき観点からは、両事業についての成果を測定する

成果指標も設定する必要がある。 

また、これらの補助金事業については、「茶園地再編対策事業」として一つの事業に

まとめられているが、それぞれの位置づけや目指すべき目標については、相違している

状況である。このような観点からは、単に①～③事業をひとまとめとすべきではなく、

それぞれの目的に照らした最小区分で管理するなどし、目的に合致した目標設定を行

ったうえで事業評価する必要がある。 
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４．農業まつり開催事業費 

 

事務事業名 農業まつり開催事業費 

事業目的 消費者に地元農畜産物の消費宣伝販売を行い、農業への理解を深める機会とし、

本市農業の発展に寄与する。 

事業内容 主催者である運営委員会・実行委員会へ補助金を交付し、毎年 11 月に静岡市農

業祭及びアグリフェスタしみずを開催する。 

事業予算 1,620千円 

決算額 1,620千円 

 

当該事業は、消費者に地元農畜産物の消費宣伝販売を行い、農業への理解を深める機

会とし、本市農業の発展に寄与することの目的に、以下の事業に関する主催者への補助

金交付を行う事業である。 

 

農業まつり 補助先 補助予算額 補助決算額 

静岡市農業祭（産業フェア農業ゾーン） 静岡市農業祭運営委員会 810 千円 810千円 

アグリフェスタしみず アグリフェスタしみず実行委員会 810 千円 810千円 

 

静岡市農業祭は、産業フェアの農業ゾーンで行われており、市の農畜産物の販売及び

PR を行っており、アグリフェスタしみずは、農林水産業の展示及び事業紹介、農産物

の紹介と展示即売等を行っている。 

 

（１）事業評価の成果指標 

当該事業の事業評価については、①産業フェア来場者数、②アグリフェスタ来場者数

を成果指標としており、平成 28年度は当該指標の達成をもって総合評価を A としてい

る。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 

総合 

評価 
評価理由 

①産業フェア

来場者数 

②アグリフェ

スタ来場者数 

①88,000人 

②27,000人 

①89,000人 

②23,000人 
A 

アグリフェスタは屋外イベントで天候に

恵まれなかったため来場者数は目標値を

下回り、達成度は「B」となった。総合評

価は、両イベントの合計来場者数では、

達成度は 97.3％であるため「A」とした。 
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（監査意見 28）農業まつり開催事業費に係る事業評価について 

農業まつり開催に係る補助金は、産業フェアの農業ゾーン運営に関する補助とアグ

リフェア運営に関する補助を目的としている。このような補助金事業を評価するに際

して、特に産業フェアについては、様々な産業のブースが出展されている中、農業ゾー

ンにおける効果を測る指標として産業フェア全体の来場者を適用することは目的適合

性を欠いている。農業の PR 等をする場所として有用なものとする観点からは、「農業

ゾーン」に特化した成果指標を導入することが望ましい。 
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Ⅶ．農地整備課 
１．事務事業の概要 

農地整備課は、農業の生産性向上と経営の安定化を図ることを目的として、生産環

境・集落環境等の総合的な整備事業を行っている。監査に当たっては、事業評価の適切

性や補助金の交付事務に着目して監査を行った。 

 

＜農地整備課 一般会計＞                 （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

農道等維持管理費 
農業用施設の維持管理 農業用施設の維持管理委託、修

繕及び原材料の支給等 
134,472 116,735 

農道等新設改良事

業費 

農道・水路等の基盤整備を行い

農業生産の向上と経営の合理

化を図る。 

工事関係の測量設計委託、農

道・水路の工事発注業務等 157,746 139,767 

県営土地改良事業

補助金（一括補

助） 

高品質なお茶、みかん等を安定

して供給できる農業の確立 

県営土地改良事業の地元負担

分に対する補助金の支出 95,160 95,160 

県営土地改良事業

補助金（償還補

助） 

高品質なお茶、みかん等を安定

して供給できる農業の確立 

県営土地改良事業の地元負担

分に対する補助金の支出 70,531 70,530 

多面的機能支払交

付金 

地域協働による農地・農業用施

設の適正な維持管理活動を図

る。 

多面的機能支払交付金事業を

実施する組織に対し交付金を

交付 

43,939 43,912 

土地改良事務取扱

団体補助金 

土地改良事業の促進 土地改良事務の取扱団体に対

する補助金の支出 
20,385 20,385 

その他の事業 － － 373,834 247,125 

農地整備課合計 896,067 733,614 

 

＜農地整備課 特別会計＞                 （単位：千円） 

会計名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

農業集落排水事業

会計 

農業用水の水質保全、農村地域

の生活環境改善、河川等の水質

保全を図る。 

農村地域における汚水処理施

設である農業集落排水処理施

設（11施設）の維持管理 

263,300 245,387 
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２．農道等新設改良事業 

 

事務事業名 農道等新設改良事業 

事業目的 農道・水路等の基盤整備を行い農業生産の向上と経営の

合理化を図る。 

事業内容 工事関係の測量設計委託、農道・水路の工事発注業務等 

事業予算 157,746千円 

決算額 139,767千円 

 

（１）関係課との連携状況 

市は、平成 27年度を対象年度として実施した事業評価の 2次評価の中で、農道等新

設改良事業に対する事業評価について以下のとおり記載している。 

事業評価（総括） 

当事業は、農業生産の向上と農作業の効率化を図るため、農道・農業用用水路等の整備を行うも

ので、（中略）、事業の本来目的は、農業生産の向上と農作業の効率化を図るものであるため、今

後は、地元の要望を踏まえつつ、既存の農道等の状況及び整備効果等を勘案しながら、計画的に

整備を進めていく必要がある。このほか、農業の担い手不足も大きな課題であることから、今後

は、ハード整備だけでなく、農業振興関連のソフト事業も合わせ推進していく必要性がある。 

 

その後、上記の事業評価（総括）を踏まえ、事業の見直し内容として、以下のとおり

公表している。 

事業評価（総括）を踏まえた事業の見直し内容 

（関係課との連携） 

・耕作放棄地解消事業や担い手育成事業など、関係部署と積極的に情報交換を行っていく。 

 

部署名や情報交換の頻度など、関係部署との連携状況について市に質問したところ、

回答は以下のとおりである。 

部署名：農地整備課 

情報交換頻度：農道の新規路線計画時において、農道のルートを検討する際に、耕作放棄地や休

耕地における、将来的な営農意思を確認したうえで、最も適切なルートでの新設を行うことを検

討しています。農地利用課において、耕作放棄地の情報があるために、情報交換を考えています。

前年度からの継続事業としての新設工事は実施していますが、農道のルートを確定するような新

規の工事は実施していないので、現時点では、農地利用課との情報交換は行っていません。 
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農林水産省がホームページ上で発表している「平成 18年度 食料・農業・農村の動

向」の中で、基盤整備により耕作放棄地を解消した群馬県嬬恋（つまごい）村の事例が

紹介されている。これによれば、ほ場への農道が未整備で機械化営農が図れず耕作放棄

が進行している地域があったため、農地環境整備事業を導入したところ、生産区域にお

ける 3.8ha の耕作放棄地で営農が再開され、保全管理区域における 3.2ha の耕作放棄

地を植樹するなど農地保全に利活用できるようになったとのことである。農道の新規

工事だけではなく、継続事業においても周辺環境の変化により計画の見直しが必要と

なる可能性はあるため、関係部署と積極的な情報交換を行うことが望ましい。 

 

（監査意見 29）農道等新設改良事業における関係部署との連携について 

農道等新設改良事業において他課と連携することにより、現状では新設工事の対象

となっていない箇所に関する要望の有無や、継続事業について当初見込んだ事業効果

が依然として期待できるかどうかなどの情報を把握することが可能となる。農業生産

の向上と農作業の効率化を図るという事業目的を達成のためには、ソフト面、ハード面

のそれぞれの事業が有機的に機能するよう関係課との情報交換を積極的に実施するこ

とが望ましい。 
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３．農業集落排水処理施設の維持管理事業 

 

事務事業名 農業集落排水処理施設の維持管理事業 

事業目的 農業用水の水質保全、農村地域の生活環境改善、河川等の

水質保全を図る。 

事業内容 農村地域における汚水処理施設である農業集落排水処理

施設（11施設）の維持管理 

事業予算 263,300千円 

決算額 245,387千円 

 

（１）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における農業集落排水処理施設の維持管理事業の成果

指標として、以下のとおり農業集落排水施設への接続率を設定している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

農業集落排水施設

への接続率 
83.0% 81.4% A 

計画どおり、集落排水未接続世帯への接

続勧奨を実施し、接続率を増加させた。 

 

実績値が目標値を下回っているが、目標値どおりの年間事業所数であったとして総

合評価は Aとしている。これは、行政管理課作成の「事務事業総点検表の見方」による

と、総合評価を Aと判断する際の目安として、目標値に対して実績値が「90％以上 105％

未満」となることが示されており、当事業の目標値である農業集落排水施設への接続率

83.0％に対し、実績値 81.4％が「90％以上 105％未満」の範囲内となったためである。 

しかしながら、年間事業所数の過去 3年間の実績値は平成 25年度 83.7％、平成 26

年度 83.9％、平成 27 年度 79.9％(平成 27 年度は富厚里地区農業集落排水処理施設が

完成したことに伴い接続率が低下)と推移しており、目標値の「90％以上 105％未満」

は容易に達成可能な数値であることが推測できる。 

仮に接続率の増加ポイントを目標として設定した場合、目標増加ポイント 3.1 ポイ

ント（＝83.0－79.9）に対し実績値は 1.5 ポイント（＝81.4－79.9）と達成率 48.3％

となる。前述の「事務事業総点検表の見方」では、達成度 70％未満は総合評価の評価

区分 Cに該当する達成率である。 
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（監査意見 30）農業集落排水処理施設の維持管理事業に係る事業評価について 

農業集落排水処理施設の維持管理事業では、事業評価の成果指標として農業集落排

水施設への接続率を設定している。 

市は、目標値とした農業集落排水施設への接続率 83.0％に対し、実績値 81.4％が

「90％以上 105％未満」の範囲内であるため事業評価の総合評価を A と判断している。

しかしながら、年度末時点での接続率ではなく接続率の増加ポイントに着目した場合、

達成率は 70％未満である。 

総合評価は活動指標及び成果指標の実績等を総合的に判断して決定することとされ

ており、成果指標の達成度が 70％未満だったことをもって一律に総合評価を C とすべ

きものではないが、事業評価の実効性を確保するためにも、事業から期待通りの成果が

出ていると言えるかどうか慎重に判断することが望ましい。 
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４．多面的機能支払交付金 

 

事務事業名 多面的機能支払交付金 

事業目的 地域協働による農地・農業用施設の適正な維持管理活動

を図る。 

事業内容 多面的機能支払交付金事業を実施する組織に対し交付金

を交付 

事業予算 43,939千円 

決算額 43,912千円 

 

農業・農村の多面的機能とは、国土の保全、水源の涵養（かんよう）、自然環境の保

全、良好な景観の形成、文化の伝承等、農村で農業生産活動が行われることにより生ず

る、食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能を指す。多面的機能支払

交付金は、農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動を支援す

ることを目的として交付される。 

多面的機能支払交付金の申請に関するフローは以下のとおりである。 

 

＜多面的機能支払交付金の申請に関するフロー＞ 

① 組織の設立 

活動を実施する活動組織又は広域活動組織を設立する。 

↓ 

② 事業計画の作成 

地域共同で取り組む活動について、事業計画（原則 5年間）を作成する。 

↓ 

③ 申請書類の提出 

事業計画の認定を受けるため、市町村に申請を行う。 

↓ 

④ 活動の実施・交付金の交付 

毎年度、市町村に交付金の交付を申請して交付を受け、事業計画に基づく活

動を実施する。 

↓ 

⑤ 活動の記録・報告 

日々の活動の作業内容や金銭の収支等を記録する。年度の記録をとりまとめ

て報告書を作成し、市町村に提出する。 
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（１）事業評価の成果指標 

市は、平成 28年度の事業評価における多面的機能支払交付金の成果指標として、以下

のとおり交付団体数を設定している。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

交付団体数 39 団体 39団体 A 

計画どおり、遅滞なく交付金を交付した。

平成 27 年度より、交付団体数を 1 団体増

加することができた。 

 

（監査意見 31）多面的機能支払交付金に係る事業評価について 

多面的機能支払交付金事業では、事業評価の成果指標として当該年度の交付団体数

を設定している。当該事業は交付金を交付すること自体を目標とするものではなく、交

付団体数は成果指標よりも活動指標としての性質を持つものであると考えられる。 

交付先の団体が事業計画に基づき、農業・農村の多面的機能維持のための活動を行っ

ているかどうかが事業の成果を表すことになるため、多面的維持活動が実施されてい

る農用地の面積や、交付団体が策定した計画の進捗率など、市の仕事の実施状況や効果

を公表するという事業評価の目的に照らし、事業の効果を測定できる成果指標となる

よう検討することが望ましい。 
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Ⅷ．治山林道課 
１．事務事業の概要 

治山林道課は、森林資源を守るための治山事業や、森林施業の効率化、低コスト化を

促進するための林道の開設、改良事業等の基盤整備を実施している。監査に当たって

は、事務事業の効果検証の適切性について特に着目した。 

 

＜治山林道課 一般会計＞                 （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

林道整備事業費

（市単） 

国庫補助事業の採択基準に満

たない林道開設工事、改良工事

などを実施し、林業の生産基盤

である林道の整備及び機能の

維持強化を図る。 

林道の開設、改良工事 

359,493 339,375 

林道維持管理費 

林道の財産管理及び安全管理

を適切に実施し、林業の振興及

び森林の有する多面的機能を

保全する。 

林道のパトロール、修繕、崩土

処理、改良工事等 
257,020 178,867 

林道整備事業費

（道交） 

国庫補助事業である地方創生

推進交付金事業により、林業の

重要な生産基盤である林道を

効果的に整備し、低コスト林業

の確立と森林整備の拡充、中山

間地域の振興及び交流を図る。 

林道の開設、改良工事 

228,273 201,308 

その他の事業 － － 263,633 157,393 

治山林道課合計 1,108,419 876,943 
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２．林道整備事業費（市単） 

 

事務事業名 林道整備事業費（市単） 

事業目的 国庫補助事業の採択基準に満たない林道開設工事、改良

工事などを実施し、林業の生産基盤である林道の整備及

び機能の維持強化を図る。 

事業内容 林道の開設、改良工事 

事業予算 359,493千円 

決算額 339,375千円 

 

（１）林道整備事業の効果測定 

市は、平成 27年度を対象年度として実施した事業評価の 2次評価の中で、林道整備

事業費（市単）に対する事業評価について以下のとおり記載している。 

事業評価（総括） 

当事業は、3 級林道を整備することにより、森林整備や木材生産を進めることに加え、既存林道

の改良（補修）を行うことにより、林道機能の維持保全を図るものである。（中略）、森林の多面

的機能を維持する上で、本事業のもつ意義や必要性は認められるものの、車道幅員 1.8～2.0mの

3 級林道については、開設・改良後の林道によりどの程度の伐採、間伐等が行なわれたのか把握

出来ていないことから、林道整備による効果検証が行なえるよう見直す必要がある。 

 

その後、上記の事業評価（総括）を踏まえ、事業の見直し内容として、以下のとおり

公表している。 

事業評価（総括）を踏まえた事業の見直し内容 

（森林伐採等の実績把握による効果検証について） 

 当事業の 3級林道開設については、開設された林道を利用して、どの程度森林施業が実施され

たか効果検証を実施する。 

 

森林施業の効果検証の結果について市に質問したところ、回答は以下のとおりであ

る。 

平成 27年度の事務事業総点検表における事業の見直しについて、「当事業の 3級林道開設について

は、開設された林道を利用して、どの程度森林施業が実施されたか効果検証を実施する」としてお

ります。 

平成 27年度以降に実施した開設路線は以下のとおりです。 

平成 27年度 3路線：八重枯線、能又馬込線、藤代大段線 

平成 28年度 3路線：能又馬込線、藤代大段線、戸持網掛線 
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（出典：市提供資料に基づき監査人加工） 

 

八重枯線、能又馬込線は平成 28 年度において森林施業実績があるが、藤代大段線、

戸持網掛線には平成 27 年度から 28 年度にかけて森林施業実績がない。どの程度森林

施業が実施されたかという実績は把握できることとなったが、森林施業の計画値や見

込値を設定し、それらを実績値と比較する効果検証は行われていない。 

 

（監査意見 32）林道整備事業の効果検証について 

市は、市単独の林道整備事業に対して、開設・改良後の林道によりどの程度の伐採、

間伐等が行われたのかを把握し、林道整備による効果検証を行うとしている。 

林道毎に伐採、間伐等が行われた量を把握できることとなったが、現段階では特に目

標値が設定されていない。より適切な効果検証のためには、計画値や見込値などを基に

森林施業の目標値を設定し、目標値と実績値を比較して効果検証を実施することが望

ましい。 

 

  

＜利用区域内における森林施業実績表＞ (単位:ha) 

年度 八重枯線 能又馬込線 藤代大段線 戸持網掛線 

平成 27年度 - - - - 

平成 28年度 間伐 16.2 拡大造林 0.35 

下刈り 0.35 

間伐 4.45 

- - 
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Ⅸ．水産漁港課 
１．事務事業の概要 

水産漁港課は、水産業の振興及び水産物の消費拡大、漁港施設及び海岸保全設備の整

備及び維持管理等に関する以下の事業を実施している。監査に当たっては、「振興プラ

ン」等における分野別の政策目標等の観点から、水産業の振興に係る事務事業について

特に着目した。 

 

＜水産漁港課 一般会計＞                             （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

水産業振興事業 

「しずまえ」を地域ブランドと

して確立し、市の食文化の全国

への発信と水産業を初めとする

地域の活性化を図る。 

①しずまえブランド化の推進 

②しずまえ鮮魚の普及促進 
7,487 6,835 

水産業振興事業 

（４市１町広域連携

事業） 

富士川から御前崎までの駿河湾

中西部に位置する４市１町（静

岡市、焼津市、吉田町、牧之原

市、御前崎市）の行政及び一次、

二次、三次産業の関係者が一体

となり、この地域で水揚げされ

る水産物を活用し、地域産業の

活性化を図る。 

マーケットインの考えを取り入

れ、事前調査を実施した後、そ

の結果を踏まえて、観光客を駿

河湾中西部に誘引する新たな商

品、メニュー、観光コースを開

発ＰＲを行う。 

22,160 21,674 

用宗漁港まつり補助

金 

本市の代表的な水産物であるシ

ラス（用宗）、桜えび（由比）

等を広く市民に PRし、消費の拡

大と魚食普及を推進すること

で、水産業の活性化を図る。 

主催者である実行委員会へ補助

金を交付し、毎年 4 月下旬に用

宗漁港まつり、5 月上旬に由比

桜えびまつりを実施する。 

1,200 1,200 

由比桜えびまつり補

助金 
1,500 1,500 

産業フェア開催経費 

市民に本市水産業を知ってもら

うことで水産業に対する理解を

深め、消費の拡大を図る。 

産業フェアの水産業ゾーンへの

出店者が必要となる備品等を支

援する。 

541 492 

漁港維持管理経費 

漁港施設、関連施設の維持管理

を行い、漁業の振興を図る。 

①用宗漁港の維持管理 

②由比漁港の維持管理 
39,577 22,870 

海岸保全施設整備事

業費 

駿河湾海岸保全基本計画に基づ

き、漁港区域内の海岸保全区域

を高潮等による被害から守る。 

用宗離岸堤築造工事の実施 

206,500 181,171 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

漁港施設機能強化事

業費 

漁港施設（防波堤・岸壁）をレ

ベル１地震・津波対応とするこ

とで、災害発生後の漁業活動の

早期再開を可能とする。 

用宗漁港西岸壁改良工事 

用宗漁港広野防波堤改良工事 

由比漁港物揚げ岸壁改良工事 
186,804 106,868 

漁業近代化資金利子

補給金 

漁業者が資本整備に投資しやす

い情勢を整えることで、漁業の

振興を図る。 

漁船等の資本整備の高度化を図

る漁業者の借入資金に対し、年

2%以内、最長 10年間の利子補給

を行う。 

22,500 18,470 

漁業協同組合補助金 

清水漁業協同組合の組合員の指

導啓蒙と組合の体質強化を図

る。 

清水漁業協同組合の円滑な運営 

4,365 4,365 

フィッシャリーナ維

持管理経費 

漁業と海洋レクリエーションの

共存を図ると共に、漁港利用の

秩序保持のため、施設の適正な

管理運営を行う。 

①施設の管理運営 

②フィッシャリーナクレーン修

繕（平成 28年度単年） 
56,854 40,219 

その他事業 － － 63,339 66,457 

水産漁港課合計 612,827 472,121 
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２．水産業振興事業 

 

事務事業名 水産業振興事業 水産業振興事業 

（４市１町広域連携事業） 

事業目的 「しずまえ」を地域ブランドとして確

立し、市の食文化の全国への発信と水

産業を初めとする地域の活性化を図

る。 

富士川から御前崎までの駿河湾中西部

に位置する４市１町（静岡市、焼津市、

吉田町、牧之原市、御前崎市）の行政及

び一次、二次、三次産業の関係者が一体

となり、この地域で水揚げされる水産

物を活用し、地域産業の活性化を図る。 

事業内容 ①しずまえブランド化の推進 

②しずまえ鮮魚の普及促進 

マーケットインの考えを取り入れ、事

前調査を実施した後、その結果を踏ま

えて、観光客を駿河湾中西部に誘引す

る新たな商品、メニュー、観光コースの

開発、ＰＲを行う。 

事業予算 7,487千円 22,160千円 

決算額 6,835千円 21,674千円 

 

（１）静岡市しずまえ振興計画の概要 

「静岡市しずまえ振興計画（以下、「しずまえ振興計画」という。）は、市の海岸エリ

アに「しずまえ」と愛称を付け、そこで水揚げ、陸揚げされる水産物及び加工品等の普

及を通じて、しずまえを地域ブランドとして確立することによる、地域資源を生かした

地域経済活性化のための計画であり、3 次総、振興プランにおいては観光・交流分野、

農林水産分野計画において「地域資源の活用、ブランド創出」などの形で位置づけられ

ている。 

当該計画では、「基本計画」における計画期間を平成 28～34年度とし、以下のような

目標を設定している。 

 

＜しずまえ振興計画（基本計画）の目標＞ 

項目 概要 政策目標値 
平成 26

年度 

平成 30

年度 

平成 34

年度 

観光・交流 

分野 

静岡のブランド力ある地域資源を活用した観

光を推進 

関連施設・イベ

ント入込客数 

489 

千人 

513 

千人 

538 

千人 

農林水産 

分野 

新たな価値や需要を掘り起こし、市民が自慢

できる農林水産の静岡市ブランド創出を推進 

しずまえ 

市民認知度 
- 15% 50% 

また、基本計画において 4 つの基本戦略が定められており、当該内容に沿った施策

の「実施計画」については、計画期間を「前期（平成 28～30 年度）」、「後期（平成 31
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～34年度）」と定め、以下のような目標を設定している。 

＜しずまえ振興計画（実施計画（注１））の目標＞ 

基本戦略 概要 政策目標値 
平成 26

年度 

平成 30

年度 

平成 34

年度 

市外からの

誘客 

市外から多くの人に「しずまえ」に来てもら

い、おいしい水産物を食べてもらう 

しずまえの観光

入込客数 

10,931

千人 

12,024

千人 

13,117

千人 

市内消費の

拡大 

市民の皆さんに、「しずまえ」の水産物や、そ

のおいしい食べ方を知ってもらい、消費を拡

大する。 

市内の生鮮魚介

類の世帯消費量 
28.0kg 30.8kg 33.6kg 

ネットワー

クの形成 

各種団体が一つとなり、ネットワークを形成

して、水産物や加工品の普及、「しずまえ」の

地域ブランド化を進める。 

「しずまえ振興

協議会」設立 
- - - 

水産業の振

興 

「しずまえ」の水産業を、将来にわたって持

続できる弾力性の高い産業にしていく。 

由比・清水・用

宗水揚げ金額現

状維持（注 2） 

3,623 百

万円 

3,623百

万円 

3,623百

万円 

（注 1：実施計画のうち「市全体計画」の目標値である。） 

（注 2：由比・清水・用宗水揚げ金額については、平成 22年度から 26年度の平均値を目標としている。） 

 

また、平成 28年度においては、しずまえ振興計画の推進体制として市及びしずまえ

に関連する水産業、その他の各団体で構成する「しずまえ振興協議会」を設立のうえ、

本部に加えて、「由比・蒲原」、「清水」、「用宗」それぞれに地区部会を設置することに

より実施計画に定める各種施策の推進を開始している。 

 

＜しずまえ振興協議会の構成＞ 

区分 役割 

協議会本部 

しずまえ振興協議会の方針決定 

市全体事業の進捗管理 

市内外への情報発信 

市外へのマーケティング及びプロモーションの実施 

各地区部会への支援 

しずまえ PR部会 

「実施計画」：市全体計画の実施主体 メニュー・商品開発部会 

水産業振興部会 

地区部会 

由比・蒲原地区 「実施計画」：由比・蒲原地区計画の実施主体 

清水地区 「実施計画」：清水地区計画の実施主体 

用宗地区 「実施計画」：用宗地区計画の実施主体 

（出典：市提供資料に基づき監査人作成） 
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（２）水産業振興事業（４市１町広域連携事業）の概要 

当該事業は、平成 27 年 12 月に閣議決定された「地方創生加速化交付金」を財源と

する事業である。以下のような目的・目標を有し、「消費者嗜好モニタリング調査」、「旅

行業者への訪問調査」から、「新たな商品等の開発」、「プロモーション」までを実施す

ることから、市における水産業振興事業（しずまえ振興計画）とも密接な関連を有して

いる。そのため、市は当該事業における活動についてもしずまえ振興計画の実施に取り

入れることで相乗効果を有するものとして位置付けている。 

 

＜水産業振興事業（４市１町広域連携事業）（※）＞ 

実施主体：駿河湾水産振興協議会 

ブランド：「駿河 BlueLine」 

目標：観光客を引きつける新たな商品、メニュー、観光コース合計 20 件の開発 

期間：平成 28～31年度まで 

（※）正式名称は、広域連携による水産物を活用した産業活性化事業である。 

 

（３）水産業振興事業の実施状況 

① 水産業振興事業（しずまえ振興計画）に関する事業評価について 

水産業振興事業の事業評価については、①しずまえ・オクシズまつり来場者数と②し

ずまえ漁業見学ツアーアンケート結果を成果指標としており、平成 28年度は当該指標

の達成をもって総合評価を S としている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

①しずまえ・オクシ

ズまつり来場者数 

②しずまえ漁業見

学ツアーアンケー

ト（注 1） 

①15,000人 

②92%以上 

①18,000人 

②100% 
S 

イベント来場者数、アンケート調査

の結果が目標を大きく上回った。 

（注 1：当該アンケートにより、しずまえ鮮魚に興味を持ったと思う参加者の割合） 

 

一方、しずまえ振興計画（実施計画）の実施状況は以下のとおりである。 
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（しずまえ振興計画（実施計画（注１））の実施状況（平成 28 年度末まで）） 

基本戦略 事業名 平成 28年度のスケジュール 実施状況 

市外からの

誘客 

平成 28年度訪問調査事

業 

東京、大阪、名古屋、山梨、長野の観光協

会や観光業者を訪問 

実施済 

（駿河湾水産振興協議会の活

動として実施） 

平成 28年度～マーケテ

ィング・プロモーショ

ン事業 

観光交流文化局との連携事業実施 一部実施（引き続き検討） 

平成 28年度～メディア

活用事業 

①企業、テレビ局、フィルムコミッション

への働きかけ、②情報発信の仕組みづくり 

③フェイスブックのアカウントの取得・情

報発信、④個人旅行サイト運営会社への働

きかけ 

未着手（引き続き検討） 

平成 28年度～イベント

PR事業（市外向け） 
Foodex Japan、オクシズまつり等への出展 

実施済 

（駿河湾水産振興協議会の活

動として実施） 

平成 28年度～しずまえ

レシピコンクールの開

催 

開催（テーマ夏の魚） 実施済 

平成 28年度～しずまえ

おさかな処マップの更

新 

①しずまえおさかな処マップの新規廃止店

舗の調査、②マップの発行、③木札、シー

ルの配付 

実施済 

平成 28年度～しずまえ

メニュー作成事業 
使用する魚の検討 実施済（各地区にて） 

市内消費の

拡大 

平成 28年度～「しずま

えの日」の設定・しず

まえフェアの開催 

①しずまえの日決定、公表、②しずまえフ

ェアの企画、③開催相手先と協議、④しず

まえフェア実施 

①引き続き検討 

②③④実施済 

平成 28年度～イベント

PR事業（市内向け） 

①しずまえまつりの開催、②各イベントに

おけるしずまえの PR、③しずまえ釣り大会

の検討・実施 

①②実施済 

③引き続き検討 

平成 28年度～しずまえ

広告事業 
静岡鉄道への広告掲載 実施済 

平成 28年度～しずまえ

共同販売拠点事業 
①設置場所の検討、②協力店との協議 

未着手（駿河湾水産振興協議

会等との連携等検討） 

平成 28年度～しずまえ

料理教室補助事業 
①補助要綱の作成、②補助金交付 実施済 
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基本戦略 事業名 平成 28年度のスケジュール 実施状況 

平成 28年度～しずまえ

新聞の発行 
しずまえ新聞発行 実施済 

平成 28年度～しずまえ

漁業見学ツアーの開催 
見学ツアー開催 実施済 

平成 28年度～しずまえ

食材の学校給食への導

入 

①給食用食材の開発 

②給食献立への導入 
実施済 

平成 28年度～しずまえ

鮮魚買い取り事業 
実施可能性の調査 未着手（引き続き検討） 

ネットワー

クの形成 

平成 28年度～しずまえ

振興協議会の設立 

しずまえ振興協議会設立 

しずまえ振興協議会 3地区部会設立 
実施済 

水産業の振

興 

平成 28年度～漁業の組

織形態の研究 

①他の地域の漁協の調査、②組織化に関す

る研究 
未着手（引き続き検討） 

平成 28年度～漁業者の

意識改革・人材育成 
人材育成事業の内容についての研究 未着手（引き続き検討） 

平成 28年度～水産資源

拡大の研究 

①情報交換、既存データによる研究、②資

源拡大の方法の検討、③3次総後期計画登

載 

一部実施中（引き続き検討） 

平成 28年度～桜えび・

しらすに依存しない漁

業の研究・検討 

①関係者の情報交換、②桜えび漁、しらす

漁に代わる漁業の可能性の研究、③栽培漁

業の研究（魚種稚魚確保、放流場所等） 

一部実施中（引き続き検討） 

平成 28年度～効果的・

効率的な流通システム

の研究・検討 

①しずまえの価値を高める流通システムの

研究、②新たな流通システムを実現するた

めの課題、解決方法の研究 

未着手（引き続き検討） 

（注 1：実施計画のうち「市全体計画」である。） 

 

実施計画は以上のとおり、複数の多岐にわたる事業によって構成されている。これら

の事業はその活動と成果が相互かつ複合的に関連しあうことによって、上述の実施計

画の目標を達成するものとされており、その結果として基本計画の目標を達成するた

めのものでもある。 

 

（監査意見 33）水産業振興事業（しずまえ振興計画）に係る事業評価について 

水産業振興事業は、しずまえ振興計画の目標達成のための事業であり、その内容は多

岐にわたっており、①しずまえ・オクシズまつり来場者数と②しずまえ漁業見学ツアー

アンケート結果のみを成果指標とすることは事業目的全体に対して断片的な評価に留

まっているといわざるを得ない。しずまえ振興計画に対する個々の事業の成果は、計画
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目標の進捗評価を図るための活動指標であり、本質的な事業目的に対する評価として

は、当該計画の目標達成度もしくは波及効果を成果指標とすることが望ましい。 

 

② しずまえ振興協議会における計画目標の進捗評価について 

しずまえ振興計画（実施計画）に含まれる各事業については、市やしずまえ振興協議

会及び駿河湾水産振興協議会のみならず、県の各種機関等との連携を要する事業も含

まれている。 

これらの事業は、平成 28 年度から 30 年度を前期として段階的に実施していくこと

から、現時点ですべてが「実施済」となるものではないが、平成 28 年度に予定されて

いる事業のうち、「未着手」となっているものがいくつか存在する。この点については、

しずまえ振興協議会において計画に係る各種事業及び活動のスケジュール並びにその

進捗実績を明確にしたうえで報告、議論を実施している。しかし一方で、その結果がど

のように政策目標値に波及しているかといった目線での実績情報の共有には至ってい

ない。 

 

（監査意見 34）しずまえ振興協議会における計画目標の進捗管理について 

しずまえ振興協議会では、しずまえ振興計画（実施計画）に掲げられる各種事業のス

ケジュール及びその進捗実績の報告、議論を実施しているが、政策目標値に対する実績

情報の共有は行っていない。 

しずまえ振興計画の目標達成のためには、個々の事業及び活動の進捗管理のみなら

ず、その結果として、政策目標値に対する進捗を明確にしたうえで、各種対策や目標の

見直しの要否等を検討する必要がある。したがって、市は、これらに関する情報をしず

まえ振興協議会に提供し定期的な目標の進捗管理に努めることが望ましい。 

 

  



161 

 

３．用宗漁港まつり、由比桜えびまつり補助金 

 

事務事業名 用宗漁港まつり補助金、由比桜えびまつり補助金 

事業目的 本市の代表的な水産物であるシラス（用宗）、桜えび（由比）等を広く市

民に PR し、消費の拡大と魚食普及を推進することで、水産業の活性化を

図る。 

事業内容 主催者である実行委員会へ補助金を交付し、毎年 4 月下旬に用宗漁港ま

つり、5月上旬に由比桜えびまつりを実施する。 

事業予算 2,700千円（用宗 1,200千円、由比 1,500千円） 

決算額 2,700千円（用宗 1,200千円、由比 1,500千円） 

 

当該補助金事業対象とする 2 つのまつりの来場者数は、例年、4 月の用宗で 5 万人、

5 月の由比で 7 万人程度となっており、それぞれ 1 日のみの開催にもかかわらず、県

外、市外から多くの来場者を確保するイベントとなっている。これらは、しずまえ振興

計画の基本計画目標である「関連施設・イベント入込客数（平成 30 年度目標 51.3 万

人」に含まれており、その影響の大きさが見受けられる。 

当該事業の事業評価については、各まつりの来場者数を成果指標としているが、いず

れも例年会場キャパシティ限度に達しており、平成 28年度も当該指標の達成をもって

総合評価を Aとしている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 

総合 

評価 
評価理由 

①用宗漁港まつり

来場者数 

②由比桜えびまつ

り来場者数 

①5万人 

②7万人 

①5万人 

②7万人 
A 

会場のキャパシティが限界であることか

ら、前年度と同数とする。 

天候、気候も良く、目標値どおりの来場

者があった。また、補助金交付事務も適

正に処理した。 

 

（監査意見 35）用宗漁港まつり、由比桜えびまつり補助金に係る事業評価について 

用宗漁港まつり及び由比桜えびまつりはいずれも例年会場キャパシティ限度までの

来場者を確保しており、その結果のみをもって当該補助金の成果指標とするだけでは

十分ではない。むしろ、そこから得られる波及効果がどのように市の水産業振興に好循

環を及ぼすか、これを継続的に拡大できるか、ということに着目すべきである。 

したがって、市は当該事業を通じた波及効果の算定やその結果を事業評価指標とし

て採用すること等を検討し、さらに水産業振興に役立てることが望ましい。 
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４．産業フェア開催経費 

 

事務事業名 産業フェア開催経費 

事業目的 市民に本市水産業を知ってもらうことで水産業に対する理解を深め、消

費の拡大を図る。 

事業内容 産業フェアの水産業ゾーンへの出展者が必要となる備品等を支援する。 

事業予算 541千円 

決算額 492千円 

 

当該事業は、市民が市の水産業に対する理解を深め、消費の拡大を図ることを目的

に、産業フェアの水産業ゾーンへの出展者が必要となる備品等を支援する事業である。 

当該事業の事業評価については、産業フェア全体の来場者数を成果指標としており、

平成 28年度は当該指標の達成をもって総合評価を Aとしている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

産業フェア来場者

数 
88,000 人 89,000人 A 

目標値どおりの来場者があった。また、

昨年同様しずまえブースを設け PR を行

ったほか、出展団体が１店舗増え、しず

まえ（水産業）ゾーンが賑わった。 

 

（監査意見 36）産業フェア開催経費に係る事業評価について 

水産漁港課における産業フェア開催経費は、産業フェアにおける水産業ゾーンの運

営に関する支援を通じた水産業の PRが目的であり、その評価に産業フェア全体の来場

者を適用することは目的適合性を欠いている。むしろ、しずまえ振興計画における「し

ずまえ」ブランドの PR 場所として有用なものとすべき観点からは、「水産業ゾーン」に

特化した成果指標を導入することが望ましい。 
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５．漁業協同組合補助金 

 

事務事業名 漁業協同組合補助金 

事業目的 清水漁業協同組合の組合員の指導啓蒙と組合の体質強化を図る。 

事業内容 清水漁業協同組合の円滑な運営 

事業予算 4,365千円 

決算額 4,365千円 

 

清水漁業協同組合（以下、「漁協」という。）は、平成 21年度に県下漁協系統再編の

一環として、当時破綻懸念先であった静岡漁協の組合員及び組合事業を譲受し、現在の

用宗支所とし、現在の静岡市沿岸における水産振興事業を実施している。 

市では、その経営基盤強化を図るとともに、地域水産物の安定供給、後継者育成、ま

た、組合員の共同意識の高揚を目指し地域漁業の振興を図ることを前提に、当該漁協か

らの要望書に基づき、以下の組合事業を対象に補助金を交付することとしている。 

 

＜補助金に係る収支予算及び決算＞                    （単位：千円） 

  

  

平成 27 年度（注 1） 平成 28 年度（注 1） 

予算 決算 予算 決算 

共済事業 40 4 30 7 

購買事業 71,370 65,163 68,700 62,741 

販売事業 121,000 111,283 121,000 123,922 

製氷冷凍事業 3,000 2,907 3,000 3,014 

利用事業 16,397 18,448 17,610 18,511 

指導事業 26,100 23,073 23,600 28,340 

無線事業 103 100 110 101 

管理費 160,830 159,102 166,038 162,374 

事業外費用 24,567 2,310 28,619 22,161 

特別費用(注 2) 0 431 0 5,081 

その他(税引前当期純利益) (注 2) 5,330 15,863 1,142 △2,577 

事業費合計 428,737 398,689 429,849 423,681 

     

事業収入合計 428,737 398,689 429,849 423,681 

(うち、市補助金) (4,500) (4,500) (4,365) (4,365) 

 事業費に対する補助金比率 1.05% 1.13% 1.02% 1.03% 

（注 1：収支は各年度 1/1～12/31、残高は 12/31時点である。） 

（注 2：平成 28年度に含まれる過年度損益修正損 4,601 千円を除けば 2,023千円の税引前当期純利益となる。） 
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当該補助金の交付については、個別の「補助金交付要綱」は定めておらず、「静岡市

補助金等交付規則」に準拠することとしており、その金額については、所管課予算の上

限内における金額をもって行うこととし、具体的な算定根拠等は示されていない。 

また、前金払申請書により漁協の運営費に充当するため 12月度での前金払による支

払いを行っている。 

市の「会計事務の手引」には、以下の記載があるため、補助金といえども前金払は例

外的処理であるといえる。 

   

前金払とは、債権者および債権金額ともに確定している相手方の給付義務の完了前に支出する

ことである。従って、前金払することによりその契約又はその債務の負担が効果的に行われる

という場合に限る。 

前金払は相手方の給付義務の完了前に支払うことから、前金払対象経費といっても、その必要

性及び支払時期を十分検討し、安易に前金払とするようなことは慎むこと。また、補助金等の

前払金は支出先の資金計画書を添付すること。 

 

漁業協同組合補助金についても、前金払申請書においては資金計画書が添付されて

おり、これに基づく収支計算では 12月に運営費が大きくなることから、補助金の前金

払を受け、これに充当するものとされていた。 

しかし、補助金申請書類に含まれる漁協の決算書を確認したところ、前金を受けた

12 月末の貸借対照表において、以下の通り、約 1 億円程度の預金残高を有している。

すなわち、12 月に運営費が大きくなったとしても、月末には十分な自己資金が確保さ

れていることから、補助金の前金払が不要であることがわかる。 

また、事業費が年間約 4億円の漁協において、外部借入金等はなく、自己資本が 2億

円を超える水準で確保されていることから、当該漁協の経営基盤についてはすでに一

定の安定性を有しているものであることもわかる。 

 

＜貸借対照表における預金残高及び自己資本＞               （単位：千円） 

 

平成 27 年度（注 1） 平成 28 年度（注 1） 

予算 決算 予算 決算 

当座預金及び普通預金残高 - 94,131 - 109,986 

 うち、系統外 - 45,570 - 55,269 

     

自己資本（純資産） - 226,371 - 212,953 

（注 1：収支は各年度 1/1～12/31、残高は 12/31時点である。） 
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（指摘事項 36）漁業協同組合補助金に関する前金払について 

漁業協同組合補助金を受けるにあたり、前金払申請書が提出されており、市はこれに

基づき 12月に補助金の前金払を実施している。しかしながら、補助対象の漁協には十

分な自己資金としての預金残高があった。市の「会計事務の手引」では、前金払につい

て「その必要性及び支払時期を十分検討し、安易に前金払いとするようなことは慎むこ

と。」とされていることに鑑み当該補助金について前金払が本当に必要かどうかについ

ては再検討する必要がある。 

 

（監査意見 37）漁業協同組合補助金の要否等の検討について 

漁業協同組合補助金については、交付要綱等の定めがなく、補助対象である漁協から

の要望書等と所管課の予算に基づいて補助金額が定められている。漁協の事業収入約 4

億円に対し、補助金は 400 万円程度であることから自主財源で自立した運営を行える

可能性があるため、市は、当該補助金がその趣旨に照らして必要であるかどうかについ

て再検討することが望ましい。 
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Ⅹ．中山間地振興課 
１．事務事業の概要 

中山間地振興課は中山間地及び林業の振興等の事業を行っている。監査に当たって

は、「振興プラン」等における分野別の政策目標等の観点から、中山間地振興事業に係

る事務事業について特に着目した。 

 

＜中山間地振興課 一般会計＞                           （単位：千円） 

事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

おらんとこのこれ

一番事業 

中山間地域の資源を活用し、住

民が自ら地域の活性化と集落

の維持を実現する。 

地域住民等の団体が資源を活

用して行う活性化事業の計画

立案を支援し、補助金を交付す

る。 

20,000 11,356 

中山間地域ビジネ

ス展開支援事業費 

専門家の派遣等により地域団

体の経営を支援する。 

経営全般・マーケティング・Ｉ

Ｔ分野等の専門家による、講演

会・地域診断等の実施、地域資

源を活用した産業を行う経営

団体に対する、上記専門家の派

遣 

2,062 1,655 

地域おこし協力隊

設置事業 

中山間地域の地域振興、人口減

少対策に資するため、地域おこ

し協力隊の募集を行う。 

移住イベント、広告出稿等によ

る地域おこし協力隊の募集 23,982 14,477 

オクシズ在来作物

活用事業 

在来作物のブランド力を高め

ることで、中山間地の新たな地

域資源として保護及び振興を

行い、中山間地域への誘客を図

る。 

在来作物活用の可能性を調査

するとともに、シンポジウムや

マルシェ事業などを展開し、伝

承意識の醸成、情報発信を促進

する。 

5,000 4,703 

オクシズプロモー

ション事業 

中山間地域の魅力発信事業を

行い、交流人口及び定住人口の

増加を図る。 

中山間地域の魅力情報紹介ツ

ールの作成、広告・イベント出

展等による情報発信を行なう。 

7,500 7,388 

林業センター管理

運営経費 

林業関係者の育成をはじめと

する林業振興のための拠点施

設である林業センターの管理

運営に要する経費 

林業センターの施設の維持管

理 
5,140 4,397 

農山村振興施設管

理経費 

地域振興を図るため整備した

地域活性化施設の適切な管理

を行う。 

①管理運営委託 

②施設の管理・修繕 
58,296 56,171 

観光トイレ等の施設整備 128,800 113,980 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

清水森林公園維持

管理経費 

森林の有する公益機能の啓蒙、

市民の福祉の増進及び中山間

地振興に寄与するため設置し

た清水森林公園の各施設の適

切な管理を行う。 

①管理運営委託（指定管理） 

②営農飲雑用水施設の管理 

③施設の管理・修繕 37,741 37,333 

藁科都市山村交流

センター管理経費 

都市住民と中山間地域住民の

交流場所としての施設及び憩

いの場を提供するとともに、必

要な講座・教室等を開催するこ

とにより、都市住民と中山間地

域住民の交流の促進を図る。 

管理運営委託（指定管理） 

22,155 22,154 

賤機都市山村交流

センター管理経費 

管理運営委託（指定管理） 

22,404 22,395 

リバウェル井川管

理運営経費 

井川地区の中山間地域の振興

を図るとともに、市民の健全な

余暇の利用に供する。 

①管理委託 

②施設の運営 

③施設の管理・修繕 

66,791 64,255 

温泉浴場管理運営

費 

市民の健康と福祉の増進及び

地域の振興に寄与する。 

清水西里 管理運営委託（指定

管理） 
11,639 10,660 

湯ノ島 管理運営委託（指定管

理） 
4,204 4,204 

口坂本 管理運営委託（指定管

理） 
13,167 13,114 

白樺荘 管理運営委託（指定管

理） 
13,696 13,696 

梅ヶ島新田管理運営委託（指定

管理） 
5,538 5,538 

林業担い手育成対

策事業費（産業フェ

ア等啓発事業） 

市民に森林・林業の魅力をＰＲ

する。 

産業フェア林業ゾーンの運営 

765 675 

森林組合補助金 

当市の林業振興に寄与する森

林組合の体質を強化・育成して

いくための助成 

森林組合への補助金の交付 

4,827 4,827 

静岡地域材活用促

進事業補助金 

市産材の需要拡大 静岡地域材活用住宅推進協議

会が行う静岡ひのき・杉の家推

進事業、静岡ぬくもりの空間推

進事業への補助金交付 

86,000 86,000 
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事務事業名 事業目的 事業内容 予算額 決算額 

野生鳥獣被害対策

の推進 

野生鳥獣による農林業被害を

減少させるため、農家自身によ

る対策を支援し、防除意識を高

めることを目的とする。 

野生鳥獣被害防除事業（個別、

団体、地域一体型）、人里に野

生鳥獣を近づけない草刈り・藪

払いを行う緩衝地帯整備事業、

有害鳥獣捕獲許可や勉強会等 

167,678 135,850 

南アルプス登山道

整備事業費 

南アルプス登山者の安全確保

及び井川地域の観光資源の開

発を図る。 

既存登山道整備のための調査

及び修繕 39,308 17,379 

その他事業 － － 312,116 278,016 

中山間地振興課合計 1,058,809 930,223 
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２．おらんとこのこれ一番事業 

 

事務事業名 おらんとこのこれ一番事業 

事業目的 中山間地域の資源を活用し、住民が自ら地域の活性化と集落の維持を実

現する。 

事業内容 地域住民等の団体が資源を活用して行う活性化事業の計画立案を支援

し、補助金を交付する。 

事業予算 20,000 千円 

決算額 11,356 千円 

 

おらんとこのこれ一番事業（以下、「これ一番事業」という。）とは、補助金を活用し

た自立的な維持・発展を促す仕組みを作ることを通じ、中山間地域の資源を活用し、住

民が自ら地域の活性化と集落を維持することを目的とした事業である。当該補助金は

申請について審査の結果、採用された事業に対して交付し、ヒアリング等による効果の

検証を行うほか、「中山間地域ビジネス展開支援事業」を通じて専門家の派遣や販路拡

大に向けた助言等の支援を行うこととしている。 

 

＜静岡市おらんとこのこれ一番事業補助金交付要綱（抜粋）＞ 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）おらんとこのこれ一番事業 中山間地域における産業、自然、文化等の地域資源を活用して

実施する別表第１に掲げる事業のいずれかに該当し、かつ、十分な収益が見込まれる事業で

あって、中山間地域の活性化及び集落の維持に資するものとして市長が認めるものをいう。 

（２）これ一番事業計画 おらんとこのこれ一番事業の目標、チャレンジ事業等を定めた計画であ

って、計画期間が３年以内のものをいう。 

（３）チャレンジ事業 これ一番事業計画に掲げる目標を達成するために実施する具体的な事業を

いう。 

（中略） 

第５条 前条の認定を受けようとする団体は、おらんとこのこれ一番事業認定申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添付して、別に指定する期限までに市長に提出しなければならない。（以下略） 

（１）これ一番事業計画書（様式第２号） 

（２）全体収支予算書（様式第３号） 

（３）団体構成員名簿（様式第４号） 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、必要があると認めるとき

は申請者から聴取し、又は現地調査等を行うものとする。審査の結果、これ一番事業計画の目標を

達成するために必要な具体性を備え、かつ、十分な収益が見込まれる事業であって、地域の活性化

と集落の維持に資するものであると認めるときは、事業の認定をすることとし、おらんとこのこれ
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一番事業認定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。 

（中略） 

第 11条 補助金の額は、補助対象経費の 10分の 8以内の額とし、500万円と、1,000万円から同一

のおらんとこのこれ一番事業についてこの要綱に基づき前年度以前に交付された補助金の合計金額

を控除した額のいずれか少ない額を限度とする。 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

当該要綱が平成 22 年度に制定されて以降、平成 28 年度までに 9 件の事業認定（新

規、継続含む）がなされている。 

 

（１）事業認定に係る審査 

平成 28年度における補助金交付事業は 3 件であり、それぞれの審査時の全体収支予

算書は以下のとおりである。 

 

＜おらんとこのこれ一番事業 全体収支予算書＞              （単位：千円） 

清沢地区 

（平成 26年度認定） 

1年目 

（平成 26年度） 

2年目 

（平成 27年度） 

3年目 

（平成 28年度） 
合計 

収入合計 2,175 6,109 4,568 12,852 

 （うち、補助金） 1,740 4,719 3,541 10,000 

支出合計 2,175 6,109 4,568 12,852 

収支 0 0 0 0 

 

玉川地区 

（平成 27年度認定） 

1年目 

（平成 27年度） 

2年目 

（平成 28年度） 

3年目 

（平成 29年度） 
合計 

収入合計 7,842 3,646 3,125 14,613 

 （うち、補助金） 5,000 2,500 2,500 10,000 

支出合計 7,842 3,646 3,125 14,613 

収支 0 0 0 0 

 

両河内地区 

（平成 28年度認定） 

1年目 

（平成 28年度） 

2年目 

（平成 29年度） 

3年目 

（平成 30年度） 
合計 

収入合計 6,250 6,075 1,595 13,920 

 （うち、補助金） 5,000 4,860 140 10,000 

支出合計 6,250 6,075 1,595 13,920 

収支 0 0 0 0 
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いずれも、上記の要綱に従い「計画期間を 3 年以内」とし、補助金額が 1 年あたり

500 万円、3年間で 1,000万円以内となっているが、年度経過とともに事業収支規模が

逓減している。これは、事業者の「これ一番事業計画書」に基づく事業のうち、補助金

の交付限度額の範囲で補助対象経費を算定したことによるものである 

一方、これ一番事業は要綱において、「十分な収益が見込まれる事業であって、中山

間地域の活性化及び集落の維持に資するもの」とされ、当該補助金の目的において、

「自立的な維持・発展を促す仕組み」という点が示されている。 

 

これに関する市の考え方について質問したところ以下の回答があった。 

 

・「十分な収益」とは、主に事業の採算性を指しており、加えて地域への波及効果や雇用等の経済

性と合わせて、総合的に判断しています。 

・「自立的」とは、補助終了後において、収支運営はもとより、補助金に頼らなくとも運営できる

組織体制や、安定的、継続的な事業を実施できる状態と考えております。 

 

以上の観点に基づくと、これ一番事業として採用された事業は、補助対象期間中及び

その終了後も安定的、継続的な事業運営を確保し、これをもって、「地域の活性化と集

落の維持」に寄与することが重要であり、一定の事業規模等の成長を企図しているもの

であると考えられる。 

しかし、現状、補助金審査資料上においては、補助対象期間中及びその終了後に対す

る定量的な収支予算書（事業収支計画）として体系化されたものは示されておらず、

「これ一番事業計画書」等の定性情報による個別評価に留まっていた。そのため、事業

の審査時点において、補助金交付完了後に「自立的」な運営が確保できるかどうか、も

しくはそのため展望が計数的に把握できない状況にある。 

 

（指摘事項 37）おらんとこのこれ一番事業の審査について 

おらんとこのこれ一番事業は「十分な収益が見込まれる事業であって、中山間地域の

活性化及び集落の維持に資するもの」として補助金交付完了後に「自立的」な運営の確

保が求められるものである。そのため、事業の認定に当たっては、補助対象期間中及び

その終了後も見据えた検討を行う必要がある。 

したがって、単に補助金算定のための収支予算書のみではなく、事業採算性や成長性

等の確保可能性を検討できる事業収支計画等の資料を審査資料に含めて認定する必要

がある。 
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３．中山間地域ビジネス展開支援事業費 

 

事務事業名 中山間地域ビジネス展開支援事業費 

事業目的 専門家の派遣等により地域団体の経営を支援する。 

事業内容 経営全般・マーケティング・IT 分野等の専門家による、講演会・地域診

断等の実施、地域資源を活用した産業を行う経営団体に対する、上記専門

家の派遣 

事業予算 2,062千円 

決算額 1,655千円 

 

当該事業は、中山間地域の資源を活用した製品の開発、新事業・新サービスの創出な

どを促進するため、地域資源を活用した産業を行う経営団体に対する、経営全般・マー

ケティング・IT 分野等の専門家の派遣、講演会・地域診断等の実施等の支援を行う事

業であり、以下のような内容を対象としている。 

 

＜中山間地域ビジネス展開支援事業の対象＞ 

・地域ブランドの構築、農産物、市産材に係る用途開発、新商品開発の指導 

・着地型（体験型）観光プログラムの開発指導・人材育成 

・デザイナー等と第一次産業との連携コーディネート 

・中山間地域の特産品等の販路拡大に関するマーケティング指導、プロモーション指導 

・「おらんとこのこれ一番事業」のビジネス展開への指導、事業計画案への指導 

・その他、中山間地域の活性化事業に対する 6次産業化、農商工連携等ビジネス展開支援 

（注) 下線は監査人が付したもの。 

 

平成 28年度における、「中山間地域ビジネス展開支援事業」は以下のとおりである。 

 

＜平成 28年度中山間地域ビジネス展開支援事業＞              （単位：千円） 

事業内容内訳 予算 決算 

玉川地区（これ一番）接客、マネジメント助言 （※） 70 

両河内地区（これ一番）認定審査 138 28 

大川地区（これ一番）事業計画策定等支援 （※） 324 

大川地区（これ一番）認定審査 138 19 

その他 1,786 1,214 

事業合計 2,062 1,655 

（※）予算上個別の設定はなく、その他に含まれている。 
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以上のとおり、当該事業はこれ一番事業に対する支援を中心としており、特に一部の

経営団体では、専門家の指導等を通じて「これ一番事業計画書」において補助対象期間

中及びその終了後も見据えた事業計画及び収支計画の策定がなされていた。 

 

（監査意見 38）中山間地域ビジネス展開支援事業の活用促進について 

中山間地域ビジネス展開支援事業は、地域資源を活用した産業を行う経営団体に対

する専門家の派遣等を行うものであるから、「自立的」な運営の確保が求められる事業

計画策定支援に有用である。したがって、一部の経営団体のみではなく、他においても

独立採算化を見込むために、補助金交付完了後の収支も見据えた事業計画の策定支援

を行うことが望ましい。 
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４．地域おこし協力隊設置事業 

 

事務事業名 地域おこし協力隊設置事業 

事業目的 中山間地域の地域振興、人口減少対策に資するため、地域おこし協力隊の

募集を行う。 

事業内容 移住イベント、広告出稿等による地域おこし協力隊の募集 

事業予算 23,982 千円 

決算額 14,477 千円 

 

当該事業は、中山間地域の地域振興、人口減少対策に資するために地域おこし協力隊

員を募集、配置する事業であり、地域おこし協力隊員とは、地域おこし協力隊推進要綱

に基づき、おおむね 1 年以上 3 年以下の期間、地方自治体の委嘱を受け、地域で生活

し、農林漁業の応援、水源保全・監視活動、住民の生活支援などの各種の地域協力活動

に従事する者である。配置された協力隊員は、それぞれ担当地区における活動テーマを

定めており、平成 28 年度においては、「隊員が主となり実施した事業：2事業」、「隊員

が主となり企画した事業：5事業」として以下のような実績を市と共有している。 

  

 ＜地域おこし協力隊員の主な活動状況（平成 27～28年度：進行中を含む）＞ 

地区 活動テーマ 主な実績 効果その他 

井 川

地区 

小水力発電の可

能性調査 

①発電候補地の調査、選出 

②おらんとこのこれ一番事業企

画 

①事業化に向け活動中 

②1事業立案 

井 川

地区 

観光振興につい

て 

①焼畑体験イベント開催 

②在来作物栽培、販売 

①観光客の増加 

②観光土産の創出 

清 沢

地区 

サイクルスポー

ツを活用した地

域振興 

①地域紹介 HP,SNSの更新 

②きよさわマルシェ実行委員 

①定期的情報発信 

②担い手不足解消 

玉 川

地区 

地域内施設の売

上向上、移住促進 

①玉川新聞作成、配布 

②移住希望者の相談窓口 

①地区の知名度向上 

②今年度 2件成立見込 

 （出典：市提供資料に基づき監査人が抜粋） 

 

以上のような事業について、市では、平成 28年度事業評価の成果指標を地域おこし

協力隊員の配置人数とし、当該目標の達成をもって総合評価を Aとしている。 
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指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

配置人数 3人 3人 A 

井川地区、玉川地区、清沢地区に各 1 名

を配置したが、井川地区に配置した隊員

は一身上の都合により既に退任してい

る。他の 2 名は現在も精力的に活動して

いる。 

 

（指摘事項 38）適切な事業評価の実施について 

地域おこし協力隊設置事業の成果指標は「隊員の配置人数」であるが、これはあくま

で事業目的達成のための手段であり、中山間地域の地域振興及び人口減少対策に資す

る活動の実施及びその成果を示す指標とは言いがたい。当該事業の成否を適切に評価

すべき観点からは、地域おこし協力隊員の具体的な活動、成果に結びつけた成果指標を

設定する必要がある。 
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５．オクシズ在来作物活用事業 

 

事務事業名 オクシズ在来作物活用事業 

事業目的 在来作物のブランド力を高めることで、中山間地の新たな地域資源とし

て保護及び振興を行い、中山間地域への誘客を図る。 

事業内容 在来作物活用の可能性を調査するとともに、シンポジウムやマルシェ事

業などを展開し、伝承意識の醸成、情報発信を促進する。 

事業予算 5,000千円 

決算額 4,703千円 

 

オクシズ在来作物活用事業は、山村振興法に基づき市が策定する「山村活性化支援交

付金事業実施計画（以下、「山村振興計画」という。）による交付金を財源とし、その内

容は以下のとおりである。 

 

＜山村活性化支援交付金＞ 

１．内容 

（1）地場の農林水産物やその加工品など山村の魅力ある地域資源の賦存状況利用形態等の調査を支

援します。 

（ア）その地域の農林水産物やその加工品等の賦存量、利用状況形態、潜在的な活用可能量方法等の調査等 

（イ）農林水産業に関連する地域人材やそのノウハウ、伝統的な技術知恵、既存の加工販売施設、固有の自然景観

等の調査 

（2）地域資源を地域ぐるみで活用するための合意形成、組織づくり、技術研修などの人材育成を支

援します。 

（ア）農業者林業者をはじめとする地域住民が協力して行う地域資源の活用に向けた住民意向調査、実施体制づく

りや活動組織づくりに向けたワークショップ開催、活動計画づくりに向けた調査検討等 

（イ）取組実施や人材育成に必要な技術やノウハウ等の実践研修等 

（3）特色ある地域資源の消費拡大、販売促進、付加価値の向上等を図る取組の試行実践を支援しま

す。 

（ア）地域資源を活用した特産物等の生産加工販売の促進に向けたマーケティング調査、販売先現地調査等 

（イ）その地域の農林水産物を使った特産物等の生産拡大商品開発、既存直売所の活用や直販システムの導入等に 

よる販売実践、ICTやパンフレット、現地説明看板等を使った情報発信、商品パッケージ等のデザイン検討 

等 

２．事業要件等 

補助率：定額（1地区当たり上限 1,000万円） 最大 3年間 

（出典：農林水産省 山村への支援施策（予算、税制、融資）） 
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具体的には、平成 28 年度から 30 年度までの期間にわたり、山村振興計画に指定さ

れる振興山村 6地区（※１）において以下の内容を実施することとしている。 

（※１）市では大河内、梅ヶ島、玉川、清沢、大川、井川が該当する。 

 

＜静岡市 山村活性化支援交付金事業実施計画（抜粋）＞ 

取組方針 振興山村 6地区は平地が少なく、生産を拡大する余地が少ないため、高付加価値化

に重点を置き、ブランディングに関する人材育成や、在来作物の啓発を含め、流通

形態の改善を中心に事業を行う。 

内容 【全体】 

〇在来作物の調査及び懸賞事業を行い、生産を拡大するもの・維持するものの整理・区分を行う。 

〇在来作物の啓発事業を行う。（生産者、消費者向け） 

〇在来作物の流通体制の整備を行う。（振興山村→市街部への広報活動） 

〇在来作物と地域の伝統料理を軸とした高付加価値化を行う。 

【今年度：平成 28年度】 

〇在来作物懸賞事業（カタログ生成）大学等有識者と連携して、資源量調査や検証を行う。→真

に価値あるものを拾い上げる。 

〇在来作物啓発事業（生産者・販売者・消費者） 

〇シンポジウム・マルシェ事業 

（関係者）…在来作物連絡協議会、静岡大学、生産者等 

在来作物の供給者と需要者の掘り下げを行い、生産と需要の拡大につなげる。 

【２年目：平成 29年度】 

〇着地型観光推進事業 〇新商品開発 〇在来作物啓発事業 

【３年目：平成 30年度】 

〇着地型観光推進事業 〇新商品開発 〇定住促進事業 

事業目標  

指標 平成 27 年度 平成 28年度 平成 29 年度 平成 30年度 

雇用人数 1人 1人 2 人 2人 

新商品開発 1件 2件 3 件 3件 

新規作付面積 1,000㎡ 1,500㎡ 2,000㎡ 2,000㎡ 
 

（出典：市作成 「山村活性化支援交付金事業実施計画」） 

 

これに関する、平成 28年度の実績は以下であり、目標を達成している。 

特に清沢地区の黒ニンニク、井川地区の炒り落花生が商品化され、品切れ状態になっ

た。また、在来作物生産者の中には「在来作物は売り物にならない恥ずかしいもの」と

いう認識を改めた者もいたとのことである。 
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＜山村活性化支援交付金事業 実施実績＞ 

指標 目標値 実績値 達成率 

雇用人数 1人 1人 100% 

新商品開発 2品 3品 150% 

新規作付面積 1,500㎡ 約 2,000㎡ 133% 

市が、「静岡市農業振興計画」の策定にあたり平成 25 年度に市内の認定農業者を対

象に実施したアンケートでは、市内農業が存続するうえで重要と思われる取組みにつ

いて以下のような結果が得られている。 

 

＜静岡市農業が存続するうえで重要と思われる取組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：静岡市 「農業振興計画」） 

これによると、農作物の高付加価値化が 34.5%、静岡市産農産物ブランド化 26%につ

いて比較的高い関心が示されていることがわかる。 

このように、市内農業の維持発展の観点からもオクシズ在来作物活用事業の有効性

が発揮できる状況が存在すると考えられる。しかし、現状オクシズに 18ある地区のう

ち当該事業が適用できる地区は国の振興山村登録のある 6 地区に限定されている状況

である。 

 

（監査意見 39）オクシズ在来作物活用事業の今後について 

オクシズ在来作物活用事業において、市農業が存続するうえで重要と思われる取組

みとして、農作物の高付加価値化及び静岡市産農産物ブランド化が挙げられているが、

農業者がそのための調査活動及び広報活動等を個別に実施することは容易ではない。

その意味でオクシズ在来作物活用事業がこれに寄与できる要素は大きいと考える。 

現在、当該事業は、振興山村 6地区のみを対象としているが、対象とならない地区に

ついても市独自で同様の支援を実施すべきかについて検討することが望ましい。 
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６．林業担い手育成対策事業費（産業フェア等啓発事業） 

 

事務事業名 林業担い手育成対策事業費（産業フェア等啓発事業） 

事業目的 市民に森林・林業の魅力をＰＲする 

事業内容 産業フェア林業ゾーンの運営 

事業予算 765千円 

決算額 675千円 

 

当該事業は、市民に森林・林業の魅力を PRすることを目的とした、産業フェアの林

業ゾーンの運営に関する木材商品や林業体験コーナー等の委託事業である。 

当該事業の事業評価については、産業フェア全体の来場者数を成果指標としており、

平成 28年度は当該指標の達成をもって総合評価を Aとしている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 総合評価 評価理由 

産業フェア来場者

数 
88,000 人 89,000人 A 

産業フェア全体の入場者が増加したこと

により目標値を上回った。 

 

（監査意見 40）林業担い手育成対策事業に係る事業評価について 

林業担い手育成対策事業費（産業フェア等啓発事業）は、産業フェアにおける林業ゾ

ーンの運営による市民に対する森林・林業の PRを目的としており、その評価に産業フ

ェア全体の来場者を適用することは目的適合性を欠いている。むしろ、森林・林業の魅

力の PR 場所として有用なものとする観点からは、「林業ゾーン」に特化した成果指標

を導入することが望ましい。 
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７．林業センター管理運営経費 

 

事務事業名 林業センター管理運営経費 

事業目的 林業関係者の育成をはじめとする林業振興のための拠点施設である林業

センターの管理運営に要する経費 

事業内容 林業センターの施設の維持管理 

事業予算 5,140千円 

決算額 4,397千円 

 

＜施設情報＞ 

所在地 静岡市葵区千代 538番地の 11 

開設 昭和 57年 4月 2日 

構造 鉄筋コンクリート造 2階建 敷地 2,208㎡ 建築延面積 783.58㎡ 

設置条例 静岡市林業センター条例 

運営形態 委託（単独随意契約） 

委託事業者 静岡市森林組合 

 

当該施設は、市の山間地について川ごとに谷が分かれて集落や山林が形成されてい

る特性を踏まえ、それぞれの谷及び市街地との地理的接点となることを前提に、昭和

57 年に現在の場所に開設された。管理運営については、開設当時、市内に 3 つあった

森林組合を統合した静岡市森林組合が施設の 1 階に入居することで、設置趣旨に合致

した運営ができるものとして当該組合への単独随意契約にて委託を行っている。また、

平成 22年度には 2階の展示室を廃止し、中山間地振興課が移転することにより事務所

として使用している。 

当該管理運営委託内容は以下のとおりであるが、そのほかの施設の保守・修繕等業務

は別途、市がそれぞれの専門事業者に直接委託している。 

 

業務名 委託先 事業費 

管理及び使用料徴収業務 

（内容） 

 研修室使用許可、研修室使用料徴収、減免申請書の取次ぎ事務 

 入館者の応接及び電話対応、情報提供 

 秩序維持、防火管理、その他 

静岡市森林組合 967 

その他保守・修繕等業務 各種委託事業者 3,430 

林業センター管理運営経費事業合計 - 4,397 
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（１）林業センターのあり方 

「静岡市林業センター条例」において、林業センターの実施する事業は以下のように

規定されている。 

 

①林業の経営、技術の向上等に関する会議、研修等に施設を提供すること 

②林業及び森林に関する図書、資料、展示品等を収集整理し、市民の利用に供すること 

③全 2号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事業 

 

このうち、①については、静岡市森林組合への委託を通じて林業者等への施設の提供

を行っているが、現在は中山間地振興課の移転に伴い、施設内環境が変化していること

から、市の事業評価（2次評価）においても以下のような考えが示されている。 

 

 ＜平成 28年度 事業評価 2次評価結果（経済局）抜粋＞ 

（林業センター管理運営経費） 

当事業は、（中略）昭和 57年にオープンした林業センターの管理を行うものである。当該施設の

1 階に入居している森林組合が委託を受けて管理を行ってきたが、平成 22 年に中山間地振興課

が当該施設の 2階に入居した後も管理委託は継続して行われている。 

 貸会議室の使用許可書の受付や入居者の応対等の施設管理業務、貸会議室の使用料徴収業務を

委託して行っているが、貸会議室の貸出は平成 28年度は 30件、うち使用料を徴収したのは 1件

（※1）という状況である。当該施設には中山間地振興課が配置されており、この程度の件数で

あれば同課での対応が可能であると思われるため、管理方法について検討する必要がある。 

（※1）他は減免要件に合致しており、免除している。 

 

また、②については、平成 22年度に施設内の展示室を廃止し、図書、資料等の供覧

等を実施しなくなった点で、条例に定める規定と実態が合致していない。 

しかし、一方で、林業や森林に関する市民への情報発信及び啓発の一環として、「森

林教室」、「オクシズ森林の市」などの PR イベント等の開催会場とすることを通じて、

一定の効果を創出している点からは、新たな役割を担うべき施設に変化しているとい

える。 

 

（監査意見 41）林業センター及びその運営管理のあり方について 

林業センターは、「林業者の育成を図るとともに、市民の森林に対する理解を深め、

もって林業の振興に寄与すること」を目的とする施設であるが、昭和 57年の設置から

すでに 35年余りが経過するとともに、その役割や運営管理のあり方が変化していると

いえる。したがって、今後の林業振興への寄与に関する本質的な役割について今一度見

直すとともに、条例の改正や委託業務の整理などの要否について検討することが望ま

しい。 
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（２）林業センター管理運営経費に関する事業評価 

林業センターの事業評価については、委託事務執行率を成果指標としており、平成

28年度については当該目標の達成をもって総合評価を A としている。 

 

指標名 
目標値 

（年度） 
実績値 

総合評

価 
評価理由 

（委託） 

事務執行率 
100% 100% A 

林業センターの管理に必要な委託は、目

標値を達成した。委託による管理や不具

合が生じた際は早急な修繕を実施し、適

切な施設の運用が図られた。 

 

所管課では、林業センターの管理運営業務が複数の委託業務で構成されていること

から、事業を一元的に評価するために、活動指標に委託業務の件数、成果指標に当該事

務執行率としている。しかし、林業センターそのものの目的は、「林業の振興に寄与す

ること」にあり、個々の委託業務の遂行は施設管理における最低限の業務活動に過ぎな

い。 

 

（指摘事項 39）適切な事業評価の実施について 

林業センター管理運営経費に関する成果指標を事務執行率としているが、林業セン

ターの「林業の振興に寄与すること」という目的に照らして適切ではないため、当該目

的に即して設定すべきである。その際には、複数の指標の適用によることも可能である

ため、この指標も含めてより適切な評価指標を設定する必要がある。 

 

（３）現物資産の備品台帳への登録 

 林業センターでは、市所有の備品のほか、委託事業者である森林組合の備品も配置さ

れているため、市の備品については備品台帳に登録のうえ、備品シールを貼付してそれ

ぞれの管理区分とすることとしている。 

これについて、監査人が視察した際、一部の備品（研修室机や椅子）で台帳登録がな

されておらず、備品シールも旧静岡市のものが貼付されているもの、または、備品シー

ルの貼付がなく、市と委託事業者のいずれの所有であるかが不明なものが存在した。 

 

（指摘事項 40）林業センターの備品管理について 

林業センターにおける市の備品については、物品管理マニュアルに基づき備品登録、

備品シール貼付をすべきである。また、所有権が市と委託事業者のどちらであるかが不

明な備品については、双方協議のうえ、帰属を明確にする必要がある。 

以上 


